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（３）この取引については、第１項の取引またはサービスの一部のみの申込み、解約はできません。ただし、
投資信託総合取引の申込みについては、投資信託総合取引約款（パワーフレックス用）に定める別
途のお申込みが必要です。また、未成年のお客さままたは補助・保佐・後見が開始されたお客さま
（以下これらを「未成年者等」といいます。）との取引を承諾する場合には、当行所定の手続をおとりい
ただいたうえ、一部の取引を制限することがあります。

（4）この取引は、第10条第3項第1号ないし第3号のいずれにも該当しない場合に利用することが
でき、第10条第3項第1号ないし第3号のいずれか一にでも該当する場合には、当行はパワー
フレックス口座の開設およびこの取引をお断りするものとします。

2．申込み
（１）申込み方法
①この取引を申し込まれるときは、当行所定の申込書に必要事項を記入し、印章または署名をお届
けのうえ、当行所定の本人確認書類を添付して提出してください。なお、この申込みは、原則として
前条１項各号の取引およびサービスのうち、投資信託総合取引を除くすべての取引およびサービ
スの申込みとして取扱います。
②申込みに際して、お客さまにはカード、新生パワーコールおよび新生パワーダイレクトの利用に必要
となる暗証番号を登録していただきます。お客さまに窓口での直接入力による登録その他の方法
により暗証番号を登録していただかない場合には、当行が決定した暗証番号を郵送によりお客さ
まにお知らせします。
③新生パワーダイレクトの利用には、当行の指示に従い、専用のパスワード（以下「パワーダイレクト
パスワード」といいます。）ならびに当行が発行する所定のセキュリティ・カード（以下「セキュリティ・カ
ード」）の使用が必要となります。新生パワーダイレクト所定の画面において、口座番号、および暗
証番号を入力し、パワーダイレクトパスワードならびにセキュリティ・カード裏面に記載されたセキュリ
ティ・カード番号を登録してください。なお、暗証番号、パワーダイレクトパスワードおよびセキュリテ
ィ・カード記載の番号は、本人確認のための非常に重要な番号ですので、第三者に開示せず厳
重に管理してください。また、暗証番号ならびにパワーダイレクトパスワードは、利用される際に番号
の入力を所定の回数以上連続して間違えますと、その番号が無効となりますのでご注意ください。
④お客さまの申込みを当行が承諾したときは、当行所定のカードを発行します。当行本支店でこの
取引を利用されるときは、必ずこのカードを提出してください。なお、カードを提出されない場合には、
当行所定の本人確認手続により当行が承認した場合を除き、取引を受け付けません。

（２）ご本人による申込みの原則
この取引の申込みにあたっては、お客さまご本人によるお手続きをお願いします。申込名義人とな
るお客さま以外の方が、お客さまの代理または使者として申込手続をされる場合には、その代理人
または使者がお客さまの一親等以内のご親族である場合に限り手続きを受け付けます。この場合、
第１項の本人確認書類に加えて親族関係を確認するため当行所定の確認書類を提出していただ
くことがあるほか、法令等に基づいて当行が定める所定の手続きがご本人さまに対して完了してい
ることが必要となります。

（３）未成年者等による申込み
①未成年のお客さまがこの取引を申し込むときは、親権者の同意を証する当行所定の書類を提出
いただくことがあります。
②補助・保佐・後見が開始されたお客さまがこの取引を申し込むときは、当行本支店の窓口でご相
談ください。

３．既存口座の取扱い
既に投資信託総合口座等の既存口座をお持ちのお客さまがこの取引への移行を申し込み、当行が
承諾した場合には、お客さまがこの取引への移行を承認されたものとして取扱います。この場合、既存
口座にかかる印鑑届等の届出や適用される規約は将来に向かってその効力を失うものとします。

４．諸手数料
（１）この取引に関する口座管理手数料等の諸手数料は、当行が別途定めるものとし、今後その手数
料を改訂または新設した場合も、当行所定の方法によりお客さまのパワーフレックス口座円普通預
金から、カードおよび払戻請求書の提出を受けずに自動的に引き落とします。なお、手数料は金融情
勢の変化等により変更することがあります。

（２）前項にもかかわらず残高不足等の理由により当該手数料の引き落としができなかった場合、当行は
任意の時期に、当行所定の方法および手続きによりパワーフレックス口座を解約しまたはこの取引
を解消することができるものとします。

５．取扱店の範囲
第１条第１項のパワーフレックス取引のうち、円貨預金、債券保護預り、外貨預金、投資信託総合取
引については、取引店以外の当行本支店においても取扱います。

６．新生お取引レポート
（１）預金等の預入れあるいは払戻しがなされた事実を証するため、当行所定の新生お取引レポートを、
毎月の月末日を基準日として作成し、当行所定の電磁的方法にて閲覧に供します。このため､通帳
等は発行しません。

（２）前項にかかわらず､お客さまからのお申し出があった場合その他当行所定の場合には､新生お取引
レポートを、電磁的方法により閲覧に供することに加えて、当行所定の時期・方法により書面にて発
行し、お客さまのお届出の住所に郵送します。

（３）新生お取引レポートを書面にて発行する場合､原則として当行所定の一定期間（暦月を単位としま
す。以下「一定期間」といいます。）ごとの末日を基準日として作成し、一定期間ごとに発行するものと
します。ただし、お客さまからのお申し出があった場合その他当行所定の場合には、毎月末日を基準
日として作成し、毎月発行するものとします。

（４）前２項にかかわらず、当該一定期間（当該一定期間の直前の日を含み、基準日を含みません。以下
同じ。）にお取引がない場合または当該一定期間のお取引が普通預金利息組入れのみの場合に
は、原則として当該一定期間にかかる新生お取引レポートの書面による発行はしません。ただし、こ
の場合にも、お客さまからのお申し出があった場合その他当行所定の場合には、当該組入れの内
容を記載した書面を当行所定の時期・方法により作成し、お客さまのお届出の住所に郵送します。
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〈パワーフレックス規約集〉
パワーフレックス取引共通規定

１．パワーフレックス取引
（１）パワーフレックス取引（以下「この取引」といいます。）は、次の各号の取引およびサービスからなり
ます。なお、この取引で利用いただく預金口座、保護預り口座等の口座をパワーフレックス口座
といいます。
①円貨預金
日本円による普通預金（以下「円普通預金」といいます。）、日本円による定期預金（以下「円定期
預金」といいます。）、日本円による特別預金（以下「円特別預金」といいます。）および日本円による2
週間満期預金を取り扱います。
②債券保護預り
長期信用債券（利子一括払）（以下「リッチョーワイド」といいます。）の購入および保護預りを取扱
います。
③外貨預金
外国通貨による普通預金（以下「外貨普通預金」といいます。）、外国通貨による定期預金（以下
「外貨定期預金」といいます。）を取扱います。
④投資信託総合取引
当行所定の投資信託にかかる購入、募集および解約の注文の取次ぎ、投資信託受益権および
投資信託受益証券の買取、償還、累積投資、投資信託受益権の振替口座簿への記載または
記録、投資信託受益権の保護預り、ならびにこれらに付随する取引を取扱います。
⑤新生パワーコール（テレフォンバンキング）
お客さまからの電話での依頼による当行所定のサービス、取引を取扱います。
⑥新生パワーダイレクト
お客さまからのコンピュータ端末を用いた依頼による当行所定のサービス、取引を取扱います。
⑦キャッシュカード
当行が発行したキャッシュカードを使用し現金自動預入払出兼用機（以下「ＡＴＭ」といいます。）等
を利用する当行所定のサービス、取引を取扱います。なお、当行本支店でこの取引を利用される
場合は、このキャッシュカード（以下「カード」といいます。）を窓口に提出していただきます。
⑧新生お取引レポート
当行所定の方法によるお客さまへの取引の報告を取扱います。

（２）この取引は、日本国内に居住される個人のお客さまのみの取扱いとなります。



ます。なお、この解約によって生じた損害については、当行は責任を負いません。また、この解
約により当行に損害が生じたときは、その損害額を支払ってください。
①お客さまがパワーフレックス口座の開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告
をしたことが判明した場合
②お客さまが、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準
構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、
その他これらに準じる者（以下、これらを「暴力団員等」といいます。）に該当し、または次のいず
れかに該当することが判明した場合
（ａ）暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること
（ｂ）暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること
（ｃ）自己、自社もしくは第三者の不正な利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をも
ってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること

（ｄ）暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認めら
れる関係を有すること

（ｅ）役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係
を有すること

③お客さまが、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一にでも該当する行為をした場合
（ａ）暴力的な要求行為
（ｂ）法的な責任を超えた不当な要求行為
（ｃ）取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
（ｄ）風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用を毀損し、または当行の業務を

妨害する行為
（ｅ）その他前各号に準ずる行為

（４）パワーフレックス口座が、当行が別途表示する一定の期間お客さまによる利用がなく、かつ債券、
預金、投資信託などの残高が当行所定の金額を超えることがない場合には、当行はこの取引を停
止し、またはお客さまに通知することによりパワーフレックス口座を解約することができるもの
とします。また、法令に基づく場合にも同様にできるものとします。

（5）前3項により、パワーフレックス口座が解約され、債券、預金などの残高がある場合、またはこの取
引が停止されその解除を求める場合には、カードを持参のうえ、当行に申し出てください。この場合、
当行は相当の期間をおき、当行所定の本人確認書類または保証人等を求めることがあります。ま
た、相当の事由がある場合には、当行がこの取引停止の解除を認めないこともあります。

１１．保険事故発生時におけるお客さまからの相殺
（１）この取引でお預かりする円貨預金、外貨預金およびリッチョーワイドは、満期日または償還期日が未
到来であっても、当行に預金保険法の定める保険事故が生じた場合には、本条各項の定めにより
相殺することができます。なお、この預金またはリッチョーワイドに、お客さまの当行に対する債務を担
保するため、もしくは第三者の当行に対する債務でお客さまが保証人となっているものを担保するた
めに質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。

（２）相殺する場合の手続きについては、次によるものとします。
①相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指
定のうえ、届出印を押印（または署名）しカードを添えて直ちに当行に提出してください。ただし、この
預金またはリッチョーワイドで担保される債務がある場合には、当該債務または当該債務が第三
者の当行に対する債務である場合にはお客さまの保証債務から相殺されるものとします。
②前号の充当の指定のない場合には、当行の指定する順序方法により充当いたします。
③第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当行は遅滞なく異議
を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとします。

（３）相殺する場合の利息等については、次によるものとします。
①定期預金および2週間満期預金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当行に到達
した日の前日までとして、利率は約定利率を適用するものとします。
②リッチョーワイドの利息の計算については、その期間を相殺通知が当行に到達した日の前日までと
します。
③借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当
行に到達した日までとして、利率、料率は当行の定めによるものとします。なお、借入金等を期限前
弁済することにより発生する損害金等の取扱いについては当行の定めによるものとします。
④円特別預金の追加利息の計算については、追加利息組入れ前に相殺通知が当行に到達した
場合、支払われないものとします。

（４）相殺する場合の外国為替相場については当行の計算実行時における所定の相場を適用するもの
とします。

（５）相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについて別の定めがあるときには、その定
めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当行の承諾を要する等の制限があ
る場合においても相殺することができるものとします。

１２．成年後見人等の届出
（１）家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合には、直ちに成年後見人等の氏名
その他必要な事項を当行所定の書面によって届出てください。この場合、当行所定の本人確認書
類を求めることがあります。

（２）家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選出がされた場合には、直ちに任意後見人の氏名
その他必要な事項を当行所定の書面にて届出てください。この場合、当行所定の本人確認書類
を求めることがあります。

（３）すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、または任意後見監督人の選任がされている
場合にも前２項と同様にお届けください。

（４）前３項の届出事項に取消または変更等が生じた場合にも同様に届出てください。
（５）前４項の届出の前に生じた損害については、当行は責任を負いません。
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（５）新生お取引レポートの記載内容に関する照会等は、別に定めのないかぎり、その作成日から１ヵ月以
内とします。

（６）新生お取引レポート上における同日内の取引記載順序は当行の定めるとおりとします。また、記載
の対象となる取引や内容は、法令等の変更や社会情勢の変化等により変更することがあります。

（７）書面による新生お取引レポートの再発行手続については、当行所定の手数料をいただきます。
（８）書面による新生お取引レポートをもって、投資信託の取引残高報告書を兼ねることがあります。
７．印鑑照合等
（１）この取引において、諸請求書、諸届その他書類に使用された印影（または署名）を、届出の印鑑
（または署名鑑）と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それら
の書類につき偽造、変造その他の事故があってもそのために生じた損害については、当行は責
任を負いません。

（２）この取引の名義人の氏名の一部としてミドルネームの届出がされた場合においても、当行は、
この取引に関して記入、入力、申出等された氏名のうちミドルネームを除く部分と当行に届
出された氏名のうちミドルネームを除く部分とを照合し、その同一性を確認したうえで取り扱え
ば足りるものとします。この場合、第三者による氏名冒用その他の事故があっても、そのため
に生じた損害については、当行は責任を負いません。

８．届出事項の変更、キャッシュカードの再発行等
（１）カード、印章、セキュリティ・カードを紛失したとき、または氏名、住所、電話番号、勤務先、印章、署
名その他の届出事項に変更があった場合またはある場合には、直ちに当行所定の方法にて届出て
ください。また、暗証番号の変更または失念、パワーダイレクトパスワードの失念の際には、当行が
「新生パワーコール」という名称で表記する電話番号を通じて接続される電話センター（以下「当行コ
ールセンター」といいます。）に申し出てください。この場合、当行所定の本人確認書類を求めることが
あります。なお、この届出の前に生じた損害については、当行は責任を負いません。

（２）前１項により紛失の届出があった場合には、当行は所定の手続きを完了した後でなければ、次の各
号のサービスまたは取引には応じません。
①円普通預金または外貨普通預金の払戻し
②円定期預金または外貨定期預金の元利金の支払い
③債券の乗換えまたは払戻し
④投資信託総合取引
⑤この取引の解約
⑥カードを利用するサービスまたは取引
⑦カードの再発行
⑧その他当行の定める取引
⑨円特別預金の払戻し
⑩2週間満期預金の元利金の支払い

（３）カードまたはセキュリティ・カードを再発行（汚損等による再発行を含む。）する場合には、当行所定の
手数料をいただきます。

（４）届出のあった氏名、住所にあてて当行が通知または送付書類を発送した場合には、延着しまたは到
達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。

（５）届出のあった氏名、住所にあてて当行が通知または送付書類を発送し、これらが未着で当行に返
送された場合、当行は新生お取引レポート等の送付を中止し、全部または一部の取引を制限できる
ものとします。

９．譲渡、質入れ等の禁止
（１）次の各号に掲げるものまたは権利等は、譲渡、質入れその他第三者の権利を設定すること、または
第三者に利用させることはできません。
①お預かりする債券、預金、投資信託受益証券その他この取引に基づくいっさいの権利
②当行が発行するカードおよびセキュリティ・カード
③依頼内容を記載した振込金受取書または振込受付書等、当行または他の金融機関の国内本支
店にある受取人の預金口座あての振込取引および郵便振替口座への振込取引に基づく依頼人
の権利

（２）当行がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当行が定める条件、書式、手続き等
により取扱います。

１０．解約等
（１）パワーフレックス口座およびこの取引を解約する場合には、当行所定の書式に必要事項を記入し、
届出の印章（または署名）により記名・押印（または署名）のうえ、カードを添えて当行に提出してくださ
い。この場合、パワーフレックス口座およびこの取引のすべては終了するものとします。

（２）次の各号の一にでも該当した場合には、当行はこの取引を停止し、またはお客さまに通知することに
よりパワーフレックス口座およびこの取引を解約することができるものとします。なお、通知により解
約する場合、到達のいかんにかかわらず、当行が解約の通知を届出のあった氏名、住所にあてて発
信した時に解約されたものとします。
①この取引の名義人が存在しないことが明らかになった場合またはこの取引の名義人の意思によら
ずにこの取引が開始されたことが明らかになった場合
②この取引のお客さまが、前条第１項（譲渡、質入れ等の禁止）に違反した場合
③お客さまが行う取引の頻度および態様が社会通念上認められる限度を超え、当行のサービス提
供に支障が生じると認められるため、当行がお客さまにその旨を明示して是正を求めたにもかかわ
らず、お客さまがその是正を行わないことにより、お客さまと当行との信頼関係が損なわれたと認め
られる場合
④この取引が法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのおそれがあると認められる場合

（3）前項のほか、次の各号の一にでも該当し、お客さまとの取引を継続することが不適切である場合
には、当行はこの取引を停止し、またはお客さまに通知することによりパワーフレックス口座およ
びこの取引を解約することができるものとします。通知により解約する場合、到達のいかんにかか
わらず、当行が解約の通知を届出のあった氏名、住所にあてて発信した時に解約されたものとし
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（３）証券類のうち裏書、受取文言等の必要があるものはその手続きを済ませてください。
（４）手形、小切手を受入れるときは、複記のいかんにかかわらず、所定の金額欄記載の金額によって取
扱います。

（５）証券類の取立てのためとくに費用を要する場合には、店頭等に表示する当行所定の代金取立手数
料に準じてその取立手数料をいただきます。

５．振込金の受入れ
（１）この預金口座の預入れには、為替による振込金を受入れます。
（２）この預金口座への振込について、振込通知の発信金融機関から重複発信等の誤発信による取消
通知があった場合には、振込金の入金記帳を取消します。

（３）提携金融機関から通信文（振込を依頼する者が指定する預金口座の開設された当行の本店また
は支店店舗の名称、当該口座の預金の種類および口座番号を通知するものをいいます。）の通知が
あり、当該通信文においてこの口座が指定された場合には、当行所定の方法により、この預金口
座の名義を、提携金融機関を通じて当該振込を依頼する者に開示することがあります。

６．受入証券類の決済、不渡り
（１）この預金口座に証券類を受入れたときは、受入店で取立て、不渡返還時限の経過後その決済を確
認したうえでなければ、受入れた証券類の金額にかかる預金の払戻しはできません。
なお、証券類を受入れたときは、その証券類が決済された日を入金日として利息計算等の手続きを
行ないます。

（２）受入れた証券類が不渡りとなったときは預金になりません。この場合は、直ちにその通知を届出の住
所にあてて発信するとともに、その金額を普通預金元帳から引落し、その証券類は取引店で返却し
ます。

（３）前項の場合には、あらかじめ書面による依頼を受けたものにかぎり、その証券類について所定の権
利保全の手続きをします。

７．当座貸越
（１）普通預金について、その残高を超えて払戻しの請求または各種料金等の自動支払いの請求があっ
た場合には、当行はこの口座における期間の定めのある円貨預金のうち当行所定の種類のもの
（定期預金、大口定期預金およびパワードワンをいい、その追加については適宜の方法で告知しま
す。以下これらを「担保預金」といいます。）ならびに債券（以下「担保債券」といいます。）を担保に、不
足額を当座貸越として自動的に貸出し、普通預金へ入金のうえ払戻し、または自動支払いします。

（２）前項による当座貸越は、お客さまが満二十才以上の場合のみご利用できます。ただし、当行所定
の親権者の同意を証する書面またはお客さまの婚姻を証する書面を提出いただいた場合には、当行
はその利用を承認することがあります。

（３）第１項による当座貸越の限度額（以下「極度額」といいます。）は、担保預金および担保債券額面額
の合計額の９０％（1円未満は切捨てます。）または店頭等において表示する当行所定の金額のうちい
ずれか少ない金額とします。

（４）前項の各合計額に乗じる割合は金融情勢等の変化により変更することがあります。
この場合、変更日および変更後の割合は店頭等掲示などの方法で告知し、それにより貸越金が新
極度額を超えることとなるときは、当行からの請求がありしだいただちに新極度額を超える金額に見合
う担保預金もしくは担保債券を担保に差入れるか、または新極度額を超える金額を支払ってください。

（５）第１項による貸越金の残高がある場合には、普通預金に預入れまたは振込まれた資金（受入れ
た証券類の金額は決済されるまでこの資金から除く。）は貸越金残高に達するまで自動的に返済
にあてます。

（６）第１項による当座貸越を中止する場合には、貸越金残高を返済するための資金を普通預金に入金
したうえで、「新生パワーコール」という名称で表記する電話番号を通じて接続される当行電話センタ
ーに申し出てください。

８．貸越金の担保
（１）担保預金および担保債券（以下「担保預金等」といいます。）には、貸越金の担保として質権が設定
されます。

（２）担保預金等について、解約、払戻しまたは償還があった場合（満期時の取扱いが自動解約また
は自動償還と指定されている場合を含みます。）には、前条第３項により極度額を算出しなおす際
に、解約等がなされる担保預金額および担保債券の額面金額を除外します。この場合、貸越金
（自動解約または自動償還された元利金が普通預金に入金された場合には前条第５項により自
動返済された後の貸越金）が新極度額を超えることとなるときは、ただちに新極度額を超える金
額を支払ってください。

９．貸越金利息等
（１）
①貸越金の利息は、付利単位を１円として、毎月の当行所定の日に、店頭表示の貸越利率によって
計算（年365日の日割計算）のうえ、普通預金から引落しまたは貸越元金に組入れます。
②前号の組入れにより極度額を超える場合には、当行からの請求がありしだいただちに極度額を超
える金額を支払ってください。
③担保預金等の全額の解約により、担保預金等の残高が零となった場合には、前記①号にかかわ
らず貸越金の利息を同時に支払ってください。なお、担保預金等の一部について解約等がある場
合に貸越元利金等の額が、担保預金等の合計額を上回るときも同様とします。

（２）前項の貸越利率は、当行所定の預金店頭掲示金利の改訂その他金融情勢等の変化により定期
的に変更します。この場合の新利率の適用は当行が定めた日からとします。

（３）当行に対する債務を履行しなかった場合の損害金の割合は、年14％（年365日の日割計算）とします。
１０．即時支払
（１）お客さまについて次の各号の一にでも該当した場合に貸越元利金等があるときは、当行からの請求
がなくても、それらを支払ってください。
①支払いの停止または破産手続開始、民事再生手続開始その他内外の法令にもとづく倒産手続
開始の申立てがあったとき。
②担保預金等について（仮）差押えの命令、通知が発送されたとき。
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１３．免責事項
当行は、次の場合に生じた損害については、その責めを負いません。
①災害、事変、輸送途中の事故、不可抗力による通信機器または回線等の障害、裁判所等公的
機関の措置等の不可抗力な事由もしくは当行の責めによらない事由により、この取引における取
引、サービスの提供が遅延、停止または不能となった場合
②前号と同じ事由により、保護預り証券類が紛失、滅失、毀損した場合
③当行以外の金融機関、投資信託委託会社など当行以外の第三者の責に帰すべき事由があった
場合
④電信または郵便の誤謬、遅滞等、当行の責めに帰すことのできない場合

１４．準拠法及び合意管轄
この取引には、日本の法律、諸規則（金融および外国為替管理等に関する政省令、行政指導等を
含みます。）が適用されます。
この取引に関して訴訟の必要が生じた場合には、東京地方裁判所または取引店の所在地を管轄
する裁判所を管轄裁判所とします。

１５．規定の準用
（１）この規定に定めのない事項については、パワーフレックス規約集記載の「パワーフレックス口座円貨
預金規定」「パワーフレックス口座債券保護預り規定」「パワーフレックス口座外貨預金規定」「投資
信託総合取引約款（パワーフレックス用）」「外国証券取引口座約款（パワーフレックス用）」「新生パ
ワーコール規定（パワーフレックス用）」「新生パワーダイレクト規定」「パワーフレックスキャッシュカード
規定」等により取扱います。

（２）この取引に関連して、お客さまが振込または外国送金を依頼された場合には、当行の「振込規定（個
人用）」「郵便振替口座への振込に関する規定」「外国送金取引規定」等により取扱います。

１６．規定、約款の変更
法令の変更、監督官庁の指示、金融情勢の変化その他の理由によりこの規定、約款を変更する必
要があるときは、当行は、変更内容について店頭掲示、郵送等適宜の方法で告知することにより、こ
れを変更できるものとします。
なお、変更日以降は、変更後の内容に従っていただくものとします。

１７．英訳の扱い
この取引に関する日本語による諸申込書、諸請求書、諸届けその他書類ならびに規定および規約に
ついて、英語による併記または英訳文がお客さまに提示されることがありますが、それらの英語および英
文はすべて参考のための便宜にとどまり、日本語による用語および文が正規のものです。日本語によ
る記載内容と英語による記載内容が相違する場合は、常に日本語によるものが優先されます。

以　上

パワーフレックス口座円貨預金規定

この規定は、パワーフレックス口座をお持ちのお客さまが日本円による預金（以下「円貨預金」といいます。）
の受入れ、払戻しその他いっさいの取引を行なう場合の当行の取扱いを記載したものです。
この規定では、日本円による普通預金を「普通預金」、日本円による定期預金を「定期預金」、定期預金
のうち最低預入金額を1,000万円以上として特に店頭等に表示するものを「大口定期預金」、日本円によ
る特別預金を「特別預金」、日本円による2週間満期預金を「2週間満期預金」といいます。また、同一の
パワーフレックス口座において保護預りする当行が発行した債券を「債券」といいます。なお、本規定およ
び他の規定において、外貨預金と区別するために、普通預金について「円普通預金」、定期預金につい
て「円定期預金」の用語を使用することがあります。

Ⅰ．【普通預金】
１．普通預金の払戻し
（１）当行本支店窓口での預入れおよび払戻しは、当行所定の窓口営業日（土・日曜日、国民の休・祝
日、12月31日、1月2日および1月3日を含みません。なお、これらの日を以下「一般の休日」といいます。）
における窓口営業時間内に受け付けます。

（２）この預金を払戻すときは、当行所定の払戻請求書に必要事項を記入し、届出の印章（または署名）
により記名押印（または署名）のうえ当行が発行したパワーフレックスキャッシュカード（以下「カード」と
いいます。）とともに提出してください。

（３）この預金から各種料金等の自動支払いをするときは、あらかじめ当行所定の手続きをしてください。
（４）この預金から同日に数件の支払いまたは引落しをする場合に、その総額が払い戻すことのできる金
額（当座貸越を利用できる範囲内の金額を含みます。）を超えるときは、そのいずれを支払うかは当行
の任意とします。

（５）当行本支店窓口での預入れおよび払戻しにあたっては、当行所定の場合を除き現金はお取扱いし
ません。また、当行本支店窓口での小切手・証券類のお取扱いにも当行所定の制約があります。

２．普通預金利息
（１）この預金の利息は、毎日の最終残高（受入れた証券類の金額は決済されるまでこの残高から除く｡）
1円以上について付利単位を1円として、毎月の当行所定の日に、店頭等に表示する毎日の利率に
よって計算のうえ、普通預金に組入れます。

（２）前項の利率は金融情勢の変化に応じて変更します。
３．指定のない入金の取扱い
パワーフレックス口座にとくに指定なく日本円による入金があったときは、当行において普通預金に入
金します。

４．証券類の受入れ
（１）この預金口座の預入れには、現金のほか、手形、小切手、配当金領収証その他の証券で直ちに取
立てのできるもの（以下「証券類」といいます｡）も受入れます。

（２）手形要件（とくに振出日、受取人）、小切手要件（とくに振出日）の白地はあらかじめ補充してください。
当行は白地を補充する義務を負いません。
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③相続の開始があったとき。
④極度額を超えたまま６ヵ月を経過したとき。
⑤住所変更の届出を怠るなどにより、当行において所在が明らかでなくなったとき。
⑥当行の「パワーフレックス取引共通規定」第10条第2項から第4項によりパワーフレックス口座が
解約されたとき。

（２）次の各場合に貸越元利金等があるときは、当行からの請求がありしだい、それらを支払ってください。
①お客さまの当行に対する債務の一つでも返済が遅れているとき。
②その他債権の保全を必要とする相当の事由が生じたとき。

１１．解約等
（１）パワーフレックス口座を解約する場合、貸越元利金等があるときはそれらを支払ってください。
（２）前条各項の事由または当行の「パワーフレックス取引共通規定」第１０条第２項から第４項の事由が
あるときは、当行はいつでも貸越を中止し、もしくは貸越取引を解約できるものとし、また当行は支払
などにより前条各項の事由または当行の「パワーフレックス取引共通規定」第１０条第２項から第４項
の事由が消滅するまでパワーフレックス取引の全部または一部を制限することができるものとします。

１２．差引計算等
（１）お客さまが貸越元利金等を含む当行に対する債務を履行しなければならない場合には、当行は次の
とおり取扱うことができるものとします。
①期間の定めのある円貨預金および外貨預金については、その満期日前でも貸越元利金等を含む
当行債権と相殺できるものとします。なお、それらの預金のうち仕組預金については、相殺のため
に行われる満期前解約に伴い発生する解約日から最終満期日までの当該仕組預金の再構築額
およびそれに伴う費用が当該預金元利金から差し引いて計算されます。
また、相殺ができる場合には、事前の通知および所定の手続を省略し、その預金を払戻し、外貨
預金については当行が合理的に決定する外国為替相場を適用して円貨に換算したうえで、債務
の弁済にあてることもできるものとします。
②債券については、その償還期日前でも貸越元利金等を含む当行債権と相殺できるものとします。
また、相殺ができる場合には、当行は事前の通知および所定の手続を省略し、その債券を一般
に適当と認められる方法、時期、価額等によって処分のうえ、その取得金から諸費用を差し引いた
残額を債務の弁済にあて、またはこれを当行所定の方式により評価額を算定のうえ、債務の全部
もしくは一部の弁済に代えて取得することもできるものとします。
③前各号により、なお残りの債務がある場合にはただちに支払ってください。

（２）前項によって差引計算をする場合、債権債務の利息および損害金の計算については、その期間を
計算実行の日までとして、利率、料率は当行の定めるところとし、また外国為替相場については当行
の計算実行時の相場を適用するものとします。

１３．規定の準用
この規定に定めのない事項のうち、届出事項の変更、印鑑照合、譲渡・質入の禁止、解約、免責
事項、保険事故発生時におけるお客さまからの相殺、準拠法、管轄、規定変更などパワーフレックス
口座共通の取扱いについては、当行の「パワーフレックス取引共通規定」により取扱います。

Ⅱ．【定期預金および大口定期預金】
１．最低預入れ額
定期預金の預入れは一口につき1,000円以上の当行所定の金額とし、大口定期預金の預入れは一
口1,000万円以上とします。

２．預入期間および満期日
（１）預入期間は、当行が店頭等に備え置く書面その他において提示する当行所定の種類とします。
（２）当行本支店窓口での預入れは、当行所定の窓口営業日（一般の休日を含みません。）における窓口
営業時間内に受け付けます。

（３）定型方式による満期日は次の通り取扱います。なお、一般の休日が満期日となることがあります。

①通　常 ・預入日が月末日以外の場合には、期間（月）に応じた預入日の応当日（以下
下「応当日」といいます。）を満期日とします。
・預入日が月末日の場合には、期間（月）に応じた預入日の応当する月の月末
末日とします。

②応当日が　　 月末日を満期日とします。
ない場合　

３．満期時取扱方法
満期時の取扱いについては、預入れ時に次のいずれかの方法を指定していただきます。ただし、定期
預金の種類によって方法がいずれかに限られることがあります。なお、期日指定方式では元利継続型
の指定はできません。

①元利継続型　 満期日に、元利金合計額を同一期間の定期預金として継続します。
これにより継続した後の定期預金の満期日における取扱いも同様と
します。

②自動解約型　 満期日に、元利金合計額をパワーフレックス口座普通預金に入金し
ます。

４．証券類の受入れ
（１）小切手その他の証券類を受入れたときは、その証券類が決済された日を預入日とします。
（２）受入れた証券類が不渡りとなったときは預金になりません。不渡りとなった証券類は取引店で返却
します。

５．利息

（１）利息は、預入日から満期日の前日までの期間について、預入れ時に当行が店頭等に備え置く書面
その他において提示する利率（以下「約定利率」といいます。）によって計算します。ただし、満期にお
いて継続した場合の利率は、継続日において当行が提示する利率によるものとします。

（２）定期預金の種類により、預入期間が６ヵ月超１年以下となる預金の利息の支払いについて次の①
の方法を、預入期間が１年超となる預金の利息の支払いについて次の①または②の方法を指定す
るこができます。
①６ヵ月ごと中間利払
（a）預入日の６ヵ月ごとの応当日を「中間利払日」とし、預入日または前回の中間利払日からその中
間利払日の前日までの日数および約定利率によって計算した中間利払額（以下「中間払利息」
といいます。）を、利息の一部として、各中間利払日に支払います。なお、預入日が月末日の場
合には応当日とは応当する月の月末日とし、預入日の応当日が存在しない場合には応当日と
は応当する月の月末日とします。

（b）中間払利息は、パワーフレックス口座普通預金に入金します。
（c）満期日に直前の中間利払日から満期日の前日までの日数および約定利率によって計算した最
終利払額を支払います。

②１年ごと中間利払
（a）預入日の１年ごとの応当日を「中間利払日」とし、預入日または前回の中間利払日からその中
間利払日の前日までの日数および約定利率によって計算した中間払利息を、利息の一部とし
て、各中間利払日に支払います。なお、預入日が月末日の場合には応当日とは応当する月の
月末日とし、預入日の応当日が存在しない場合には応当日とは応当する月の月末日とします。

（b）中間払利息は、パワーフレックス口座普通預金に入金します。
（c）満期日に直前の中間利払日から満期日の前日までの日数および約定利率によって計算した最
終利払額を支払います。

６．満期日前解約
（１）当行がやむをえないものと認めてこの預金を満期日前に解約する場合および当行の「パワーフレック
ス取引共通規定」第１０条第２項から第４項により当行が解約する場合には、その利息（以下「期限
前解約利息」といいます。）は、預入日（継続をしたときは最後の継続日）から解約日の前日までの日数
について預入期間に応じた当行所定の利率によって単利の方法により計算し、この預金とともに支
払います。ただし、中間払利息が支払われている場合には、その支払額（中間利払日が複数ある場
合は各中間払利息の合計額）と期限前解約利息との差額を清算します。

（２）前項によりお客さまが解約するときは、当行所定の払戻請求書に届出の印章（または署名）により記
名・押印（または署名）のうえ、カードとともに提出してください。

７．規定の準用
この規定に定めのない事項のうち、届出事項の変更、印鑑照合、譲渡・質入の禁止、解約、免責事
項、保険事故発生時におけるお客さまからの相殺、準拠法、管轄、規定変更などパワーフレックス口
座共通の取扱いについては、当行の「パワーフレックス取引共通規定」により取扱います。

Ⅲ．【特別預金】
１．払戻し
（１）当行本支店窓口での預入れおよび払戻しは、当行所定の窓口営業日（土・日曜日、国民の休・祝
日、12月31日、1月2日および1月3日を含みません。なお、これらの日を以下｢一般の休日｣といいます。）
における窓口営業時間内に受け付けます。

（２）この預金を払戻すときは、当行所定の払戻請求書に必要事項を記入し、届出の印章（または署名）
により記名押印（または署名）のうえ当行が発行したパワーフレックスキャッシュカード（以下｢カード｣と
いいます。）とともに提出してください。

２．預金利息
（１）この預金の利息は、毎日の最終残高（受入れた証券類の金額は決済されるまでこの残高から除く。）
1円以上について付利単位を1円として、毎月の当行所定の日に、店頭等に表示する毎日の利率に
よって計算のうえ、この預金に組入れます。

（２）前項の利率は金融情勢の変化に応じて変更します。
３．追加利息
この預金の利息は、前条の他に当行所定の条件を満たした場合、当行所定の利息が追加で支払わ
れます。この追加利息は当行所定の日に、当行所定の計算により、この預金に組入れます。

４．預入れ
預入れは、当行所定の方法によってのみ行うことができます。

５．証券類の受入れ
（１）小切手その他の証券類を受入れたときは、その証券類が決済された日を預入日とします。
（２）受入れた証券類が不渡りとなったときは預金になりません。不渡りとなった証券類は取引店で返却
します。

６．規定の準用
この規定に定めのない事項のうち、届出事項の変更、印鑑照合、譲渡・質入の禁止、解約、免責事
項、保険事故発生時におけるお客さまからの相殺、準拠法、管轄、規定変更などパワーフレックス口
座共通の取扱いについては、当行の「パワーフレックス取引共通規定」により取扱います。

Ⅳ．【2週間満期預金】
１．最低預入れ額
この預金の預入れは、一口につき、50万円以上の当行の所定の金額とします。

２．預入期間および満期日
（１）預入期間は、14日とします。
（２）預入日の14日後の応当日を満期日とします。
３．満期時取扱方法
利息を元金に組み入れ、同一の預入期間にてそのまま継続します（元利継続型）。
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（３）前項の買取は、償還期日の4年前の応答日以前においては、次の場合を除き行いません。
①お客さまが死亡し相続が開始されたとき
②天変地変その他の不可抗力によりお客さまの財産の大部分が滅失したとき
③お客さまが債券を換金しなければ自らの債務を弁済することができないとき
④お客さまが破産宣告を受けたとき
⑤お客さまが傷病等の理由により生計を維持することができなくなったとき
⑥お客さまが離婚による財産の分与を行うとき
⑦その他上記に準ずる事由があると当行が認める場合

（４）パワーフレックス取引の解約にともないこの口座を解約する場合には、この口座の債券は、すべて買
取り請求があったものとして扱います。

５．債券の取扱い
この口座の債券の償還、乗換えおよび利金ならびに割引料等の取扱いについては、後記〔運用コー
ス〕により取扱います。
ただし、相続または破産等によりこの口座の債券保護預り取引を停止した場合は、債券の利金、割
引料、償還金等を普通預金に入金することがあります。

６．規定の準用
この規定に定めのない事項のうち、取扱店、届出事項の変更、印鑑照合、譲渡・質入の禁止、解約、
免責事項、準拠法、管轄、規定変更などパワーフレックス口座共通の取扱いについては当行の「パワ
ーフレックス取引共通規定」、普通預金の取扱いについては「パワーフレックス口座円貨預金規定」に
より取扱います。

〔運用コース〕
７．運用コースの種類、指定
この口座には、運用方法の違いにより、① 同額コース ② 保護コースの２つの運用コースがあり、お
預りする債券を指定のコースで運用します。
この指定の際は、当行所定の書式に必要事項を記入し、届出の印章（または署名）により記名・押印
（または署名）のうえカードとともに提出してください。
８．同額コース
（１）このコースの債券については、乗換え可能となったときに、当行所定の日に当行において、同額面の
新規に発行される同種類の債券に自動的に乗換えます。

（２）前項の自動乗換えにおいて当初利金、割引料あるいは払込剰余金が生じたときは普通預金に入
金します。

（３）このコースの債券の利金は、普通預金に入金します。
９．保護コース
（１）このコースの債券については、償還期日が到来したときに、別段の申出がないかぎり、当行において
償還のうえ、普通預金に入金します。

（２）このコースの債券の利金は、別段の申出がないかぎり、普通預金に入金します。
１０．債券の種類、運用コースの複数保有
（１）債券の運用コースは、当行が定める組合せの範囲内で複数保有することができます。この場合、運
用コースは入金のときに指定してください。

（２）運用コースを複数保有する場合に、その運用コースにつきとくに指定なく入金があったときは、当行に
おいて同額コース、保護コースの順で入金します。

以　上

パワーフレックス口座外貨預金規定

この規定は、パワーフレックス口座をお持ちのお客さまが外国通貨による預金（以下「外貨預金」といいま
す。）の受入れ、払戻しその他いっさいの取引（以下「外貨預金取引」といいます。）を行う場合の当行の取
扱いを記載したものです。
Ⅰ．【共通事項】
１．外国為替関連法規の適用
お客さまと当行との間の外貨預金取引は、この規定のほか「外国為替及び外国貿易法」およびこれ
に基づく政省令ならびにその他の外国為替関連法規の定めに従って取扱います。

２．取扱通貨
外貨預金取引の取扱通貨は、当行が認める外国通貨のみとします。

３．振込
お客さままたは第三者から当行の本支店または他の金融機関を通じてお客さまの外貨預金口座に
振込があった場合には、当行で元帳へ入金記帳したうえでなければ、払戻し、支払いに応じません。

４．手数料等の引落し
外貨預金に関して当行が受け取るべき手数料、立替費用、その他これに類する債権が生じた場合に
は、外貨預金口座からその金額を引き落とすことができるものとします。この場合、当行が受け取るべ
き金額と、外貨預金口座から引き落とす金額とが異なる通貨となるときは、当行は、引落時の外国為
替相場を適用して計算される金額を引き落とします。

５．利息の計算
（１）外貨預金の利息の計算は、すべて１年を365日とする日割計算によって行います。
（２）外貨預金の付利単位は、原則として各通貨の１補助通貨単位（たとえば米ドルを預入れの場合は１
米セント。以下同じ。）とします。ただし、通貨の種類によっては当行所定の付利単位とします。

６．為替相場・手数料
（１）次の場合、当行所定の外国為替相場により換算します。
①外貨預金口座への入金の際に、持込み通貨とは異なる通貨に換える場合
②外貨預金口座の出金の際に、払戻しもしくは解約した外貨預金の通貨とは異なる通貨に換える
場合
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ただし、お客さまのお申し出により自動解約のお取り扱いができます。この場合、自動解約のお申出の
直後に到来する満期日に、元金・利息ともお客さまのパワーフレックス口座の円普通預金に入金しま
す（自動解約型）。

４．証券類の受入れ
（１）小切手その他の証券類を受入れたときは、その証券類が決済された日を預入日とします。
（２）受入れた証券類が不渡りとなったときは預金になりません。不渡りとなった証券類は取引店で返却
します。

５．利息
利息は、預入日から満期日の前日までの期間について、預入れ時に当行が店頭等に備え置く書面そ
の他において掲示する利率（以下「約定利率」といいます。）によって計算します。ただし、満期において
継続した場合の利率は、継続日において当行が掲示する利率によるものとします。

６．満期日前解約
（１）当行がやむをえないものと認めてこの預金を満期日前に解約する場合および当行の「パワーフレック
ス取引共通規定」第１０条第２項から第４項により当行が解約する場合には、その利息（以下「期限
前解約利息」といいます。）は、預入日（継続をしたときは最後の継続日）から解約日の前日までの日数
について預入期間に応じた当行所定の利率によって単利の方法により計算し、この預金とともに支
払います。

（２）前項によりお客さまが解約するときは、当行所定の払戻請求書に届出の印章（または署名）により記
名・押印（または署名）のうえ、カードとともに提出してください。

７．規定の準用
この規定に定めのない事項のうち、届出事項の変更、印鑑照合、譲渡・質入の禁止、解約、免責事
項、保険事故発生時におけるお客さまからの相殺、準拠法、管轄、規定変更などパワーフレックス口
座共通の取扱いについては、当行の「パワーフレックス取引共通規定」により取扱います。

以　上

パワーフレックス口座債券保護預り規定

この規定は、パワーフレックス口座をお持ちのお客さまが債券保護預り取引を行う場合の当行の取扱い
を記載したものです。
この規定では、長期信用債券（利子一括払、愛称「リッチョーワイド」）を「債券」といいます。
なお、割引長期信用債券（ワリチョー）および売出長期信用債券（リッチョー）の売出を終了したため、
2004年10月28日にそれらの債券の名称部分を削除する等の本規定の変更を行いましたが、当行がその
変更時点で既に保護預りしているそれらの債券の払戻しまたは償還を行うために必要と認める限りにおい
て、なお変更前の規定が適用されるものとします。

〔共通事項〕
1．債券の本券預入れ、保護預り
（１）債券は、購入すると同時に、お客さまのパワーフレックスの保護預り口座（以下「この口座」といいま
す。）で保護預りします。

（２）債券をこの口座で保護預りするときは、当行で券面金額の種類を選び保護預りします。保護預りし
た債券は、他の保護預りにかかる同銘柄の債券と区別することなく保護預りできるものとします。こ
の保護預りは大券をもって行うことがあります。

（３）当行本支店窓口での購入、払戻し、買取りなどの諸取引および諸届の依頼は、当行所定の窓口
営業日（土・日曜日、国民の休・祝日、12月31日、1月2日および1月3日を含みません。なお、これら
の日を以下「一般の休日」といいます。）における窓口営業時間内に受け付けます。ただし、債券
の買取りについては、一般の休日においても当行所定の窓口で当行所定の時間内に限り受け
付けます。

２．証券類の受入れ
（１）この口座に証券類を受入れたときは、受入店で取立て、不渡返還時限の経過後その決済を確認し
たうえでなければ、受入れた証券類の金額にかかる債券の払戻しはできません。なお、証券類を受入
れたときは、その証券類が決済された日を入金日とします。

（２）受入れた証券類が不渡りとなったときは、債券購入取引は成立しません。不渡りとなった証券類は
取引店で返却します。

３．債券の自動乗換えおよびその停止
（１）この口座の債券の自動乗換えの取扱いは、別段の申出がないかぎり継続します。
（２）自動乗換えの取扱いを停止するときは、償還期日の10日前までに､その旨を当行所定の方法により
申し出てください。
この場合、債券の償還金およびそれと同時に生じた利金は、お客さまのパワーフレックス口座円普
通預金（以下「普通預金」といいます。）に入金します。

（３）前項に掲げる受取方法への変更手続きが完了したときは、その内容を当行所定の書面によりお知
らせしますのでご確認ください。

（４）第２項以外の自動乗換え停止手続きについては、当行所定の書式に必要事項を記入し、届出の
印章(または署名)により記名押印（または署名）のうえ、パワーフレックスキャッシュカード（以下「カード」
といいます。）とともにあらかじめ当行に提出してください。
この場合、償還期日の10日前までに、その旨を申し出てください。

４．債券の買取、払出し
（１）この口座の債券は、償還、乗換え、預替えまたは買取りの場合を除き、その払出しはいたしません。
（２）この口座の債券の買取りを請求する場合には、当行所定の書式に必要事項を記入し、届出の印
章（または署名）により記名・押印（または署名）のうえカードとともに提出してください。
当行が買取るときにはその債券をこの口座から払出し、当行所定の方式により計算のうえ買取り、そ
の代金を支払います。
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（２）次の場合、当行所定の手数料をお支払いいただきます。
①外貨預金口座への入金の際に、持込み通貨と同一の通貨による場合
②外貨預金口座からの出金の際に、払戻しもしくは解約する外貨預金の通貨と同一の通貨による
場合

７．相殺等
（１）お客さまが当行に対して負担する債務を履行しなければならない場合には、当行はその債務と外貨
預金その他のお客さまの当行に対する債権とを、その債権の期限のいかんにかかわらず、いつでも相
殺することができるものとします。

（２）前項の相殺ができる場合には、当行は事前の通知および所定の手続を省略し、お客さまにかわり外
貨預金その他の債権の払戻しを受け、債務の弁済に充当することもできるものとします。

（３）前２項によって相殺をする場合、債権債務の利息、割引料、損害金等の計算については、その期間
を計算実行の日までとします。この場合の利率、料率については当行が合理的に定めるところによ
るものとし、また外国為替相場については当行の計算実行時の相場を適用するものとします。

８．規定の準用
この規定に定めのない事項のうち、届出事項の変更、印鑑照合、譲渡・質入の禁止、解約、免責事
項、保険事故発生時におけるお客さまからの相殺、準拠法、管轄、規定変更などパワーフレックス口
座共通の取扱いについては、当行の「パワーフレックス取引共通規定」により取扱います。

Ⅱ．【外貨普通預金】
１．最低預入れ額
預入れは、各通貨の１補助通貨単位以上とします。

２．預入れ
（１）預入れは、当行所定の方法によってのみ行うことができます。なお、小切手その他の証券類は受け
入れません。

（２）当行本支店窓口での預入れおよび払戻しは、当行所定の窓口営業日（土・日曜日、国民の休・祝
日、12月31日、1月2日および1月3日を含みません。なお、これらの日を以下「一般の休日」といいます。）
における窓口営業時間内に受け付けます。

３．利息
（１）利息は、当行が店頭等に備え置く書面その他において提示する所定の利率および方法により計算
のうえ、毎月当行所定の日に外貨普通預金に組み入れます。

（２）前項の利率は金融情勢の変化に応じて変更します。
４．払戻し
（１）この預金を払戻すときは、当行所定の払戻請求書に必要事項を記入し、届出の印章（または署名）
により記名・押印（または署名）のうえ、パワーフレックスキャッシュカード（以下「カード」といいます。）とと
もに提出してください。

（２）払戻金の支払いは、お客さまのご指定により、次のいずれかの方法により行います。
①日本円現金
②お客さまのパワーフレックス口座における円普通預金または同一通貨の外貨定期預金への振替
③当行所定の外貨間取引対象通貨の場合、お客さまのパワーフレックス口座における他の外貨間
取引対象通貨の普通預金への振替
④国内の他の金融機関にあるお客さまの口座への振込

（３）同日に数件の支払いをする場合に、その総額がこの預金の残高を超えるときは、そのいずれを支払
うかは当行の任意とします。

Ⅲ．【外貨定期預金】
１．最低預入れ額
預入れは、当行が店頭等に備え置く書面その他において提示する当行所定の基本通貨単位以上と
します。

２．預入れ
預入れは、当行所定の方法によってのみ行うことができます。なお、小切手その他の証券類は受け入
れません。

３．預入期間および満期日
（１）預入期間は、当行が店頭等に備え置く書面その他において提示する当行所定の種類とします。
（２）当行本支店窓口での預入れは、当行所定の窓口営業日（一般の休日を含みません。）における窓口
営業時間内に受け付けます。

（３）満期日は次の通り取扱います。なお、一般の休日が満期日となることがあります。

４．満期時取扱方法
定期預金の種類により、満期日に元利合計額を同一通貨のパワーフレックス口座普通預金に入
金するか、当行が店頭等に備え置く書面その他において提示する当行所定の取扱となります。

５．利息
（１）利息は、預入日から満期日の前日までの期間について、預入れ時に当行が店頭等に備え置く書面

その他において提示する利率によって計算します。
（２）定期預金の種類により、利息の支払いについて中間利払を受けることを選択することができます。ま
た、定期預金の種類により、中間利払を受ける通貨を当行所定の通貨の中から選択することができ、
中間利払期間を当行所定の期間の中から選択することができます。
（a）預入日の中間利払期間ごとの応当日を「中間利払日」とし、預入日または前回の中間利払日から
その中間利払日の前日までの日数および約定利率によって計算した中間利払額（以下「中間払
利息」といいます。）を、利息の一部として、各中間利払日に支払います。
なお、預入日が月末日の場合には応当日とは応当する月の月末日とし、預入日の応当日が存在し
ない場合には応当日とは応当する月の月末日とします。

（b）中間払利息は、円貨による場合は円貨に換算したうえでパワーフレックス口座円普通預金へ入
金し、同一通貨による場合は同一通貨のパワーフレックス外貨預金に入金します。

（c）満期日に直前の中間利払日から満期日の前日までの日数および約定利率によって計算した最終
利払額を支払います。

６．満期日前解約
（１）当行の承諾なく満期前に解約することはできません。
（２）当行がやむをえないものと認めて満期前の解約に応じる場合には、当行所定の払戻請求書に必要
事項を記入し、届出の印章（または署名）により記名・押印（または署名）のうえ、カードとともに提出し
てください。この場合および当行の「パワーフレックス取引共通規定」第１０条第２項から第４項により
当行が解約する場合の利息は無利息とします。

（３）前項の場合、払戻元金の支払は、お客さまのパワーフレックス口座における同一通貨の外貨普通
預金への振替により行います。
ただし、中間払利息が支払われている場合には、その支払額（中間利払日が複数ある場合は各
中間払利息の合計額）を元金から差し引き、同一通貨のパワーフレックス口座普通預金に入金
します。

以　上

投資信託総合取引約款（パワーフレックス用）

この約款は、パワーフレックス取引をご利用されるお客さまが投資信託取引、外国投資信託取引、累積
投資取引等の投資信託総合取引を行う場合の当行の取扱いを記載したものです。

第１章　総　則
１．適用範囲
（１）投資信託にかかる購入、募集（以下併せて「設定」といいます｡）および解約の注文の取次ぎ、社債
等の振替に関する法律（以下「社振法」といいます。）に基づく振替制度（以下「振替制度」といいます。）
において取り扱う投資信託受益権（以下「受益権」といいます。）および振替制度の対象外である投
資信託受益証券（以下「受益証券」といいます｡）（以下、受益権と受益証券を総称して「受益権等」
といいます。）の買取、償還、累積投資、受益権の振替口座簿への記載または記録、受益証券の保
護預りならびにこれらに付随する取引（以下これらをすべて併せて「この取引」といいます｡）については、
この約款の定めるところにより取り扱います。

（２）当行所定の各投資信託の累積投資約款、「パワーフレックス取引共通規定」およびパワーフレック
ス口座の各預金規定に別段の定めがあるときは、当該規定の定めるところにより取り扱います。

（３）受益権の範囲については、株式会社証券保管振替機構（以下「機構」といいます。）の社債等に関
する業務規程に定めるものとします。

２．自己責任の原則
この取引を行うときは、投資信託にかかる投資信託約款、目論見書およびこの約款の内容を十分に
把握し、お客さま自らの判断と責任において行ってください。

３．取引の要件
この取引は、お客さまが当行所定の本人確認書類を添付して当行所定の方法により投資信託総合
取引申込書（パワーフレックス用）を提出し、当行がお客さまとの間でこの取引を行うことを承諾した場
合にかぎり、行うことができるものとします。当行がお客さまとの間でこの取引を行うことについて承諾し
たときは、投資信託総合取引契約が成立したものとし、社振法に基づく口座管理機関として当行が
備え置く振替口座簿にこの取引にかかる受益権を記載または記録するための専用の振替決済口座
（以下「振替決済口座」といいます。）およびこの取引にかかる受益証券を寄託するための専用の当行
保護預り口座（以下「保護預り口座」といいます。）を新たに開設します。

４．取扱商品
（１）当行は、当行が別途定める場合を除き、当行が指定販売会社となっている投資信託（以下「取扱
商品」といいます。）についてのみ、この取引を行います。

（２）お客さまから、当行における受益権の取扱いについてお問合せがあった場合には、その取扱いの可
否を通知します。

５．預金決済口座
（１）この取引にかかる投資信託の注文代金、手数料、諸費用およびその他の一切の決済については、
当行が認める場合を除き、お客さまのパワーフレックス口座円普通預金（以下「預金決済口座」とい
います。）を通じた自動引落しの方法によることとします。この場合、預金決済口座にかかる預金規定
にかかわらず、キャッシュカード、払戻請求書等の提出を不要とします。

（２）この取引にかかる投資信託の解約代金、買取代金、収益分配金等の果実および償還金等につい
ては、当該金額より当行が店頭に備え置く書面その他において提示する所定の手数料および諸費
用等を差し引いたうえ、この約款、各取扱商品の投資信託約款および各取扱商品の累積投資約
款に別段の定めがないかぎり、預金決済口座に入金します。

（３）取扱商品が外貨建投資信託である場合には、預金決済口座を同一通貨の外貨預金とすることが
あります。

６．解約
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・預入日が月末日以外の場合には、期間（月）に応じた預入
日の応当日（以下「応当日」といいます。）を満期日とします。
・預入日が月末日の場合には、期間（月）に応じた預入日の
応当する月の月末日とします。

月末日を満期とします。

預入日の2週間後の応当日を満期日とします。

①通常

②月末で応当日
がない場合

2週間満期
外貨預金
以外の場合

2週間満期外貨預金の場合
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約款もしくは目論見書に別段の定めがある場合を除き午後３時とし、当行は設定注文を投信委託
会社に取次ぎします。ただし、受付時限間際、事務の繁忙、外貨建投資信託および外国投資信
託を取り扱う場合における時差等やむをえない事由がある場合、または当行が受付時限後の受付
を承諾した場合には、注文日の翌営業日以後に設定注文を取次ぎすることがあります。

（３）投資信託の財産資金管理を円滑に行うため、投信委託会社が大口の設定注文に対し制限を行う
ことがあります。

１４．設定注文の効力
（１）お客さまの設定注文は、当行がこれを取次ぎし、投信委託会社と受託会社との間で信託が追加設
定されたときに、その効力が発生するものとします。

（２）前項により注文の効力が発生したことを確認したときは、当行は遅滞なくお客さまの住所宛に取引
報告書等を送付します。

１５．設定代金の決済
（１）取扱商品の金額指定の方法による設定注文があったときは設定代金額（設定にかかる手数料およ
び諸費用等を含みます。）を、口数指定の方法による設定注文があったときは当行が合理的に定め
る基準に基づく設定代金概算額（設定にかかる手数料および諸費用等を含みます。）を、ただちに預
金決済口座より引き落とします。この設定代金額または設定代金概算額全額の引落しができない場
合は、当行は設定注文の取次ぎを行いません。なお、前記１３（２）但書の定めにしたがい翌営業日以後
に取次ぎを行う場合であっても、この設定代金額または設定代金概算額は注文日に引き落とします。

（２）当行は口数指定の方法による設定注文のあった取扱商品の投信委託会社に設定代金額（信託
財産として設定するときに適用される金額単価に設定口数を乗じた金額）等を確認し、設定代金、
手数料および諸費用等の確定額と前項の概算額との差額について、不足額または余剰額がある
場合は、当行所定の方法により精算します。

（３）第１項の設定代金は、当行がお客さまに代わって、当該取扱商品の受託銀行または投信委託会社
に支払います。

１６．設定時の受益権の記載または記録、受益証券の受渡
（１）取扱商品が設定されたのち、機構から新規記録の通知を受領したときは、あらかじめ開設された振
替決済口座にただちに記載または記録します。

（２）取扱商品が設定されたのち、投信委託会社から当行が受益証券を受領したときは、あらかじめ開設
された保護預り口座にただちに預け入れます。

第３節　解　約
１７．解約注文の方法
（１）取扱商品の解約を注文するときは、当行所定の方法により行ってください。なお、当該取扱商品の
受益証券が保護預り口座に保管されていない場合は、当該受益証券もあわせて当行に提出するも
のとします。

（２）解約注文の当行受付時限については、当行が別途定める場合、または当該取扱商品の投資信託
約款もしくは目論見書に別段の定めがある場合を除き午後３時とし、当行は解約注文を投信委託会
社に取次ぎいたします。ただし、受付時限間際、事務の繁忙、外貨建投資信託および外国投資信
託を取り扱う場合における時差等やむをえない事由がある場合、または当行が受付時限後の受付
を承諾した場合には、注文日の翌営業日以降に解約注文を取次ぎすることがあります。

（３）投資信託の財産資金管理を円滑に行うため、投信委託会社が大口の解約注文に対し制限を行う
ことがあります。

１８．解約注文の効力
（１）お客さまの解約注文は、当行がこれを取次ぎし、当該取扱商品の投資信託約款または目論見書に
定められた投信委託会社と受託会社との間で信託が一部解約されたときに、その効力が発生する
ものとします。

（２）前項により注文の効力が発生したことを確認したときは、当行は遅滞なくお客さまの住所宛に取引
報告書または解約報告書を送付します。

１９．解約時の受益権の抹消、受益証券の受渡
（１）当行は、振替受益権につき前記１８に定める解約注文の効力発生を確認したのち、後記３０により機
構から抹消の通知を受領したときは、当該受益権を抹消します。

（２）当行は、受益証券につき前記１８に定める解約注文の効力発生を確認したのち、お客さまに代わっ
て当該受益証券を投信委託会社に引き渡します。なお、当該受益証券が保護預り口座に保管さ
れている場合は、当行がお客さまに代わって保護預り口座より当該受益証券を引き出します。

２０．解約代金の決済
（１）前記１７に定める解約注文に基づき信託が一部解約されたのち、当行は受託銀行または投信委託
会社より返還される解約代金をお客さまに代わって受領し、当該取扱商品の投資信託約款または
目論見書等に定める当該解約にかかる手数料、税金および諸費用等を差し引いた残額（以下「解
約手取金」といいます。）を、別段の定めがないかぎりお客さまの預金決済口座に入金します。

（２）当行が受託銀行または投信委託会社から解約代金を受領するまでは、お客さまの預金決済口座に
入金された解約手取金相当額につき当行はお客さまに対して返還請求をすることがあります。

２１．スイッチング（乗換）
（１）取扱商品の解約による解約手取金をもって他の取扱商品の設定代金とし、解約および設定を一
組の同一日付の注文として取り扱うことをスイッチング（乗換）といい、当行はこの注文の取次ぎを行
います。

（２）スイッチング（乗換）の注文ができる取扱商品については、当行が別途定める取扱商品にかぎります。
（３）当行が、スイッチング（乗換）の注文を受けたときは、当該取扱商品の解約により当該取扱商品の受
託銀行または投信委託会社から当行がお客さまに代って受領する解約代金をもって、当行が他の取
扱商品の設定代金としてお客さまに代わって当該他の取扱商品の受託銀行または投信委託会社
に支払います。

（４）当行が受託銀行または投信委託会社から解約代金を受領するまでは、当行がお客さまに代わって
当該他の取扱商品の設定代金として支払った金額をお客さまに請求することがあります。

（１）お客さまの預金決済口座が解約された場合は、この取引も解約されたものとみなします。
（２）お客さまに以下の各号の事由が一つでも生じたときは、当行からの通知等がなくても、当行はいつで
もこの取引を一部もしくは全部を停止し、またはこの取引にかかる契約を解約することができます。
①お客さまについて相続の開始があったとき
②お客さまが海外転勤などにより非居住者となったとき
③お客さまがこの約款の定めに違反したとき
④お客さまがこの取引に関連する規定および約款の変更に同意しないとき
⑤その他やむをえないと客観的に認められる事由が生じたとき

（３）前２項により投資信託総合取引契約が解約されたときは、お客さまから特段の申し出がないかぎり、
当行はお客さまに代わり、振替決済口座に記載または記録されている受益権（以下「振替受益権」
といいます。）および保護預り口座に保護預りされている受益証券（以下「保護預り証券」といいます。）
（以下「振替受益権」と「保護預り証券」を総称して「振替受益権等」といいます。）について第２章の
定めにしたがい解約手続を行います。

７．危険負担
当行は、パワーフレックス取引共通規定に定める事由のほか、次の場合に生じた損害についてはその
責めを負いません。
Ａ 災害、事変その他の不可抗力の事由が発生しもしくは当行の責めによらない事由により、取扱
商品の設定もしくは解約の注文の取次ぎおよび執行、振替受益権の振替または抹消、金銭
および受益証券の授受もしくは保護預りの手続等が遅延し、または不能となった場合

Ｂ 前記Ａの事由により、振替受益権の記録が滅失した場合、保護預り証券が紛失またはき損し
た場合、または償還金等の預金決済口座への入金が遅延した場合

Ｃ 当行が、当行所定の書類に使用された印影（または署名）を届出の印鑑（または署名）と相当の
注意をもって照合し、相違ないものと認めてこの取引にかかる振替受益権の振替または抹消お
よび保護預り証券または金銭の返還をした場合

Ｄ 当行が、当行所定の書類に使用された印影（または署名）を届出の印鑑（または署名）と相当の
注意をもって照合し、相違があるためこの取引にかかる振替受益権の振替または抹消および保
護預り証券または金銭の返還をしなかった場合

Ｅ 取扱商品の投資信託約款、目論見書に定められた投資信託の委託者もしくは管理会社（以
下「投信委託会社」といいます。）、受託者もしくは保管受託銀行（以下「受託会社」といいます。）、
または後記３３に定める再寄託先等の責めに帰すべき場合

Ｆ 後記３６の事由により、当行が臨機の処置をした場合
Ｇ 電信または郵便の誤謬、遅滞等当行の責めに帰すことのできない場合

８．約款の変更
法令の変更、監督官庁の指示その他の理由によりこの約款を変更する必要が生じたときは、当行
はこの約款を変更することができるものとします。なお、変更の内容が、お客さまの従来の権利を
制限し、又はお客さまに新たな義務を課すものであるときは、当行は、店頭掲示、郵送等適宜の
方法でお客さまにお知らせします。これにより約款が変更された場合は、その変更日以降は変更後
の約款に従っていただきます。

９．規定の準用
この約款に定めのない事項のうち、届出事項の変更、成年後見制度等の届出、免責事由、管轄、な
どパワーフレックス取引共通の取扱いについては、当行の「パワーフレックス取引共通規定」により取
扱います。

第２章　設定、解約、買取および償還
第１節　総　則
１０．注文等
（１）取扱商品の設定もしくは解約の注文または買取の申込を行うときは、氏名、年月日、取扱い商品名、
設定・解約・買取の別、数量、金額等、所定の必要事項をもれなく明確に指示してください。

（２）設定および解約の注文の単位ならびに買取の申込の単位については、当行が別途定めるところに
よるものとします。

（３）設定もしくは解約の注文または買取の申込の取消しまたは変更は、当該注文または申込の受付時
限までに当行がその処理を完了できる場合に限り、当該注文または申込を受け付けた当行本支店
でのみ受け付けます。

１１．注文の受付または取次ぎの停止
当行は、次に掲げる事由のいずれかがあるときは、設定もしくは解約の注文の受付または取次ぎを一
時停止することができるものとします。
Ａ 投信委託会社が、当該取扱商品の投資信託約款に基づき、その設定または解約を停止した
場合

Ｂ 投信委託会社の免許取消、営業譲渡等または受託会社の辞任等により、当該取扱商品の
設定または解約が停止されている場合

Ｃ 災害、事変等、不可抗力と認められる事由により、当行が受付または取次ぎを行うことができ
ない場合

Ｄ その他当行がやむをえないと客観的に認められる事情により受付または取次ぎを停止せざるを
えないと判断した場合

１２．運用報告等の通知
当行は、投信委託会社から、当該取扱商品の投資信託約款または目論見書にしたがって発行され
る運用にかかる計算書および報告書を受領したときは、お客さまの届出の住所宛に送付します。

第２節　設　定
１３．設定注文の方法
（１）取扱商品の設定を注文するときは、当行所定の方法により行ってください。
（２）設定注文の当行受付時限については、当行が別途定める場合、または当該取扱商品の投資信託
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ては次に掲げる日において振替を行うもの
イ 収益分配金の処理のために発行者が指定する振替停止の営業日の前営業日（振替を行う
日の前営業日以前に振替の申請を行う場合を除きます。）

ロ 収益分配金の処理のために発行者が指定する振替停止の営業日
ハ 償還日前々営業日までの振替停止期間中の営業日（当行の口座を振替先とする振替の申
請を行う場合を除きます。）

ニ 償還日前営業日（当該営業日が振替停止期間に該当しない場合においては、振替を行う日
の前営業日以前に振替の申請を行う場合を除きます。当該営業日が振替停止期間に該当
する場合においては、当行の口座を振替先とする振替の申請を行う場合を除きます。）

ホ 償還日
ヘ 償還日翌営業日

Ｇ 振替先口座管理機関において、振替の申請を行う銘柄の取扱いをしていない等の理由により、
振替を受け付けないもの

Ｈ 前各号に定めるもののほか、振替について当行の承諾が得られない場合
（２）振替の申請を行うときは、次に掲げる事項を当行所定の依頼書にすべて記入し、届出の印章によ
り記名押印のうえ当行に提出してください。
Ａ 減少及び増加の記載又は記録がされるべき受益権の銘柄及び口数
Ｂ お客さまの振替決済口座において減少の記載又は記録がされるのが、保有口か質権口かの別
Ｃ 振替先口座及びその直近上位機関の名称
Ｄ 振替先口座において、増加の記載又は記録がされるのが、保有口か質権口かの別
Ｅ 振替を行う日

（３）前項Ａの口数は、1口の整数倍（投資信託約款に定める単位（同約款において複数の一部解約単
位が規定されている場合には、そのうち振替先口座管理機関が指定した一部解約単位）が1口超
の整数の場合は、その単位の整数倍とします。）となるよう提示しなければなりません。

（４）振替の申請が、振替決済口座の内訳区分間の場合には、前記（２）Ｃの提示は必要ありません。ま
た、同Ｄについては、「振替先口座」を「お客さまの振替決済口座」として提示してください。

（５）当行に振替受益権の買取を請求される場合、前記（１）から（４）各項の手続きをまたずに振替受益権
の振替の申請があったものとして取り扱います。

２９．他の口座管理機関への振替
（１）当行は、お客さまからお申し出があり、当行が承諾した場合には、他の口座管理機関へ振替を行い
ます。ただし、当該他の口座管理機関において、お客さまから振替の申し出があった銘柄の取扱い
をしていない等の理由により、振替を受け付けない場合、当行は振替の申し出を受け付けないことが
あります。また、当行で受益権を受け入れるときは、渡し方の依頼人に対し振替に必要な事項（当行
名および取引店名、口座番号、口座名義等）をご連絡ください。上記連絡事項に誤りがあった場合
は、正しく手続が行われないことがあります。

（２）前項において、他の口座管理機関へ振替を行う場合には、あらかじめ当行所定の振替依頼書によ
りお申し込みください。

３０．抹消申請の委任
振替受益権について、償還又はお客さまの請求による解約が行われる場合には、当該振替受益権
について、お客さまから当行に対し社振法に基づく抹消の申請に関する手続きを委任していただいた
ものとし、当行は当該委任に基づき、お客さまに代わってお手続きさせていただきます。

３１．当行の連帯保証義務
機構が、社振法等に基づき、お客さま（社振法第１１条第２項に定める加入者に限ります。）に対して負
うこととされている、次の各号に定める義務の全部の履行については、当行がこれを連帯して保証し
ます。
Ａ 受益権の振替手続を行った際、機構において、誤記帳等により本来の口数より超過して振替
口座簿に記載又は記録されたにもかかわらず、社振法に定める消却義務を履行しなかったこと
により生じた受益権の超過分（受益権を取得した者のないことが証明された分を除きます。）の償
還金、解約金、収益の分配金の支払いをする義務

Ｂ その他、機構において、社振法に定める消却義務を履行しなかったことにより生じた損害の賠償
義務

第４章　保護預り
３２．保護預り証券の口座取扱い
保護預り証券は、すべて同一の保護預り口座に保管します。

３３．保護預り証券の保管
（１）保護預り証券については、金融商品取引法第４３条の２に定める分別管理に関する規定に従って、
当行または当行の再寄託先において安全確実に保管します。

（２）保護預り証券については、他のお客さまの同銘柄の証券と区別することなく混蔵して保管（以下「混
蔵保管」といいます。）できるものとします。

（３）前項による混蔵保管は大券をもって行うことができるものとします。
（４）保護預り証券については、次の事項について同意があったものとして取扱います。
Ａ 当行が第三者に再寄託できること
Ｂ お客さまが保護預り証券と同銘柄の取扱商品の受益証券に対し、その受益証券の数または
額に応じて共有権または準共有権を取得すること

Ｃ 当行が、新たに受益証券の保護預りを受けるとき、または保護預りされている受益証券を返還
するときは、その受益証券の保護預りまたは返還について、同銘柄の受益証券を保護預りして
いる他のお客さまとの協議を要しないこと

３４．保護預り証券の返還
保護預り証券の返還を請求するときは、当行所定の書類に必要事項を記入し、届出の印章（または
署名）により記名押印（または署名）のうえ当行に提出してください。

３５．公示催告等の調査等の免除
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（５）その他の乗換の手続は、本章第１節から第３節の定めに準じて取り扱います。

第４節　買　取
２２．買取申込みの方法
（１）当行が当該取扱商品の買取を承諾した場合にかぎり、当行は取扱商品の受益権等の買取申込
みを受け付けます。

（２）取扱商品の買取を申し込むときは、当行所定の方法により行ってください。なお、当該取扱商品の
受益証券が保護預り口座に保管されていない場合は、当該受益証券もあわせて当行に提出するも
のとします。

（３）買取の申込みの受付時限については、別段の定めのない場合午後３時とします。
２３．買取時の受益権の振替、受益証券の授受
（１）振替受益権につき当行が買取を承諾したときは、当行は後記２８（５）により当該受益権を当行の口
座（以下「自己口」といいます。）へ振替え、遅滞なくお客さまの住所宛に取引報告書を送付します。

（２）受益証券につき当行が買取を承諾したときは、当行は当該受益証券を取得します。なお、当該受益
証券が保護預り口座に保管されている場合は、当行がお客さまに代わって保護預り口座より当該受
益証券を引き出します。

２４．買取代金の決済
当行が買取を承諾したときは、当該取扱商品の投資信託約款に定める価額に買取口数を乗じた金
額から、当行所定の手数料および諸費用等を差し引いた残額を、お客さまの預金決済口座に入金
します。

第５節　償　還
２５．収益分配金、償還金等
（１）振替受益権等についての収益分配金等の果実および償還金（以下「償還金等」といいます。）は、当
行がお客さまに代わって受託銀行または投信委託会社より受領し、あらかじめ定められた方法により、
お客さまの預金決済口座へ入金するか、またはこの約款もしくは当該取扱商品の投資信託約款お
よび各取扱商品の累積投資約款にしたがって累積投資を行います。
なお、償還金等を預金決済口座へ入金または累積投資するときは、当行は後記３０により振替受益
権を抹消し、または保護預り証券をお客さまに代わって保護預り口座より引き出して当該投信委託
会社に引き渡すものとします。

（２）前項の手続きにおいて、当行が諸法令および諸慣行等により手数料、税金および諸費用等を徴収
された場合は、当該手数料等はお客さまの負担とし、償還金等から差し引きます。

（３）取扱商品の受益証券が保護預り口座に保管されていない場合において、当行を通じて取扱商品の
償還金等の受取を請求するときは、当行所定の書類に必要事項を記入し、届出の印章（または署
名）により記名および押印（または署名）のうえ、当該受益証券とともに提出してください。当行は、そ
の書類に使用された印影（または署名）を届出の印鑑（または署名鑑）と相当の注意をもって照合し、
相違ないものと認めた場合は、所定の手続きののち前２項に準じて取り扱います。

２６．償還乗換優遇
（１）取扱商品の償還金の返還を受けたお客さまが、目論見書で定められた期間内にその償還金をもっ
て当行に他の取扱商品の設定注文をした場合に、当行が当該他の取扱商品の投資信託約款に
基づく設定にかかる手数料を減免する取扱いを償還乗換優遇といいます。

（２）償還乗換優遇の適用のある取扱商品の設定注文を行うお客さまが償還乗換優遇の適用を受けよ
うとするときには、設定注文をするときに償還された取扱商品に関する「償還金のご案内」その他当
行所定の書類を当行に提示するものとし、この提示がない場合にはお客さまは償還乗換優遇の適
用を受けられません。

第３章　振替決済
２７．振替受益権の口座取扱い
（１）当行は、お客さまが受益権についての権利を有するものに限り振替決済口座に記載または記録
します。

（２）振替決済口座には、機構が定めるところにより、内訳区分を設けます。この場合において、質権の目
的である受益権の記載又は記録をする内訳区分（以下「質権口」といいます。）と、それ以外の受益権
の記載又は記録をする内訳区分（以下「保有口」といいます。）とを別に設けて開設します。

（３）振替決済口座は、この約款に定めるところによるほか、社振法その他の関係法令及び機構の社
債等に関する業務規程その他の定めに従って取り扱います。お客さまには、これら法令諸規則
及び機構が講ずる必要な措置並びに機構が定める機構の振替業の業務処理方法に従うこと
につき約諾していただき、この約款の交付をもって、当該約諾に係る書面の提出があったものと
して取り扱います。

２８．振替の申請
（１）お客さまは、振替受益権について、次の各号に定める場合を除き、当行に対し、振替の申請をする
ことができます。
Ａ 差押えを受けたものその他の法令の規定により振替又はその申請を禁止されたもの
Ｂ 法令の規定により禁止された譲渡または質入れに係るものその他機構が定めるもの
Ｃ 収益分配金の処理のために発行者が指定する振替停止の営業日において振替を行うもの（当
行の口座を振替先とする振替の申請を行う場合を除きます。）

Ｄ 償還金の処理のために発行者が指定する償還日までの振替停止の期間（以下「振替停止期
間」といいます。）中の営業日において振替を行うもの（当行の口座を振替先とする振替の申請を
行う場合を除きます。）

Ｅ 償還日翌営業日において振替を行うもの（振替を行おうとする日の前営業日以前に当行の口座
を振替先とする振替の申請を行う場合を除きます。）

Ｆ 販社外振替（振替先又は振替元が指定販売会社ではない口座管理機関等である振替のうち、
機構の販社外振替情報管理機能を利用するものをいいます。）を行うための振替の申請におい
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は、次に定めるところによります。
Ａ 外国における取引については、当該外国投資信託所定の手数料および買付または買戻の取
次地所定の売買手数料および公租公課その他賦課金ならびに所定の取次手数料を前記４７
に定める受渡期日までにお客さまが当行に支払うものとします。

Ｂ 国内における店頭取引については、当該外国投資信託所定の手数料相当額および国内の
公租公課その他の賦課金等を前記４７に定める受渡期日までにお客さまが当行に支払うものと
します。

（２）お客さまの指示による特別の扱いを行ったときは、お客さまはこれに要した実費を負担するものとし、
当行はこれを邦貨建または外貨建の預金決済口座から自動的に引き落とします。

４９．諸通知
（１）当行は、保護預り証券に関し、お客さまの届出の住所宛に次の事項について通知します。
Ａ 受益者であるお客さまの地位に重大な変化を及ぼす事実があったこと
Ｂ 償還金等の受領

（２）前項の通知のほか、当行が外国投資信託受益証券の発行者から保護預り証券についての決算に
関する報告書その他の書類を受領したときは、これをお客さまに送付します。ただし、決算に関する報
告書その他の書類の内容が新聞に公告された場合は、お客さまの希望した場合を除いて送付しま
せん。

５０．諸通知等の保管、閲覧
（１）外国投資信託受益証券の発行者から交付される通知書または資料等は、当行に到着した日から３
年間保管し、お客さまの閲覧に供します。ただし、お客さまが送付を希望した場合は、お客さまの届
出の住所宛に送付します。

（２）前項のただし書または前記４９（２）により、お客さま宛に書類を送付したときは、お客さまはこれに要し
た実費を負担するものとし、当行はこれを邦貨建の預金決済口座から自動的に引き落とします。

附則１．振替決済制度への転換に伴う口座開設のみなし手続き等に関する同意
有価証券の無券面化を柱とする社振法に基づく振替決済制度において、当行が口座管理機関として
取り扱うことのできる有価証券のうち、当行がお客さまからお預りしている有価証券であって、あらかじめ
お客さまから同制度への転換に関しご同意いただいたものについては、同制度に基づく振替決済口座
の開設のお申し込みをいただいたものとしてお手続きさせていただきます。この場合におきましては、この
約款の交付をもって、当該振替決済口座を開設した旨の連絡に代えさせていただきます。

附則２．特例投資信託受益権の社振法に基づく振替制度への移行手続き等に関する同意
社振法の施行に伴い、お客さまがこの規定に基づき当行に寄託している有価証券のうち、特例投資
信託受益権（既発行の投資信託受益権について社振法の適用を受けることとする旨の投資信託約
款の変更が行われたもの）に該当するものについて、社振法に基づく振替制度へ移行するために、次
のＡからＥまでに掲げる事項につき、ご同意いただいたものとして取り扱います。
Ａ 社振法附則第３２条において準用する同法附則第１４条において定められた振替受入簿の記載
又は記録に関する振替機関への申請、その他社振法に基づく振替制度へ移行するために必
要となる手続き等（受益証券の提出など）を投資信託委託業者が代理して行うこと

Ｂ 前号の代理権を受けた投資信託委託業者が、当行に対して、前号に掲げる社振法に基づく振
替制度へ移行するために必要となる手続き等を行うことを委任すること

Ｃ 移行前の一定期間、受益証券の引出しを行うことができないこと
Ｄ 振替口座簿への記載又は記録に際し、振替手続き上、当行の口座（自己口）を経由して行う場
合があること

Ｅ 社振法に基づく振替制度に移行した特例投資信託受益権については、この約款のほか、社振
法その他の関係法令及び振替機関の業務規程その他の定めに基づき管理すること

以　上

投資信託総合取引等に関する書面の電子交付サービス取扱規定

この規定は、投資信託総合取引等において当行がお客さまに交付する第2条第1項に定める書面
（以下「対象書面」といいます。）について、郵送による交付に代えて、対象書面に記載すべき事項（以
下「記載事項」といいます。）を電子情報処理組織（当行の使用に係るコンピュータと、お客さまの使
用に係るコンピュータとを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいいます。以下も同様とし
ます。）を使用する方法で交付する場合の当行の取扱いについて定めるものです。

第1条（電磁的方法による交付方法および電子交付サービス）
この規定において「電子交付」とは、お客さまが新生パワーダイレクトに当行所定の方法でログイ
ンした後に表示され、お客さまのみが閲覧いただける画面上に、当行のコンピュータに記録する
対象書面の記載事項を閲覧するために必要な情報(リンク先の所在地等)を記録し、ハイパーリン
クを利用することによって、お客さまのみに当該対象書面の記載事項の閲覧を可能とする方法
（以下「電磁的方法」といいます。）によって交付することをいいます。また、この規定に基づく電子
交付および電子交付に付随するサービスをあわせて「電子交付サービス」といいます。
第2条（対象書面）
この規定に基づき電子交付の対象となる書面は、次の各号に掲げるものとします。
①投資信託取引報告書
②投資信託取引残高報告書（新生お取引レポート）
③投資信託収益分配金のご案内（兼支払通知書）
④投資信託収益分配金再投資のご案内（兼支払通知書）
⑤投資信託償還金のご案内（償還金の支払明細）
⑥上記①ないし⑤に該当しない金融商品取引法その他関係法令等により規定されている書面
のうち当行が指定し、お客さまから電子交付サービスの対象書面としての承諾を得たもの
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当行は、保護預り証券にかかる公示催告の申立て、除権決定の確定等についての調査および通知
の義務は負いません。

第５章　振替決済口座および保護預り口座における取扱い
３６．緊急措置
法令の定めるところにより振替受益権の振替または保護預り証券の引渡しを求められたとき、または
店舗等の火災等緊急を要するときは、当行は臨機の処置をすることができるものとします。

３７．手数料
当行が店頭に備え置く書面その他において提示する所定の振替決済口座管理手数料および保護
預り手数料は、預金決済口座から自動的に引き落とします。

３８．取引残高報告書
（１）当行は、取扱商品の設定、解約、買取もしくは償還等にかかる取引またはその他の事由による振替
受益権の記載または記録もしくは振替および抹消、保護預り証券の預け入れおよび引き出しについ
て、振替受益権等の取引明細および残高を記載した取引残高報告書を作成し、お客さまの届出の
住所宛に送付します。なお、取扱商品の設定、解約、買取もしくは償還等にともなう代金および手
数料等の金銭の決済については、預金決済口座の新生お取引レポートにて確認してください。

（２）取引残高報告書は、記載してある銘柄、数量等を確認のうえ、大切に保存してください。
（３）取引残高報告書の記載内容に不審な点があるときは、取引残高報告書記載の連絡先にすみやか
に連絡してください。取引残高報告書到着後15日以内にお客さまから当行宛にこの方法による連
絡がなかった場合は、その記載事項すべてについてお客さまの承認があったものとします。

３９．取引残高報告書の作成、送付の時期
（１）取引残高報告書は、原則として３ヶ月に１回以上定期的に作成し、お客さまの届出の住所に送付し
ます。ただし、お取引等がない場合は、１年に１回以上作成し、お客さまの届出の住所に送付します。

（２）取引残高報告書の作成、送付の時期を取引にかかる受渡決済の都度に変更するとき、またはその
後再び前項の作成、送付の時期に変更するときは、当行所定の申込書に必要事項を記入し、届
出の印章により記名押印のうえ当行に提出してください。

４０．残高照合の通知
（１）当行は、振替受益権等について、その最終償還期限、および残高を通知します。
（２）前項の通知は、原則として年１回以上、その残高照合のための通知書をお客さまに送付することに
よって行います。
この残高照合の通知書は、前記３８に定める取引残高報告書をもって兼ねることができるものと
します。

（３）残高照合の通知書の記載内容に不審な点があるときは、同封の連絡票により連絡票記載の連絡
先に、すみやかに連絡してください。
取引残高報告書到着後１５日以内にお客さまから当行宛にこの方法による連絡がなかった場合は、
その記載事項すべてについてお客さまの承認があったものとします。

第６章　累積投資
４１．定義等
（１）累積投資とは、あらかじめ定められた方法により、お客さまが当行に預け入れた預金、振替受益権等
の償還金等の金銭の対価として投資信託の設定の注文を行い、当該受益権等を取得することをい
います。

（２）本章に別段の定めがない取扱いについては、この約款の別の章および当該取扱商品の累積投資
約款の定めるところにより取り扱います。

４２．各累積投資契約の申込み
当該取扱商品の第１回払込金の払込みをもって当該取扱商品に関する累積投資契約の申込みが
行われたものとします。

４３．償還金等の再投資等
累積投資にかかる振替受益権等の収益分配金および償還金については、当行がお客さまに代わっ
て受領し、これを当該取扱商品の累積投資約款に定められた方法により、この約款第１章および第
２章の定めに準じて投信委託会社への設定注文の取次ぎおよび設定代金の支払いを行います。

４４．累積投資契約にかかる保護預り証券の返還請求
累積投資契約に基づく保護預り証券の返還請求があったときは、当行は保護預り証券の返還に代
えて、解約代金または買取代金から手数料、税金および諸費用等を差し引いた残額を預金決済口
座に入金します。

第７章　外国投資信託取引
４５．適用範囲
取扱商品が外国投資信託である場合は、この取引については、この約款に別段の定めのないときは、
当行所定の外国証券取引口座約款（パワーフレックス用）の定めるところにより取り扱います。なお、
本章において、「買付」は「設定」を、「買戻」は「解約」をそれぞれ指すものとし、他の章における「設定」、
「解約」は、本章においてそれぞれ「買付」、「買戻」と読み替えるものとします。

４６．外国投資信託にかかる口座を通じた取扱い
外国投資信託取引にかかる外貨の授受を希望された場合は、当行が定める通貨の範囲内で当該
外国投資信託と同一の通貨建をもって行うこととし、当行所定の外国証券取引口座約款で定める
外国証券取引口座を通じた自動引落しまたは自動入金の方法により行います。また、外国投資信託
受益証券は、国内の受益証券と同一の保護預り口座に保管します。

４７．受渡日等
外国投資信託受益証券の受渡は、約定日以後で当行が定める日を受渡期日として、その受渡を行
います。

４８．手数料等
（１）取扱商品の買付もしくは買戻の注文または買取の申込の執行に関する手数料および支払期日等
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が確認したとき。
3 お客さまに以下の各号の事由が一つでも生じたときは、当行はお客さまに通知することにより、
電子交付サービスを一括してまたは対象書面ごとに解約できるものとします。

（1）第6条第2項においてお客さまの承諾が得られなかったとき。
（2）当行が全てのお客さまに対して電子交付サービスの提供を終了する場合等やむを得ない事

由により、当行がお客さまに対して電子交付サービスの解約を申し出たとき。
4 前2項の場合、当行所定の日以降に交付される第2条第1項に定める対象書面（前項において
一部の対象書面について解約された場合は当該対象書面に限ります。）については、全て書
面で交付させていただきます。なお、電子交付サービスにより記載事項を提供させていただい
た対象書面は、電子交付サービスを終了した場合であっても、さかのぼって書面で交付するこ
とはいたしません。

第9条（免責）
当行は、次に掲げる事由により生じるお客さまの損害については、免責されるものとします。
（1）通信機器、通信回線、コンピュータ等のシステム機器等の障害、瑕疵またはこれらを通じた
情報伝達システム等の障害、瑕疵等により対象書面の電子交付サービスを利用できなくな
ったことにより生じた損害。

（2）天変地異、政変、同盟罷業等の不可抗力、その他当行の責めに帰することができない事由に
より対象書面の電子交付サービスの提供が遅延し、または不能となったことにより生じた損害。

第10条（規定の準用）
この規定に定めのない事項については、パワーフレックス取引共通規定、新生パワーコール規定
（パワーフレックス用）、新生パワーダイレクト取引規定および投資信託総合取引約款（パワーフレ
ックス用）のほか、当行の他の規定の定めるところによるものとします。ただし、これらの規定とこ
の規定との間に齟齬が生じた場合には、この規定が優先するものとします。

以　上

外国証券取引口座約款（パワーフレックス用）

この約款は、パワーフレックスをご利用されるお客さまが外国証券の取引を行う場合の当行の取扱いを記
載したものです。

第１章　総　則
１．約款の趣旨
（1）この約款は、お客さま（以下「申込者」という。）と当行との間で行う外国証券の取引に関する権利義
務関係を明確にするための取決めです。

（２）申込者は、この約款の内容を十分に把握し、自らの判断と責任において外国証券の取引を行うも
のとします。

２．外国証券取引口座による処理
申込者が当行との間で行う外国証券の取引に関しては、売買の執行、売買代金の決済、証券の保
管その他外国証券の取引に関する金銭の授受等そのすべてを「外国証券取引口座」（以下「本口座」
という。）により処理します。

３．遵守すべき事項
申込者は、当行との間で行う外国証券の取引に関しては、国内の諸法令、日本証券業協会の定
める諸規則、決定事項及び慣行中、当該証券の売買に関連する条項に従うとともに、当該証券
の発行会社の国内の諸法令及び慣行等に関し、当行から指導のあったときは、その指導に従うも
のとします。

第２章　外国証券の外国取引及び国内店頭取引
４．売買注文の執行地及び執行方法の指示
申込者の当行に対する売買の種類、売買注文の執行地および執行方法については、当行の応じ得
る範囲内で申込者があらかじめ指示するところにより行います。

５．注文の執行及び処理
申込者の当行に対する売買注文ならびに募集及び売出しに係る外国証券の取得の申込みについて
は、次の各号に定めるところによります。
①外国取引ならびに募集および売出しに係る外国証券の取得の申込みについては、当行において遅
滞なく処理される限り、時差等の関係から注文発注日時と約定日時とがずれることがあります。
②当行への注文は、当行が定めた時間内に行うものとします。
③国内店頭取引については、申込者が希望し、かつ、当行がこれに応じ得る場合に行います。
④外国証券の最低購入単位は、当行の定めるところとします。
⑤当行は、売買等の成立を確認した後、遅滞なく申込者の届出た住所宛に取引報告書等を送付
します。

６．受渡日等
取引成立後の受渡し等の処理については、次の各号に定めるところによります。
①外国取引については、執行地の売買注文の成立を、当行が確認した日（その日が休業日に当た
る場合は、その後の直近の営業日）を約定日とします。
②約定日から起算して4営業日目を受渡期日とします。ただし、外国債券、累積投資の方法による外
国投資信託証券、外国貸付債権信託受益証券、海外ＣＤおよび海外ＣＰの受渡期日は、別途
取り決めることができるものとします。

７．外国証券の保管及び名義
申込者が当行に外国証券の保管の委託をする場合、当該外国証券の保管および名義の取扱いに
ついては、次の各号に定めるところによります。
①申込者が取得した外国証券は、混蔵寄託契約により当行に寄託するものとします。
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および当行が提供する書面のうち、当行が指定するもの。
2 前項第6号の対象書面については、当行は、対象書面に指定する書面の種類を、事前に通
知Eメールサービスによりお客さまへ通知し、または当行ホームページで公表するものとします。

3 お客さまが、電子交付により対象書面を閲覧できるようになる日（以下「記録日」といいます。）
は対象書面ごとに異なります。各対象書面の記録日は、当行ホームページ上に表示するとこ
ろによります。

第3条（電子交付サービスの登録および開始）
お客さまが電子交付サービスをご希望される場合は、新生パワーダイレクトに当行所定の方法で
ログインした後の投資信託総合取引等の画面において、お客さまが第1条および第4条に定める
電磁的方法の種類および内容を含むこの規定の内容についてご承諾のうえ、電子交付サービス
に登録していただく必要があります。また、電子交付サービスの登録にあたっては、当行の通知E
メールサービスへの登録およびお客さまの電子メールアドレスの登録が必要です。なお、お客さま
が毎月の新生お取引レポートについて書面による交付を受けている場合、当行は、お客さまの電
子交付サービスの登録と同時に、毎月の新生お取引レポートの書面の発行および郵送を停止し、
パワーフレックス取引共通規定第6条第（1）項に基づく電磁的方法にて閲覧に供するものとします。
2 電子交付サービスの登録は、対象書面のすべてについて一括して行なわれるものとし、当行
が別途認める場合を除き、対象書面の一部についてのみ電子交付サービスの対象とするこ
とはできません。

3 当行は、原則としてお客さまが第1項の手続によって電子交付サービスの登録を行った日（以
下「切替日」といいます。）以降に発行する対象書面を電子交付します。ただし、当行の都合に
より、電子交付の開始が切替日の翌営業日以降となる場合があります。

第4条（対象書面の記録の方式）
当行は、対象書面をPDF形式で電子交付するものとし、お客さまが電子交付による対象書面の
記載事項をご覧になる際には、最新版のPDFファイルの閲覧用ソフトその他当行所定の動作環
境をご利用いただくものとします。
第5条（電子交付サービス期間中の取扱い）
当行は、お客さまが電子交付サービスにご登録の期間中は、対象書面の書面による交付は原則
として行いません。したがって、書面で保管される必要がある場合、お客さまご自身で印刷してい
ただく必要があります。
2 前項の定めにかかわらず、お客さまが電子交付サービスにご登録の期間中でも、お客さまの
使用に係るコンピュータ、電気通信回線の故障その他やむをえない事情がある場合は、当行
は、お客さまからの申出によって、郵送による対象書面の交付を行うものとします。

3 第1項の定めにかかわらず、お客さまが電子交付サービスにご登録の期間中でも、当行の都
合により、対象書面を電子交付によらず、郵送で交付させていただく場合があります。その場
合、当該対象書面の電子交付は行なわれない場合があります。

4 お客さまは、電子交付による対象書面の記載事項を、原則として5年間閲覧、印刷することが
できます。ただし、法令の定めるところにより、当行がお客さまの申出を受けて対象書面を書
面で交付した場合は、当該対象書面の記載事項は消去される場合があります。

5 お客さまは、新生パワーダイレクトに当行所定の方法でログインした後の投資信託総合取引
等の画面において、対象書面の記載事項を電磁的方法により閲覧できるほか、電子交付サ
ービスの申込状況を確認できます。

6 当行は、対象書面が電磁的方法により閲覧可能となった場合、お客さまに登録いただいた電
子メールアドレスにその旨通知いたします。

7 パワーフレックス取引共通規定第6条第（3）項但書にかかわらず、当行は、お客さまが電子交
付サービスにご登録の期間中は、原則として、お客さまの申し出による、毎月の新生お取引
レポートの書面の発行および郵送は行いません。

第6条（電子交付サービスの方法、内容等の変更）
当行は、記録日など、電子交付サービスの内容その他本規定の内容について、あらかじめ当行ホ
ームページ上に掲載し、または通知Eメールサービスにより通知し、お客さまに変更内容を明らか
にすることにより、お客さまの同意を得ることなく、変更を行なうことができるものとします。
2 前項にかかわらず、第1条および第4条に定める電磁的方法の種類または内容を変更する場合
には、当行はお客さまより、変更後の電磁的方法の種類および内容について承諾を得るもの
とします。

第7条（電子交付サービスの一時停止）
当行は、次のいずれかの事由に該当したときは、お客さまに通知をすることなく、電子交付サービ
スの全部または一部を停止し、対象書面を書面で交付することがあります。
（1）法令の変更、監督官庁の指示その他電子交付サービスを停止する必要がある事態が発生

したとき。
（2）その他やむをえない事情により、当行が電子交付サービスを停止せざるを得ないと判断したとき。

第8条（電子交付サービスの解約）
お客さまが電子交付サービスを希望されなくなった場合は、当行所定の方法により、当行が「新生
パワーコール」という名称で表記する電話番号を通じて接続される電話センターに、電子交付サ
ービスの解約をお申し出ください。
2 お客さまに以下の各号の事由が一つでも生じたときは、当行からの通知等がなくても電子交
付サービスが解約されるものとします。

（1）お客さまから前項に基づく電子交付サービスを解約する旨のお申出があり、それを当行が確
認したとき。

（2）パワーフレックス口座が解約または廃止されたとき。この場合、当行はお客さまの指図を受
けて対象書面の記載事項をすべて消去することができるものとします。当行が消去の措置
をとった場合、お客さまは記載事項を閲覧することができなくなります。

（3）お客さまの通知Eメールサービスの登録が解除されたとき。
（4）お客さまから前項に基づく電子交付サービスを解約する旨のお申出があり、それを当行
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（２）前項の規定にかかわらず、申込者は、当行が申込者に対して取引報告書を交付することが法令に
より義務づけられていない場合については、とくに法令に定める場合を除き、取引に係る受渡決済後
遅滞なく取引残高報告書の交付を受けるものとします。

（３）当行は当行が申込者に対して取引に係る受渡決済後遅滞なく取引残高報告書を交付することと
する場合であっても、法令に定める記載事項については、取引に係る受渡決済後遅滞なく取引残
高報告書を交付する場合に代えて、定期的に取引残高報告書を交付することがあります。

１５．届出事項
申込者は、住所、氏名または名称および印鑑（または署名鑑）等を当行所定の書類により当行に届
出るものとします。

１６．届出事項の変更届出
申込者は、当行に届出た住所、氏名、名称等に変更のあったとき、または届出の印鑑を紛失したとき
は、直ちにその旨を当行所定の手続により当行に届出るものとします。

１７．届出がない場合等の免責
前２条の規定による届出がないか、または届出が遅延したことにより、申込者に損害が生じた場合に
は、当行は免責されるものとします。

１８．通知の効力
申込者の届出住所にあて、当行によりなされた本口座に関する諸通知が、転居、不在その他申込者
の責に帰すべき事由により、延着し、又は到着しなかった場合においては、通常到着すべきときに到
着したものとして取り扱うことができるものとします。

１９．口座管理料
申込者は、この約款に定める諸手続の費用として、当行の定めるところにより、口座管理料を当行に
支払うものとします。

２０．契約の解除
（１）次の各号の一に該当したときは、この契約は解除されます。
①申込者が当行に対し解約の申出をしたとき
②申込者がこの約款の条項の一に違反し、当行がこの契約の解除を通告したとき
③第２３条に定めるこの約款の変更に申込者が同意しないとき
④前各号のほか、契約を解除することが適当と認められる事由として当行が定める事由に該当したと
き、または、やむをえない事由により当行が申込者に対し解除の申出をしたとき

（２）前項の場合において、本口座に外国証券の寄託残高があるときの処理については、当行は、申込
者の指示に従います。

（３）第１項第１号および第２号の場合において、前項の指示をした場合は、申込者は、当行の要した実費
をその都度当行に支払うものとします。

２１．免責事項
（１）次に掲げる損害については、当行は免責されるものとします。
①天災地変、政変、同盟罷業、外貨事情の急変、外国為替市場の閉鎖等、不可抗力と認められ
る事由により、売買の執行、金銭の授受又は寄託の手続が遅延し、又は不能となったことにより
生じた損害
②電信又は郵便の誤謬、遅滞等当行の責に帰すことのできない事由により生じた損害
③当行所定の書類に押印した印影（または署名）と届出の印鑑（または署名）とが相違ないものと当
行が認めて、金銭の授受、寄託した証券の返還その他の処理が行われたことにより生じた損害

２２．合意管轄
申込者と当行との間の外国証券の取引に関する訴訟については、当行本店又は支店の所在地を
管轄する裁判所のうちから当行が管轄裁判所を指定することができるものとします。

２３．約款の変更
（１）当行は、この約款の内容が変更される場合は、申込者にその変更事項を通知します。この場合、所
定の期日までに異議の申出がないときは、その変更に同意したものとします。

（２）前項の通知は、その内容が申込者の従来の権利を制限する若しくは申込者に新たな義務を課すも
のでない場合又はその内容の変更が軽微である場合は、時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙
による公告に代えることができるものとします。

２４．規定の準用
（１）この約款に定めのない事項のうち、パワーフレックス共通の取扱いについては、当行の「パワーフレッ
クス取引共通規定」により取扱います。

（２）この約款に定めのない事項のうち、外国投資信託取引、累積投資信託取引に関する事項につい
ては、当行の「投資信託総合取引約款（パワーフレックス用）」により取扱います。

以　上

特定口座にかかる上場株式等保管委託約款

１．約款の趣旨
（１）この約款は、パワーフレックス取引をご利用になり投資信託総合取引を行われるお客さまが租税特
別措置法第３７条の１１の３第１項に規定する特定口座内保管上場株式等（租税特別措置法第３７
条の１１の３第１項に規定されるものをいいます。以下、同じ。）の譲渡にかかる所得計算等の特例を受
けるために当行に特定口座を開設し上場株式等の振替口座簿への記載もしくは記録、または保管
の委託をする場合の、同条第３項第ニ号に規定される要件および当行の取扱いを記載したもの（租
税特別措置法第３７条の１１の３第３項第二号に定める上場株式等保管委託契約）（以下「この取引」
といいます。）です。

（２）お客さまが当行に開設される特定口座とは、「投資信託総合取引約款（パワーフレックス用）」に基づ
いて開設された振替決済口座および保護預り口座と同一の口座内に設定される特定保管勘定
（租税特別措置法第３７条の１１の３第３項第二号に規定されている当該特定口座にかかる振替口座
簿に記載もしくは記録がされ、または保管の委託がされる上場株式等につき、当該記載もしくは記録
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②前号により寄託された外国証券は、当行の名義で当行の保管機関に寄託し、売買等の行われ
た国の保管機関において当該国の諸法令及び慣行に従って保管します。
③外国証券につき名義人を登録する必要のある場合は、その名義人は当行の保管機関または当
該保管機関の指定する者とします。
④申込者が第１号の規定により寄託した外国証券につき、売却、保管替えまたは返還を必要とする
ときは所定の手続を経て処理します。ただし、申込者は、海外ＣＤ及び海外ＣＰの国内における返
還は請求しないものとします。

８．選別基準に適合しなくなった場合の処理
外国投資信託証券が日本証券業協会の定める選別基準に適合しなくなった場合には、当行は当該
外国投資信託証券の販売を中止します。この場合においても、申込者の希望により当行は申込者が
購入した当該外国投資信託証券の売却の取次ぎ、またはその解約の取次ぎに応じます。

９．外国証券に関する権利の処理
当行の保管機関に保管された外国証券の権利の処理については、次の各号に定めるところによ
ります。
①当該保管機関に保管された外国証券の配当金、利子及び収益分配金等の果実並びに償還金
は、当行が代わって受領し、申込者宛に支払います。この場合、支払手続において、当行が当該
外国証券の発行者の国内の諸法令又は慣行等により費用を徴収されたときは、当該費用は、申
込者の負担とし当該果実又は償還金から控除するなどの方法により申込者から徴収します。
②外国証券に関し、新株引受権（新株引受権証券を除く。以下同じ。）が付与される場合は、原則
として売却処分のうえ、その売却代金を前号の規定に準じて処理します。
③株式分割、無償交付、減資または合併による株式併合等により割り当てられる株式は、当行を通
じ本口座により処理します。ただし、当該外国の有価証券市場における売買単位未満の株式は、
申込者が特に要請した場合を除きすべて売却処分のうえ、その売却代金を第１号の規定に準じ
て処理します。
④株式配当により割り当てられる株式は、申込者が特に要請した場合を除きすべて売却処分のうえ、
その売却代金を第１号の規定に準じて処理します。
⑤外国証券に関し、前４号以外の権利が付与される場合は、申込者が特に要請した場合を除きす
べて売却処分のうえ、その売却代金を第１号の規定に準じて処理します。
⑥株主総会、債権者集会、受益権者集会又は所有者集会等における議決権の行使又は異議申
立てについては、申込者の指示に従います。ただし、申込者が指示をしない場合には、当行は議
決権の行使または異議の申立てを行いません。

１０．諸通知
（１）当行は、寄託に係る外国証券につき、申込者の届出た住所宛に次の通知を行います。
①増資、株式の分割又は併合等株主又は受益者及び所有者の地位に重大な変化を及ぼす事実
の通知
②配当金、利子、収益分配金及び償還金などの通知
③合併その他重要な株主総会議案に関する通知

（２）前項の通知のほか、当行または外国投資信託証券の発行者は、寄託に係る外国投資信託証券に
ついての決算に関する報告書その他の書類を送付します。ただし、外国投資証券に係る決算に関
する報告書その他の書類については、特にその内容について新聞公告が行われた場合は、申込者
の希望した場合を除いて当行は送付しません。

１１．発行会社からの諸通知等
（１）発行会社から交付される通知書または資料等は、当行においてその到達した日から３年間（海外ＣＤ
および海外ＣＰについては1年間）保管し、閲覧に供します。ただし、申込者が送付を希望した場合は、
申込者の届出た住所宛に送付します。

（２）前項ただし書により、申込者宛の通知書又は資料等の送付に要した実費は外国投資信託証券に
係るものを除き、その都度申込者が当行に支払うものとします。

１２．諸料金等
（１）取引の執行に関する料金及び支払期日等は次の各号に定めるところによります。
①外国証券（外国投資信託証券を除く。）の外国取引については、外国の有価証券市場における売
買手数料および公租公課その他の賦課金並びに所定の取次手数料を前記第６条２号に定める
受渡期日までに申込者が当行に支払うものとします。
②外国証券（外国投資信託証券を除く。）の国内店頭取引については、国内の公租公課その他の
賦課金を第６条２号に定める受渡期日までに申込者が当行に支払うものとします。
③外国投資信託証券の外国取引については、ファンド所定の手数料および売買の取次地所定の公
租公課その他の賦課金を第６条２号に定める受渡期日までに申込者が当行に支払うものとします。
④外国投資信託証券の国内店頭取引については、ファンド所定の手数料相当額および国内の公
租公課その他の賦課金を第６条２号に定める受渡期日までに申込者が当行に支払うものとします。

（２）申込者の指示による特別の扱いについては、当行の要した実費をその都度申込者が当行に支払
うものとします。

１３．金銭の授受
本章に規定する外国証券の取引等に関して行う当行と申込者との間における金銭の授受は、円貨
または当行が応じ得る範囲内で申込者が指定する外貨によります。この場合において、外貨と円貨
との換算は、別に取決め又は指定のない限り、換算日における当行が定めるレートによります。また、
申込者が外貨で受領または支払いを希望する場合には、あらかじめ当行に申し出るものとします。

第３章　雑　則
１４．取引残高報告書の交付等
（１）申込者は、申込者が当行に寄託した外国証券について、当行が発行する取引残高報告書の定期
的な交付による通知を受けるものとします。ただし、申込者が請求した場合には、取引に係る受渡決
済後遅滞なく交付を受ける方法に代えるものとします。
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なった場合に、関係法令等の定めに基づき特定口座廃止届出書の提出があったものとみな
されたとき
④お客さまの相続人から当行に対して租税特別措置法施行令第２５条の１０の８に規定する特定
口座開設者死亡届出書を提出し、相続・遺贈の手続が完了したとき

（２）前項に特段の定めがある場合のほか、この取引の解約については、「投資信託総合取引約款（パワ
ーフレックス用）」の定めるところにより取扱います。

１３．特定口座を通じた取引
お客さまが当行との間で行う上場株式等の取引に関しては、特に申出がないかぎり、すべて特定口
座を通じて行います。

１４．準拠法および合意管轄
この取引には、日本の法律、諸規則（金融および外国為替管理に関する政省令、行政指導等を含
みます。）が適用されます。この取引に関して訴訟の必要が生じた場合には、東京地方裁判所または
取引店の所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とします。

１５．約款の変更
法令の変更、監督官庁の指示その他の理由によりこの約款を変更する理由が生じたときは、当行は
この約款を変更することができるものとします。なお、変更の内容が、お客さまの従来の権利を制限し、
またはお客さまに新たな義務を課すものであるときは、当行は、店頭掲示その他適宜の方法でお客さ
まにお知らせします。これにより約款が変更された場合は、その変更日以降は変更後の約款に従って
いただきます。

以　上

特定口座にかかる上場株式配当等受領委任に関する約款

１．約款の趣旨
この約款は、パワーフレックス取引をご利用になり投資信託総合取引を行われるお客さまが租税特別
措置法第３７条の１１の６第１項に規定する源泉徴収選択口座内配当等にかかる所得計算および源泉
徴収等の特例を受けるために当行に開設された特定口座（源泉徴収選択口座に限ります。）における
上場株式等の配当等の受領について、同条第４項第一号に規定される要件および当行との権利義
務関係を明確にするための取決めです。

２．源泉徴収選択口座で受領する上場株式配当等の範囲
当行はお客さまの源泉徴収選択口座に設けられた特定上場株式配当等勘定においては、次に掲げ
る配当等のうち上場株式等の配当等に該当するもの（租税特別措置法第３７条の１１の３第３項第二
号に規定する上場株式等保管委託契約に基づく特定保管勘定で管理されている特定口座内保管
上場株式等にかかる配当等に限ります。）のみを受入れます。
一 租税特別措置法第８条の３第２項第二号に掲げる国外私募公社債等運用投資信託等の配当
等以外の国外投資信託等の配当等で同条第３項の規定に基づき当行により所得税が徴収され
るべきもの。

二 租税特別措置法第９条の３の２第１項に規定する上場株式等の配当等で同項の規定に基づき当
行により所得税が徴収されるべきもの。
②当行が支払の取扱いをする前項の上場株式等の配当等のうち、当行が当該上場株式等の配
当等をその支払をする者から受け取った後直ちにお客さまに交付するもののみを、その交付の際に
当該源泉徴収選択口座に設けられた特定上場株式配当等勘定に受入れます。

３．源泉徴収選択口座内配当等受入開始届出書等の提出
お客さまが租税特別措置法第３７条の１１の６第１項に規定する源泉徴収選択口座内配当等にかかる
所得計算および源泉徴収等の特例を受けるためには、支払確定日までに、当行に対して租税特別措
置法第３７条の１１の６第２項および同法施行令第２５条の１０の１３第２項に規定する「源泉徴収選択口
座内配当等受入開始届出書」を提出しなければなりません。
②お客さまが租税特別措置法第３７条の１１の６第１項に規定する源泉徴収選択口座内配当等にか
かる所得計算および源泉徴収等の特例を受けることをやめる場合には、支払確定日までに、当行
に対して租税特別措置法第３７条の１１の６第３項および同法施行令第２５条の１０の１３第４項に規
定する「源泉徴収選択口座内配当等受入終了届出書」を提出しなければなりません。

４．特定上場株式配当等勘定における処理
源泉徴収選択口座において交付を受ける上場株式等の配当等については、源泉徴収選択口座に
設けられた特定上場株式配当等勘定（上場株式等の配当等に関する記録を他の上場株式等の配
当等に関する記録と区分して行うための勘定）において処理いたします。

５．所得金額等の計算
源泉徴収選択口座内配当等にかかる所得計算は、租税特別措置法第３７条の１１の６第６項および関
連政省令の規定に基づき行われます。

６．契約の解除
次の各号の一つに該当したときは、この契約は解除されます。
①お客さまから租税特別措置法施行令第２５条の１０の７第１項に定める特定口座廃止届出書の提
出があったとき。
②租税特別措置法施行令第２５条の１０の７第３項に定める特定口座廃止届出書の提出があったと
みなされたとき。
③お客さまが出国により居住者または国内に恒久的施設を有する非居住者に該当しないことと
なった場合に、関係法令等の定めに基づき特定口座廃止届出書の提出があったものとみなさ
れたとき。
④お客さまの相続人から租税特別措置法施行令第２５条の１０の８に定める特定口座開設者死亡届
出書の提出があり、相続・遺贈の手続きが完了したとき。

７．合意管轄
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または保管の委託に関する記録を他の取引に関する記録と区分して行うための勘定をいいます。以
下、同じ。）をいいます。

（3）この約款に定めのない事項については、「投資信託総合取引約款（パワーフレックス用）」の定めると
ころにより取扱います。

２．特定口座開設届出書等の提出
（１）お客さまが当行に特定口座の設定を申込むにあたっては、あらかじめ、当行に対し、租税特別措置
法第３７条の１１の３第３項第一号に定める特定口座開設届出書を提出しなければなりません。

（２）お客さまが特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得について源泉徴収を希望する場合には、
あらかじめ、当行に対し、租税特別措置法第３７条の１１の４第１項に定める特定口座源泉徴収選択
届出書を提出しなければなりません。なお、当該特定口座源泉徴収選択届出書が提出された年の
翌年以後の特定口座内保管上場株式等の譲渡については、お客さまから源泉徴収を希望しない
旨の申出がないかぎり、当該特定口座源泉徴収選択届出書の提出があったものとみなします。

（３）お客さまが当行に対して租税特別措置法第３７条の１１の６第２項に定める源泉徴収選択口座内配
当等受入開始届出書を提出しており、その年に交付を受けた上場株式等の配当等を特定上場株
式配当等勘定において受領されている場合には、その年最初に当該上場株式等の配当等の支払
が確定した日以後、お客さまは、当該年に特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得について、
源泉徴収を希望しない旨の申出を行うことはできません。

３．特定保管勘定における保管の委託　
特定口座にかかる上場株式等の振替口座簿への記載もしくは記録、または保管の委託は、特定保
管勘定において行います。

４．所得金額等の計算
特定口座における上場株式等の譲渡損益の計算は、租税特別措置法第３７条の１１の３（特定口座内
保管上場株式等の譲渡等に関する所得計算等の特例）、同法第３７条の１１の４（特定口座内保管上
場株式等の譲渡による所得等に対する源泉徴収等の特例）および関係政省令に基づき行います。

５．特定口座に受入れる上場株式等の範囲
当行は、お客さまの特定保管勘定において以下の上場株式等のみ（租税特別措置法第２９条の２第
１項の適用を受けて取得をした同項に規定する特定新株予約権等にかかる上場株式等を除きます。）
を受入れます。
①当行以外の金融機関に開設されているお客さまの特定口座に受入れられている特定口座内保管
上場株式等の全部または一部を当該お客さまが当行に開設された特定口座に所定の方法によ
り移管することにより受入れる上場株式等
②当行が行う上場株式等の募集（金融商品取引法第２条第３項に規定する有価証券の募集に該
当するものにかぎります。）により取得した上場株式等
③お客さまが相続（限定承認にかかるものを除きます。以下、同じ。）または遺贈（包括遺贈のうち、限
定承認にかかるものを除きます。以下、同じ。）により取得した当該相続にかかる被相続人または当
該遺贈にかかる包括遺贈者が当行または他の金融機関に開設していた口座に引き続き保管の
委託がされている上場株式等で、当該お客さまが当行に開設された特定口座に所定の方法によ
り移管することにより受入れる上場株式等
④租税特別措置法施行令第２５条の１０の２第１５項第ハ号に規定する特定口座内の投資信託の併
合により取得する新たな投資信託の受益権で、振替口座簿に記載または記録をする方法により
特定口座に受入れる上場株式等

６．譲渡の方法
特定保管勘定において記載もしくは記録がされ、または保管の委託がされている上場株式等の譲渡
は、当行への売委託による方法または当行に対して譲渡する方法のいずれかにより行います。

７．特定口座内保管上場株式等の払出しに関する通知
特定口座から上場株式等の全部または一部の払出しがあった場合には、当行は、お客さまに対し、当
該払出しをした当該上場株式等につき租税特別措置法施行令第２５条の１０の２第１２項第二号イに
定めるところにより計算した金額、同号ロに定める取得の日および当該取得日にかかる特定口座内保
管上場株式等の数等を書面または電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を
利用する方法により通知します。

８．特定口座内保管上場株式等の移管
当行は、前記５（特定口座に受入れる上場株式等の範囲）①に規定する移管は、租税特別措置法施
行令第２５条の１０の２第１１項および第１２項の定めるところにより行います。

９．相続または遺贈による特定口座への受入れ
当行は、前記５（特定口座に受入れる上場株式等の範囲）③に規定する上場株式等の移管による受
入れは、租税特別措置法施行令第２５条の１０の２第１５項第三号または第四号および租税特別措置
法施行令第２５条の１０の２第１６項から第１９項までに定めるところにより行います。

１０．出国口座の取扱い
当行は、お客さまが２００９年８月１日以降に開設された特定口座につきましては、出国口座の取扱いは
行っておりません。ただし、お客さまが２００９年７月３１日以前に開設された特定口座につきましては、この
限りではありません。

１１．年間取引報告書等の送付
当行は、租税特別措置法第３７条の１１の３第７項または第８項に定めるところにより、お客さまが当行
に特定口座を開設されていた年の特定口座年間取引報告書または当該報告書に記載すべき事項
を、原則としてその年の翌年の１月３１日までに、お客さまに交付または提供します。

１２．解約
（１）次の各号の一つに該当したときは、この取引は解約されます。
①お客さまが当行に対して租税特別措置法施行令第２５条の１０の７第１項に規定する特定口座廃
止届出書を提出したとき
②租税特別措置法施行令第２５条の１０の７第３項に基づき特定口座廃止届出書の提出があったも
のとみなされたとき
③お客さまが出国により居住者または国内に恒久的施設を有する非居住者に該当しないことと
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します。
（ｄ）前（c）の場合において、振込先の金融機関がすでに振込通知を受信しているときは、訂正がで
きない場合があります。訂正の依頼後、訂正の実行を確認し、訂正ができない場合には、受取
人との間で協議してください。

（ｅ）振込取引の成立後にその依頼を取りやめる場合には、当行コールセンターにおいて、組戻しの
手続きにより取扱います。
（イ）当行コールセンターは、利用者の依頼に従って組戻依頼電文を振込先の金融機関に発信

します。
（ロ）組戻しされた振込資金は、振込の出金をした利用口座の預金に入金することで返却します。
（ｆ）前（e）の場合において、振込先の金融機関がすでに振込通知を受信しているときは、組戻しがで
きないことがあります。組戻しの依頼後、組戻しの実行を確認し、組戻しができない場合には、受
取人との間で協議してください。

（ｇ）組戻しにあたっては、当行所定の組戻し手数料をいただきます。この場合、前（b）の振込手数料
は返却しません。また、組戻しができなかったときについても、組戻し手数料は返却しません。

⑩受付時限（時間外）、処理日
債券購入取引、他口座振替取引および振込取引を当行所定の当日処理受付時限を過ぎて受
付けた場合には、その取引の資金の引落しは受付日に、入金および振込通知の発信は翌窓口
営業日（土・日曜日、祝・休日、１２月３１日、１月２日および１月３日を含みません。なお、これらの日を
以下「一般の休日」といいます。）に行います。その場合、引き落とした資金には付利しません。
また、一般の休日に債券運用コース開設取引、債券乗換・償還取引および債券中途換金取引
を受付けた場合は、それらの取引の処理は翌窓口営業日に行います（一般の休日には処理しま
せん。）。ただし、債券中途換金取引については、一般の休日においても当行所定の時間内に
受付けた場合に限り、受付日に処理を行います。
⑪特別預金振替取引
利用口座の円普通預金から資金を引き落として同口座の特別預金へ入金する取引または利用
口座の特別預金から資金を引き落として同口座の円普通預金に入金する取引（以下「特別預金
振替取引」といいます。）。
⑫2週間満期預金入金取引
利用口座の円普通預金から資金を引き落として、同口座の2週間満期預金へ入金する取引（以
下｢2週間満期預金入金取引｣といいます。）。
⑬2週間満期預金満期継続方法変更取引
利用口座の2週間満期預金の満期日での継続方法の変更をする取引（以下「2週間満期預金
満期継続方法変更取引」といいます。）。
⑭2週間満期預金期日前解約
当行がやむをえないと認めた場合において、利用口座の2週間満期預金を満期日前に解約して同
口座の円普通預金に入金する取引（以下「2週間満期預金期日前解約」といます。）。

（４）カードローン取引
利用口座のカードローン専用口座から借入れ同口座の円普通預金に入金する取引（以下カードロ
ーン借入取引といいます。）、または利用口座の円普通預金から資金を引き落として同口座のカードロ
ーン専用口座に入金する取引（以下「カードローン返済取引」といいます。）

（５）暗証番号の変更
暗証番号の変更手続き。利用者が暗証番号を失念した場合には、当行が新たに決定した暗証番
号を利用者に郵送によりお知らせします。

（６）解約手続きサービス
利用口座に円普通預金残高以外の残高がない場合に、パワーフレックス取引の解約手続きを行う
サービス。円普通預金およびその解約利息ならびに外貨普通預金の解約利息は、当行所定の時
期・方法により支払います。なお、外貨普通預金の解約利息については、当行所定の外国為替相
場により換算した円貨に換えたうえで処理します。

２．本サービス利用時間
本サービスの利用時間は、当行所定の時間内とし、各サービス・取引により時間は異なることがありま
す。なお、当行は利用者に当行からの通知をすることなく、このサービス利用時間を変更する場合があ
ります。

３．電話機の種類
本サービスを利用するにあたり使用することができる電話機の種類は当行所定のものに限ります。

４．本人確認
（１）本サービスを利用するにあたり、利用者は、音声案内に従って、利用口座の３桁の店番号と７桁の口
座番号（以下「口座番号」といいます）および暗証番号を当行所定の方法により、電話機より入力し
てください。入力された口座番号および暗証番号と、当行で登録している口座番号および暗証番号
とが各々一致したことを当行にて確認した場合は、その利用者を利用口座の権利者本人とみなし、
サービス・取引の取扱いをいたします。

（２）当行所定の方法により電話機より入力された利用口座の口座番号および暗証番号と、当行に登
録してある利用口座の口座番号および暗証番号との一致を確認して取扱いましたうえは、これらの番
号につき不正使用その他の事故等があっても、そのために生じた損害については、当行は責任を負
いません。

（３）暗証番号は、本サービスにおいて本人確認のための非常に重要な番号ですので、利用者本人の責
任において第三者に知られないように厳重に管理してください。

（４）暗証番号の入力を所定の回数連続して間違えた場合、取引を中止します。
その場合は、取引店または当行コールセンター宛ご連絡ください。

５．不正利用に対する補償
（１）第４条第（２）項の規定にかかわらず、本サービスの不正利用により生じた払戻しまたは引き落としによ
り利用者に当該払戻しまたは引き落としにかかる損害（手数料や利息を含みます。）が生じた場合に
は、当行は、利用者からの請求により、当行所定の基準に従いその損害の全部または一部の額を
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お客さまと当行との間のこの約款に関する訴訟については、当行本店または支店の所在地を管轄す
る裁判所のうちから当行が管轄裁判所を指定できるものとします。

８．約款の変更
この約款は、法令の変更または監督官庁の指示、その他必要が生じたときに改定されることがありま
す。なお、改定の内容が、お客さまの従来の権利を制限する若しくはお客さまに新たな義務を課すもの
であるときは、その改定事項を通知します。この場合、所定の期日までに異議の申出がないときは、そ
の変更に同意したものとします。

以　上

新生パワーコール規定（パワーフレックス用）

この規定は、パワーフレックス取引をご利用されるお客さま（以下「利用者」といいます。）が新生パワーコー
ルによるサービスを利用される場合の当行の取扱いを記載したものです。
Ⅰ．一般サービス
１．本サービス内容
新生パワーコール一般サービス（以下「本サービス」といいます。）は、利用者ご本人が、電話での依頼に
より、次のサービス・取引を行う場合に利用できるものとします。

（１）照会サービス
①残高・取引内容照会サービス
利用者のパワーフレックス口座（カードローン専用口座を含み、以下「利用口座」といいます。）に関
する残高照会、取引内容照会等の当行所定の各種照会サービス。

②商品・サービス内容案内サービス
当行商品金利、当行商品内容等、当行の提供する商品・サービスに関する情報の案内サービス。

（２）変更手続きサービス
利用者の住所または電話番号に変更がある場合や当行および提携先の現金自動預入払出兼用
機および現金自動支払機による１日あたりの払戻し限度額の変更をする場合など当行所定の変更
手続きを受け付けるサービス。

（３）資金移動取引
次の資金移動取引において取扱う当行債券・預金の種類および取扱対象手続きは当行所定のも
のに限ります。また、当行所定の資金移動取引において、一日に取扱う取引金額の上限は当行所
定の範囲内とします。
①同一口座振替取引（外貨の売買）
利用口座の円普通預金から資金を引き落として同口座の外貨普通預金に入金する取引、利用
口座の外貨普通預金から資金を引き落として同口座の円普通預金に入金する取引、または利用
口座の当行所定の外貨間取引対象通貨の外貨普通預金から資金を引き落として同口座の他
の外貨間取引対象通貨の普通預金に入金する取引（以下「同一口座振替取引」といいます。）。
②債券購入取引
利用口座の円普通預金から資金を引き落として、当行債券を購入し、同口座にて保護預りする取
引（以下「債券購入取引」といいます。）。
③債券運用コース開設取引
利用口座の保護預り債券の運用コースを開設する取引（以下「債券運用コース開設取引」といいます。）。
④債券乗換・償還取引
利用口座の保護預り債券の乗換に関する取引および償還して同口座の円普通預金に入金する
取引（以下「債券乗換・償還取引」といいます。）。
⑤債券中途換金取引
利用口座の保護預り債券を中途換金して同口座の円普通預金に入金する取引（以下「債券中
途換金取引」といいます。）。
⑥定期預金入金取引
利用口座の円普通預金または外貨普通預金から資金を引き落として、同口座の円定期預金また
は外貨定期預金に入金する取引（以下「定期預金入金取引」といいます。）。
ただし、外貨定期預金への入金は、円普通預金または同一通貨の外貨普通預金からの振替に
限ります。
⑦定期預金満期継続方法変更取引
利用口座の円定期預金の満期日での継続方法の変更をする取引（以下｢定期預金満期継続
方法変更取引｣といいます。）。
⑧円定期預金期日前解約
当行がやむをえないと認めた場合において、利用口座の円定期預金を満期日前に解約して同口
座の円普通預金に入金する取引（以下「円定期預金期日前解約」といいます。）。
⑨他口座振替取引、振込取引、組戻し
（ａ）利用口座の円普通預金から資金を引き落として、あらかじめ届け出られた当行内の事前登録口
座の円普通預金に入金する取引、または利用口座の円普通預金または外貨普通預金から資
金を引き落として店頭等に表示する当行所定の指定預金口座に入金する取引（以下これらの取
引を「他口座振替取引」といいます。）。利用口座の円普通預金から資金を引き落として、あらかじ
め届け出られた国内の他の金融機関の事前登録口座に振込通知の発信をする取引（以下「振
込取引」といいます。）。

（ｂ）振込取引にあたっては、当行所定の振込手数料をいただきます。
（c）振込取引の成立後に、その依頼内容を変更する場合には、当行が「新生パワーコール」という
名称で表記する電話番号を通じて接続される電話センター（以下「当行コールセンター」といいま
す。）において訂正の手続きにより取扱います。ただし、振込先の金融機関・店舗名および振込
金額を変更する場合には、組戻しの手続きにより取扱います。
（イ）訂正の依頼にあたっては、第４条の本人確認手続きを経たうえで依頼内容を伝えてください。
（ロ）当行コールセンターは、利用者の依頼に従って、訂正依頼電文を振込先の金融機関に発信
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（１）この規定に定めのない事項のうち、届出事項の変更、免責事由、規定変更の取扱い、準拠法、管
轄などパワーフレックス取引共通の取扱いについては、当行の「パワーフレックス取引共通規定」に
より取扱います。

（２）債券取引、預金取引および振替取引に関して、この規定に定めのない事項については、当行の「パ
ワーフレックス口座債券保護預り規定」「パワーフレックス口座円貨預金規定」「パワーフレックス口
座外貨預金規定」により取扱います。

（３）振込取引に関して、この規定に定めのない事項については、当行の「振込規定（個人用）」により取
扱います。

（４）カードローン取引に関して、この規定に定めのない事項については、当行の「スマートカードローン規
定」により取扱います。

Ⅱ．投信サービス
１．本サービス内容
新生パワーコール投信サービス（以下「投信サービス」といいます。）は、利用者ご本人が、電話での依
頼により、次のサービス・取引を行う場合に利用できるものとします。

（１）残高照会サービス
投資信託受益権および投資信託受益証券（以下「受益権等」といいます。）の振替決済口座残高
および保護預りに関する残高照会等、当行所定の各種照会サービス。

（２）投信取引
①設定注文サービス
利用者のパワーフレックス口座の普通預金を預金決済口座とし、受付時にその口座から設定代
金額または設定代金概算額を引き落として、当行所定の投資信託（以下「取扱商品」といいます。）
の設定注文の取次ぎを行い、設定された取扱商品の受益権等を利用者の振替決済口座に記
載又は記録し、または保護預り口座に保管する取引
②解約注文サービス
利用者の振替決済口座に受益権が記載又は記録されている、または保護預り口座に受益証券
が寄託されている取扱商品の解約注文の取次ぎを行い、解約手取金を利用者の預金決済口座
に入金する取引
③スイッチング（乗換）サービス
利用者の振替決済口座に受益権が記載又は記録されている、または保護預り口座に受益証券
が保管されている取扱商品を解約して、解約手取金をもって他の取扱商品の設定代金とし、解約
および設定を一組の同一日付の注文として取り扱うスイッチング（乗換）の注文の取次ぎを行い、
設定された取扱商品の受益権等を利用者の振替決済口座に記載又は記録し、または保護預り
口座に保管する取引

（３）取引制限
前記サービス・取引においては、以下に掲げる取扱いはできません。また、サービス・取引の追加や
変更に伴い、その他の取扱いを制限させていただく場合があります。その場合には、当行所定の方
法により告知いたします。
①振替決済口座または保護預り口座の解約
②受益権の振替、受益証券の受入、返還
③償還乗換優遇
④買取申込み
⑤老人等の少額預貯金等の利子所得等の非課税制度（マル優制度）に関する非課税貯蓄申込
書等の提出受付
⑥受益権等への質権設定
⑦再投資停止設定、変更、解除の申し込み
⑧特別解約

２．自己責任の原則
投信サービスを利用して投資信託取引を行うときは、当行の投資信託総合取引約款（以下「総合取
引約款」といいます。）、各投資信託にかかる投資信託約款または目論見書を十分に把握し、利用者
自らの判断と責任において行ってください。

３．利用時間、取引金額の上限等
（１）投信サービスの利用時間は、他のサービス・取引と異なることがあります。
（２）投信取引において、１回に取り扱う取引金額の上限、１日に取り扱う取引金額の上限および取引回
数は、当行所定の範囲内とします。これらの金額および回数は、新生パワーコールで提供する他の
取引と異なることがあります。

（３）前（１）（２）項の内容については、当行所定の方法により告知いたします。
４．投信取引の依頼・受付・成立・取消・変更
（１）投信サービスにおける投信取引を依頼するには、Ⅰ．一般サービス第４条に定める本人確認手続き
を経た後に、当行所定の方法で依頼する取引の内容を伝えてください。
当行は、利用者が依頼した取引の内容を復唱しますので、依頼した取引の内容を確認の上、確認
したことを伝えてください。
当行が、利用者が依頼した取引の内容を当行所定の方法により確認し、利用者に受け付けた旨を
伝えた時点で、投信取引の依頼は受け付けられたものとします。

（２）設定注文サービスおよびスイッチング（乗換）サービスにおいて、あらかじめ利用者から提出を受けた当
行所定の書類に基づき、当行が利用者から注文の取次ぎを依頼された取扱商品を販売すべきでな
いと判断したときには、当行はその依頼をお断りすることがあります。

（３）投信取引における各注文の効力の発生は、総合取引約款の定めによります。
（４）投信取引の依頼が受け付けられた場合には、利用者からの注文の取消しまたは変更は受け付けま
せん。ただし、当行所定の時限までに当行コールセンターへのご連絡その他当行所定の方法によ
り利用者から取消しまたは変更の依頼があった場合はこの限りではありません。

（５）当行は、総合取引約款に定める事由のほか、次に掲げる事由のいずれかがあるときは、各注文の取
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補てんすることがあります。
（２）前項にかかわらず、次のいずれかに該当する場合には、当行はいっさい補てんをしません。
①利用者が、不正利用に気づいた日から５０日（ただし、当行に通知することができないやむをえない事
情があることを利用者が証明した場合には、５０日にその事情が継続している期間を加えた日数とし
ます。）を経過した日後に、当行に不正利用の事実についての通知を行った場合
②利用者の親族等による払戻しまたは引き落としの場合
③利用者が当行に虚偽の説明を行った場合
④戦争・暴動等の社会秩序の混乱に乗じてなされた場合

６．サービス・取引の依頼・受付・成立
（１）本サービスにおけるサービス・取引を依頼するには、第４条による本人確認手続きを経た後に、当行
所定の方法で、依頼するサービス・取引の内容を伝えてください。なお、利用者による住所変更の届
出がなく、当行にて利用者の住所が不明になっている場合は、サービス・取引の依頼の前に、住所
変更の届出を行ってください。

（２）照会サービスでは、第（１）項により依頼内容が当行に伝えられたことをもってサービスの依頼を受付
けたものとし、当行所定の照会・案内をいたします。

（３）住所等変更手続きサービスでは、利用者が依頼した取引の内容を復唱しますので、依頼した内容を
確認したことを伝えてください。これを当行が確認した時点で、当行は住所等変更手続きサービスの
依頼を受付けたものとし、住所等変更手続きの処理をします。

（４）①資金移動取引（カードローン借入取引およびカードローン返済取引を含みます。以下同じ。）では、
利用者が依頼した取引の内容 を復唱しますので、依頼した取引の内容を確認したことを伝えてくだ
さい。これを当行が確認した時点で、当行は資金移動取引を受付けたものとします。
②（a）利用口座からの資金の引き落としをともなう資金移動取引では、当行が取引の依頼を受付

けた後、引き落し資金および振込手数料等の手数料を利用口座から引き落とした時点で、
取引が成立するものとします。この引き落としができない場合は、当行は資金移動取引の依
頼がなかったものとみなして資金移動取引の取扱いをいたしません。

（b）利用口座からの資金の引き落としの後、引き落とした資金で利用口座、事前登録口座または
指定預金口座への入金や債券購入による債券保護預け処理をする資金移動取引では、前
（a）に加え、入金・債券保護預け処理が行われた時点で、取引が成立するものとします。この
入金･債券保護預け処理ができない場合は、当行は、資金移動取引の依頼がなかったもの
とみなして資金移動取引の取扱いをいたしません。

（c）前（a）（b）において、利用口座からの資金の引き落としは、払戻請求書・カード等の提出を要
することなく引き落としができるものとします。

③利用口座からの資金の引き落としをともなわない資金移動取引では、当行が取引の依頼を受付
けた後、取引の処理を行うことをもって取引が成立するものとします。この取引の処理ができない
場合は、当行は資金移動取引の依頼がなかったものとみなして資金移動取引の取扱いはいたし
ません。

（５）解約手続きサービスでは、利用者が依頼した取引の内容を復唱しますので、依頼した内容を確認し
たことを伝えてください。これを当行が確認した時点で、当行は解約手続きサービスの依頼を受付け
たものとし、解約手続きの処理をします。なお、キャッシュカードは利用者の責任において裁断および
廃棄するものとし、当行はその処分により生じた損害について責めは負いません。

７．取引成立前の意思確認不能
取引が成立する前に、通話が切れる等により利用者の意思が確認できなくなった場合は、当行は取
引の依頼はなかったものとみなして取引の取扱いをいたしません。

８．録音
利用者が依頼したサービス・取引の内容をはじめ、利用者と当行との間の通話内容は、当行にて録
音される場合があります。録音された電磁的記録等は当行にて相当期間保管されます。

９．取引内容の確認
（１）本サービスによる取引内容等の照会は当行コールセンターにて受付けます。
（２）本サービスによる資金移動取引等の内容についての通知を、新生お取引レポート等当行所定の様
式により当行所定の時期に、利用者の届出住所宛に送付いたしますので、取引内容を確認してくだ
さい。

（３）第（２）項の場合において、取引内容にご不明な点があるとき、または、通知が届かないときは、直ちに
当行コールセンターにその旨ご連絡ください。

（４）第（３）項の場合において、利用者と当行のとの間で、取引内容等に疑義が生じた場合は、当行の
電磁的記録等の内容を正当なものとして取扱います。

１０．規定の変更
（１）法令の変更、監督官庁の指示、金融情勢の変化その他の理由によりこの規定を変更する必要が
あるときは、当行は、変更内容について店頭掲示等適宜の方法で告知することにより、これを変更
できるものとします。

（２）前項にかかわらず、当行は、前項の方法で告知のうえ、第５条の規定に基づく補てんの実施を任意
に廃止し、またはその補てんの内容を変更できるものとします。

１１．解約等
（１）利用口座が解約された場合は、本契約も解約されたものとみなします。
（２）利用者に以下の各号の事由が一つでも生じたときは、当行からの通知等がなくても、当行はいつで
も本サービスを停止できるものとします。
①支払いの停止または破産、民事再生手続の申立があったとき。
②利用者の預金その他の当行に対する債権について仮差押通知、保全差押、または差押命令通
知が発送されたとき。
③相続の開始があったとき。
④住所変更の届出を怠るなどにより、当行において利用者の所在が明らかでなくなったとき。
⑤その他当行が本サービスの停止を必要とする相当の事由が生じたとき。

１２．規定の準用
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期預金への入金は、円普通預金または同一通貨の外貨普通預金からの振替に限ります。
③振込取引
利用口座の円普通預金から資金を引き落として、国内の他の金融機関の口座に振込通知の発
信を行う取引（以下「振込取引」といいます。）。
④特別預金振替取引
利用口座の円普通預金から資金を引き落として、同口座の特別預金へ入金する取引または利用
口座の特別預金から資金を引き落として同口座の円普通預金に入金する取引（以下「特別預金
振替取引」といいます。）。
⑤2週間満期預金入金取引
利用口座の円普通預金から資金を引き落として、同口座の2週間満期預金に入金する取引(以
下｢2週間満期預金入金取引｣といいます。)。

（３）投信取引
①設定注文
預金決済口座から設定代金額または設定代金概算額を引き落として、当行所定の投資信託（以
下「取扱商品」といいます。）の設定注文の取次ぎを行い、設定された取扱商品の受益権等を利用
者の振替決済口座に記載又は記録し、または保護預り口座に保管する取引。
②解約注文
利用者の振替決済口座に受益権が記載又は記録されている、または保護預り口座に受益証券
が寄託されている取扱商品の解約注文の取次ぎを行い、解約手取金を利用者の預金決済口座
に入金する取引。
③スイッチング（乗換）
利用者の振替決済口座に受益権が記載又は記録されている、または保護預り口座に受益証券
が寄託されている取扱商品を解約して、解約手取金をもって他の取扱商品の設定代金とし、解約
および設定を一組の同一日付の注文として取り扱うスイッチング（乗換）の注文の取次ぎを行い、
設定された取扱商品の受益権等を利用者の振替決済口座に記載又は記録し、または保護預り
口座に保管する取引。

（４）証券取引仲介サービス
①証券取引口座開設申込受付サービス
利用者が提携証券会社に証券取引口座を開設するに際して、当該提携証券会社から証券仲介
業務の委託を受けた当行が、新生パワーダイレクトを通じて証券取引口座開設の申込を受け付け
るサービス。
②証券取引注文の受付サービス
利用者が、証券取引仲介サービスを利用して証券取引を行うに際して、当該証券取引の注文の
申込を受け付けるサービス（当行が受け付けた証券取引の注文の申込は、提携証券会社に伝達
され、そこで当該証券取引の受注・執行が行われます。）。
③証券残高等照会サービス
利用者が新生パワーダイレクトを通じて提携証券会社に開設した証券取引口座における取引内
容、口座残高等について、証券取引仲介サービスにかかる画面上で閲覧できるサービス（ただし、
取引報告書や取引残高報告書は、提携証券会社により作成されます。）。
④証券取引仲介サービスにかかる資金移転サービス
利用者が証券取引仲介サービスを利用して証券取引を行うに際して、利用者の銀行口座と証券
取引口座間における資金の移転を行うサービス。

（５）個人年金保険募集サービス
利用者が引受保険会社との間で個人年金保険契約を締結するに際して、当該引受保険会社の
保険契約募集の媒介を行う当行が、新生パワーダイレクトを通じて個人年金保険契約の申込を受
け付けるサービス。

（６）変更サービス
当行および提携先の現金自動預入払出兼用機および現金自動支払機による１日あたりの払戻し
限度額の変更手続きなど当行所定の変更手続きを行うサービス。

（７）カードローン取引
①カードローン専用口座開設申込受付
利用者が当行にカードローン専用口座を開設するに際して、新生パワーダイレクトを通じてその申込
みを受け付ける取引。
②カードローン借入
利用口座のカードローン専用口座から借入れ同口座の円普通預金に入金する取引。
③カードローン返済
利用口座の円普通預金から資金を引き落として同口座のカードローン専用口座に入金する取引。

２．自己責任の原則
本サービスの利用にあたっては、本規定および関連する規定（取扱商品にかかる投資信託約款・目論
見書等、提携証券会社との証券取引約款等（以下に定義されます。）、提携証券会社から提供される
目論見書その他の書類、引受保険会社との個人年金保険契約約款等（以下に定義されます。）およ
び引受保険会社を通じて提供される情報、書類等を含みます。）の内容を十分に理解し、利用者自ら
の判断と責任において取引を行ってください。

３．使用できる機器
本サービスを利用するに際して使用できる端末の種類は、当行所定のコンピュータに限ります。

４．本サービス利用時間
本サービスの利用時間は、当行所定の時間内とし、各サービス・取引により異なることがあります。た
だし、システムメンテナンス・障害等のやむをえない場合に、当行は、利用者に通知をすることなく、利
用時間を変更することがあります。

５．本サービス利用手数料
本サービスを利用するには、当行所定の手数料をいただきます。この手数料は、払戻請求書・カード等
の提出を要求することなく、利用口座円普通預金から、当行所定の日に自動的に引き落とします。
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次ぎを停止することができるものとします。その場合において、ひきつづき注文を希望する利用者は、
当行が特に認めた場合を除き、再度投信取引の依頼を行ってください。
①設定注文サービスにおいて、預金残高が不足するなどの事由により、設定代金額または設定代
金概算額を預金決済口座から引き落とすことができないとき
②解約注文サービスおよびスイッチング（乗換）サービスにおいて、受益権等について仮差押え、差押
え等の法的手続があったとき
③利用者が海外転勤などにより非居住者となったとき（ただし、解約注文サービスを除く）
④その他、当行の責に帰すべからざる事由により、投信取引ができないとき

５．取引内容の確認
（１）投信サービスにおける投信取引を行った場合、当行は各注文の取引内容を通知するために、取引
報告書を当行所定の方法により利用者に送付しますので、取引内容をご確認ください。

（２）第４条（５）項により各注文の取次ぎが停止された場合には、当行は利用者に連絡いたしませんので、
前項の手続きによりご確認ください。

（３）取引報告書に記載された取引内容にご不明な点があるとき、またはこれらの書面が届かないときは、
当行コールセンターにご連絡ください。

（４）第（３）項の場合等において、利用者と当行との間で取引内容等に疑義が生じた場合は、当行の電
磁的記録等の内容を正当なものとして取扱います。

６．免責
パワーフレックス取引共通規定に定める事由のほか、次に掲げる事由により投信サービスの取扱い不
能、遅延等があってもこれによって生じた損害については、当行は責任を負いません。
（１）第４条（５）項により、各注文の取次ぎを停止したとき
（２）海外市場の休場
（３）投資信託委託会社に対する認可の取消しその他の行政処分、手形交換所の取引停止処分、ま
たは支払の停止もしくは破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算手
続開始等の法的倒産手続開始の申立があったとき

（４）証券取引所のシステムに障害が生じたとき
（５）投資信託委託会社など、当行以外の第三者の責に帰すべき事由があったとき
７．規定の準用
（１）新生パワーコール（Ⅱ．投信サービス）に関して、この規定に定めのない事項については、Ⅰ．の一般
サービス規定（ただし、同規定の第５条（不正利用に対する補償）を除きます。）により取扱います。

（２）投資信託取引に関して、この規定に定めのない事項については、総合取引約款および各投資信託
の累積投資約款により取扱います。

以　上

新生パワーダイレクト取引規定

この規定は、パワーフレックス取引をご利用されるお客さま（以下「利用者」といいます。）がインターネットに
より新生パワーダイレクトを利用される場合の当行の取扱いを記載したものです。なお、新生パワーダイレ
クトは日本国内に居住する個人の方のみがご利用できます。

１．新生パワーダイレクトのサービス内容
新生パワーダイレクト（以下｢本サービス｣といいます。）は、利用者ご本人が、コンピュータ端末を用いた
依頼により、次のインターネットバンキングサービス・取引を行う場合に利用できるものとします。なお、
当行が利用者からの投資信託総合取引（以下「投信取引」といいます。）の申込に承諾していない場
合には、投信取引にかかるサービス・取引はご利用できません。また、当行の証券取引仲介サービス
を利用して証券取引を行うためには、利用者が、予め当行の提携する証券会社（以下「提携証券会
社」といいます。）において証券取引口座を開設していただく必要があります。証券取引仲介サービスを
利用して利用者が行う証券取引は、注文の申込の受付けを当行が行い、注文の受注、執行を各提
携証券会社が行います。さらに、本サービスを通じた個人年金保険にかかるご契約のお申込は当行
が募集代理店としてこれを取り扱い、当行が別途代理店委託契約を締結した保険会社（以下「引受
保険会社」といいます。）における保険契約引受の決定がなされると、利用者と引受保険会社との間に
保険契約が締結されることになります。さらに、カードローン取引を行うためには、当行の承諾を得て、カ
ードローン専用口座を開設していただく必要があります。

（１）照会サービス
①口座照会
利用者のパワーフレックス口座（カードローン専用口座を含み、以下「利用口座」といいます。）に関
する残高照会、入出金明細照会等の当行所定の各種照会
②レート照会
当行所定の外国為替相場、普通預金利率、定期預金利率等の照会
③投信残高照会
投資信託受益権および投資信託受益証券（以下「受益権等」といいます。）の振替決済口座残高
および保護預り残高照会、投信取引明細照会等の当行所定の各種照会

（２）資金移動取引
①振替取引
利用口座の円普通預金または外貨普通預金から資金を引き落として、同口座の円普通預金もし
くは外貨普通預金に入金する取引または当行内の利用口座以外の円普通預金に入金する取
引（以下「振替取引」といいます。）。ただし、外貨普通預金から他の外貨普通預金への振替は、
当行所定の外貨間取引対象通貨間の取引に限ります。
②定期預金入金取引
利用口座の円普通預金または外貨普通預金から資金を引き落として、同口座の円貨定期預金
または外貨定期預金に入金する取引（以下「定期預金入金取引」といいます。）。ただし、外貨定
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本サービスにおける資金移動取引（カードローン借入取引およびカードローン返済取引を含みます。
以下本条において同じ。）の依頼は、利用者がコンピュータ端末より入力し、第８条における本人確認
手続を経た後に、当行所定の方法で依頼する取引の内容を正確に入力し、当行に伝達されること
で行われるものとします。

（２）依頼内容の確認
当行が資金移動取引の依頼を受付けた場合、その依頼内容を画面上に表示しますので、利用者
は、その内容が正しい場合には、当行が画面上で指定する方法により確認した旨を当行に回答して
ください。

（３）依頼内容の確定
①前項（２）の回答が当行に到達した時点で、その依頼内容が確定したものとします。
②振替取引、定期預金入金取引、2週間満期預金入金取引、特別預金振替取引、カードローン
借入取引およびカードローン返済取引については、前項（２）の回答が到達した当日付で払戻しお
よび入金の手続きを行います。ただし、同一口座内の振替を除く振替取引においては当行所定
の当日処理受付時限を過ぎて到達したときには、入金のみ翌営業日（全銀内国為替システム稼
動日に限ります。）の手続きとなります。その場合、到達日に引き落とした資金には付利しません。
③振込取引については、前項（２）の回答が当行所定の当日処理受付時間内に当行に到達した場
合には、当日付で振込の手続きを行ないます。また、前項（２）の回答が所定の当日処理受付時限
を過ぎて当行に到達した場合には、翌営業日（全銀内国為替システム稼動日に限ります。）付で振
込通知の発信を行ないます。その場合、到達日に引き落とした資金には付利しません。
④資金移動取引については、その依頼内容が確定した後に依頼の取消・変更はできません。ただし、
入金先が利用口座以外の当行内口座の場合、または振込取引において当行の送金処理前で
ある場合には、依頼の取消が可能です。なお、本サービスでは組戻手続はできません。

（４）資金および振込手数料の引き落とし
①資金移動取引において、利用口座からの資金および振込手数料の引き落としは、払戻請求書・
カード等の提出を要することなく自動引き落としできるものとします。
②前①における資金および振込手数料の引き落としは、振込取引の手続が翌営業日付で行われ
る場合においても利用者が依頼した日に行ないます。

（５）資金の返却
振込取引において、送金先の銀行で受取人口座へ入金できず資金が返却された場合には、当行
は利用者より組戻しの依頼を受けることなく、返却された資金から組戻し手数料等を差し引いた後、
振込の出金をした利用口座の円普通預金にその資金を入金します。これにより利用者に生じた損害
については、当行は責任を負いません。また、当行より振込手数料等の返却はいたしません。

１３．投信取引の依頼・受付・成立・取消・変更
（１）投信取引の依頼方法
本サービスにおける投信取引の依頼は、利用者がコンピュータ端末より入力し、第８条による本人確
認手続を経た後に、当行所定の方法で依頼する取引の内容を正確に入力し当行に伝達されること
で、行われるものとします。

（２）依頼内容の確認
当行が投信取引の依頼を受付けた場合、その依頼内容を画面上に表示しますので、利用者は、
その内容が正しい場合には、当行が画面上で指定する方法により確認した旨を当行に回答して
ください。

（３）依頼内容の確定
①前項（２）の回答が当行に到達した時点で、その依頼内容が確定したものとします。
②設定注文およびスイッチング（乗換）において、あらかじめ利用者から提出を受けた当行所定の書
類に基づき、当行が利用者からの注文の取次ぎを依頼された取扱商品を販売すべきでないと判
断したときは、当行はその依頼をお断りすることがあります。
③投信取引における各注文の効力の発生は、当行の投資信託総合取引約款（以下「総合取引約
款」といいます。）の定めによります。
④投信取引の依頼が受け付けられた場合には、利用者からの注文の取消しまたは変更は受け付け
ません。ただし、当行所定の時限までに当行コールセンターへのご連絡その他当行所定の方法
により利用者から取消しまたは変更の依頼があった場合はこの限りではありません。

（４）取次ぎの停止
当行は、総合取引約款に定める事由のほか、次に掲げる事由のいずれかがあるときは、各注文の取
次ぎを停止することができるものとします。
①設定注文において、預金残高が不足するなどの事由により、設定代金額または設定代金概算額
を預金決済口座から引き落とすことができないとき
②解約注文およびスイッチング（乗換）において、受益権等について仮差押え、差押え等の法的手
続があったとき
③その他、当行の責に帰すべからざる事由により、投信取引ができないとき

（５）取引内容の確認
①本サービスにおける投信取引を行った場合、当行は各注文の取引内容を通知するために、取引
報告書を当行所定の方法により利用者に送付しますので、取引内容をご確認ください。
②取引報告書に記載された取引内容にご不明な点があるとき、またはこれらの書面が届かないとき
は、当行コールセンターにご連絡ください。
③前号②の場合等において、利用者と当行との間で取引内容等に疑義が生じた場合は、当行の
電磁的記録等の内容を正当なものとして取扱います。

１４．証券取引の申込み・成立（証券取引仲介サービスの利用）
（１）証券取引の注文方法
証券取引仲介サービスにおける証券取引の注文申込の受付は、第８条による本人確認手続を経
た後に、証券取引仲介サービスにかかる注文申込内容を入力後、注文申込内容の確認の入力を
され、その入力内容を当行が受け付けた時点で行われるものとします。

（２）注文申込内容の確定
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なお、当行は、利用者に当行からの通知をすることなく、この利用手数料を変更する場合があり
ます。

６．利用限度額及び利用限度回数
１回あたりまたは１日あたりの取扱金額が当行所定の利用限度額または利用者の届け出た利用限度
額を超える取引ならびに一定期間あたりのサービス・取引の利用回数が当行所定の利用限度回数
を超える取引については、お取扱いできません。

７．パワーダイレクトパスワード等
本サービスは、当行の指示に従って、利用口座開設の際に利用者が登録した暗証番号（以下｢暗証
番号｣といいます。）、本サービスのために新たに登録した新生パワーダイレクト専用のパスワード（以下
｢パワーダイレクトパスワード｣といいます。）および利用口座開設の際に当行が発行し本サービスのため
に新たに登録された所定のセキュリティ・カード（以下「セキュリティ・カード」といいます。）に記載された文
字（番号あるい英文字）のうち当行の指定する欄に記載された文字など当行所定の事項を入力するこ
とにより、利用できるものとします。
なお、パワーダイレクトパスワードは、新生パワーダイレクトにおいて利用口座の口座番号、暗証番号
および生年月日など当行所定の事項を入力し、｢パワーダイレクトパスワード登録画面｣にてご登録の
うえご利用ください。
また、セキュリティ・カードは、新生パワーダイレクトにおいて利用口座の口座番号、暗証番号および生
年月日など当行所定の事項を入力し、「セキュリティ・カード番号登録画面」にてセキュリティ・カードの裏
面に記載されたセキュリティ・カード番号をご登録のうえご利用ください。

８．本人確認
（１）本サービスを利用するにあたり、利用者は、当行の指示に従って、新生パワーダイレクト画面上にて３
桁の店番号と７桁の口座番号からなる１０桁の番号（以下「口座番号」という）、４桁の暗証番号、パ
ワーダイレクトパスワードおよび当行がその都度指定するセキュリティ・カード裏面に記載されている指
定の欄の文字（以下「セキュリティ・カード指定記号」という）など当行所定の事項を、コンピュータ端
末より入力してください。入力された口座番号、暗証番号、パワーダイレクトパスワードおよびセキュリ
ティ・カード指定記号と当行で登録しているそれらの番号・文字とが各々一致したことを当行にて確認
した場合は、入力した者を利用者本人と見なし、サービス・取引の取扱いをいたします。

（２）当行所定の方法によりコンピュータ端末より入力された口座番号、暗証番号、パワーダイレクトパス
ワードおよびセキュリティ・カード指定記号と、当行に登録してある口座番号、暗証番号、パワーダイ
レクトパスワードおよびセキュリティ・カード指定記号との一致を確認して取り扱いましたうえは、これら
の番号・文字につき不正使用その他の事故があったとしても、そのために生じた損害については、当
行は責任を負いません。暗証番号、パワーダイレクトパスワードおよびセキュリティ・カードは利用者本
人の責任において厳重に管理し、他人に教えたり、紛失・盗難に遭うことがないよう十分に注意して
ください。暗証番号、パワーダイレクトパスワードまたはセキュリティ・カードが盗用された疑いがあると
きは、直ちに当行が「新生パワーコール」という名称で表記する電話番号により接続される電話セン
ター（以下「当行コールセンター」といいます。）にご連絡ください。

（３）暗証番号、パワーダイレクトパスワードおよびセキュリティ・カード指定記号の入力を所定の回数連続
して間違えた場合、本サービスの利用を停止します。本サービスの利用を再開するためには、暗証番
号、パワーダイレクトパスワードまたはセキュリティ・カードの変更あるいは利用停止解除手続を行って
ください。

（４）暗証番号を変更する場合または失念した場合には、取引店または当行コールセンターにご連絡くだ
さい。失念の場合には、当行が決定した暗証番号を郵送によりお知らせします。

（５）パワーダイレクトパスワードを変更する場合には、新生パワーダイレクト画面上にてお手続きください。
パワーダイレクトパスワードを失念した場合には、当行コールセンターにご連絡いただいた後、新生パ
ワーダイレクト画面上にて新たにご登録いただくことになります。

９．セキュリティ・カードの管理等
（１）セキュリティ・カードは他人に使用されないよう保管してください。セキュリティ・カードが、盗難、紛失等
により他人に使用されるおそれが生じた場合もしくは他人に使用されたことを認知した場合には、当
行コールセンターに申し出るなどすみやかに通知してください。この通知を受けたときは、直ちにパワー
フレックス取引共通規定８（２）に定める普通預金の払戻し停止などの措置を講じます。

（２）セキュリティ・カードの盗難にあった場合には、第１項に定める通知をしてください。
１０．盗難セキュリティ・カードによる払戻し等
本セキュリティ・カードの盗難により、他人に当該セキュリティ・カードを不正利用され生じた払戻しにつ
いては、当行はその損害についてなんらの補てん責任を負いません。セキュリティ・カードの管理につ
いては十分にご注意ください。

１１．不正利用に対する補償
（１）第８条第（２）項および第１０条の規定にかかわらず、本サービス（第１条第（１）項第③号（投信残高照
会）、第（３）項（投信取引）、第（４）項（証券取引仲介サービス）および第（５）項（個人年金保険募集
サービス）に規定するサービスならびにこれらのサービスにかかる第１条第（６）項に規定するサービス
（変更サービス）を除きます。）の不正利用により生じた払戻しまたは引き落としにより利用者に当該払
戻しまたは引き落としにかかる損害（手数料や利息を含みます。）が生じた場合には、当行は、利用者
からの請求により、当行所定の基準に従いその損害の全部または一部の額を補てんすることがあり
ます。

（２）前項にかかわらず、次のいずれかに該当する場合には、当行はいっさい補てんをしません。
①利用者が、不正利用に気づいた日から５０日（ただし、当行に通知することができないやむをえない事
情があることを利用者が証明した場合は、５０日にその事情が継続している期間を加えた日数としま
す。）を経過した日後に、当行に不正利用の事実についての通知を行った場合
②利用者の親族等による払戻しまたは引き落としの場合
③利用者が当行に虚偽の説明を行った場合
④戦争・暴動等の社会秩序の混乱に乗じてなされた場合

１２．資金移動取引の依頼・受付・成立
（１）資金移動取引の依頼方法
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（１）個人年金保険契約の申込方法
個人年金保険募集サービスにおける個人年金保険契約の申込の受付は、第８条による本人確認
手続を経た後に、ご希望の保険契約申込内容等をご入力・ご登録後、別途、当行または引受保険
会社が定める所定の手続きを完了し、当行所定の方法により保険料の振込みを行い、当該保険
料が引受保険会社の保険料口座に入金された時点で、完了したものとします。なお、保険契約申
込内容をご登録いただいた日以降一定期間内に当該保険料の入金がなされない場合には、保険
契約申込内容の登録は無効となります。

（２）保険契約の成立
①前項（１）所定の手続により申込が完了した後、引受保険会社が当該申し込まれた保険契約の
引受を承諾した時点で保険契約が成立したものといたします。かかる保険契約成立後、引受保
険会社から生命保険証券等が送付されます。
②引受保険会社が定める約款、その他の規則等（本規定において「個人年金保険契約約款等」と
いいます。）に定める保険契約引受不可の事由に該当する場合には、引受保険会社は前号①の
引受をしません。引受をしないことにより利用者に不利益が生じたとしても、当行・引受保険会社
はその責を負わないものとします。
③利用者が、個人年金保険募集サービスを利用して行った個人年金保険契約の申込の取消しま
たは変更は、前項（１）所定の申込が完了する前に限り行うことができるものとします。

（３）保険契約成立前の免責・保険契約上の責任の始期
当行は、第（２）項所定の手続により保険契約が成立する前においては、その事由の如何を問わず、
保険契約が成立しないことにより利用者が損害、損失、その他の不利益を被ったと主張したとしても、
利用者に対して責任を負わないものとします。また、お申込みいただいた保険契約の引受を引受保
険会社が承諾した場合には、引受保険会社は保険料の払込みと利用者による告知が共に完了し
た時から保険契約上の責任を負います。

（４）個人年金保険募集サービスの停止
①当行は、個人年金保険契約約款等に定める事由、通信回線、通信機器またはコンピュータシス
テム機器等の障害、瑕疵の発生、その他、当行の責に帰すべからざる事由により個人年金保険
募集サービスを提供することができないときは、当行の裁量により個人年金保険募集サービスを停
止することができるものとします。
②前号①の場合、当行は、新生パワーダイレクト以外の手段を用いて個人年金保険募集サービス
を利用者に対して提供する義務も負わないものとします。
③第①号により当行が個人年金保険募集サービスを停止した場合、これにより利用者が不利益を
被ったとしても、当行はその責を負わないものとします。

（５）個人年金保険契約内容等の確認
①利用者が個人年金保険募集サービスを利用して個人年金保険契約の締結を行った場合、その
後契約内容の照会や積立金の移転等は、引受保険会社を通じて行うものとします。
②前号①の内容、その操作方法等にご不明な点があるとき、またはこれらの情報が閲覧できないと
きは、引受保険会社までご連絡ください。

１７．照会サービスおよび変更サービスの依頼・受付・成立
（１）依頼方法
本サービスにおける照会サービスおよび変更サービスの依頼は、利用者がコンピュータ端末より入力
し、第８条による本人確認手続を経た後に、当行所定の方法で照会内容または変更内容を正確に
入力し当行に伝達されることで、行われるものとします。

（２）依頼内容の確定
照会サービスおよび変更サービスでは、前（１）項により依頼内容が当行に伝達されたことをもって依
頼内容が確定したものとし、当行所定の方法により回答・案内をいたします。

１８．取引の制限
本サービス画面に表示するサービス・取引以外のサービス・取引は、本サービスではご利用できませ
ん。例えば、以下に掲げる投信の各取扱いはできませんのでご注意ください。なお、本サービスで提
供するサービス・取引の変更等のため一時的に一部のサービス・取引を制限することがあります。
①振替決済口座または保護預り口座の解約
②受益権の振替、受益証券の受入、返還
③償還乗換優遇
④買取申込み
⑤老人等の少額預貯金等の利子所得等の非課税制度（マル優制度）に関する非課税貯蓄申込
書等の提出受付
⑥受益権等への質権設定
⑦特別解約

１９．免責事項
（１）当行は、端末を通じて当行が受信した利用者の依頼についてのみ責任を負うものとします。また、パ
ワーフレックス取引共通規定に定める免責事由のほか、次に掲げる事由により生じた損害について
は、当行は責任を負いません。
①通信機器・回線の故障および電話不通等通信手段の障害により、本サービスが遅延しまたは不
能になった場合あるいは当行が送信した情報等に誤謬・脱漏等が生じた場合。
②電話回線・専用電話回線などの通信経路において盗聴がなされたことにより、契約者のパスワー
ド、取引情報等が漏洩した場合。
③アクセスプロバイダーや閲覧ソフトにより、本サービスが遅延しまたは不能になった場合あるいは当
行が送信した情報等に誤謬・脱漏等が生じた場合。
④コンピュータウィルスおよびその関連の障害が生じた場合。
⑤利用者の故意または過失による場合など、当行の責めに帰すべからざる事由により、利用者のコ
ンピュータ端末、利用者が受信した情報・ソフトウェア等に障害が生じた場合。
⑥海外市場の休場により投信取引が遅延しまたは不能になった場合
⑦投資信託委託会社に対する認可の取消しその他の行政処分、手形交換所の取引停止処分、
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①前項（１）における確認の入力内容を当行が受け付けた時点で、その注文申込内容が確定したも
のとし、注文申込内容が提携証券会社に伝達された時点をもって、提携証券会社による受注と
します。
②各提携証券会社が証券取引仲介サービス用に定める約款、その他の規則等（本規定において
「証券取引約款等」といいます。）に定める事由に該当する場合には、提携証券会社は前号①の
受注をしません。受注をしないことにより利用者に不利益が生じたとしても、当行・提携証券会社
はその責を負わないものとします。
③利用者が、証券取引仲介サービスを利用して行った証券取引の注文申込の取消しまたは変更は、
当該取引注文が未約定で、かつ、提携証券会社が定める商品・時間内に限り、当該提携証券
会社の定める方法により行うことができるものとします。

（３）注文申込受付完了前の免責
当行は、第（１）項に定める注文申込の受付が完了する前においては、その事由の如何を問わず、注
文申込の受付が完了しないことにより利用者が損害、損失、その他の不利益を被ったと主張したと
しても、利用者に対して責任を負わないものとします。

（４）証券取引仲介サービスの停止
①当行は、証券取引約款等に定める事由、通信回線、通信機器またはコンピュータシステム機器等
の障害、瑕疵の発生、その他、当行の責に帰すべからざる事由により証券取引仲介サービスを提
供することができないときは、当行の裁量により証券取引仲介サービスを停止することができるもの
とします。
②前号①の場合、当行は、新生パワーダイレクト以外の手段を用いて証券取引仲介サービスを利
用者に対して提供する義務も負わないものとします。
③第①号により当行が証券取引仲介サービスを停止した場合、これにより利用者が不利益を被っ
たとしても、当行はその責を負わないものとします。

（５）個人情報の取扱い
当行および各提携証券会社は、利用者が証券取引仲介サービスを利用するにあたり、証券取引を
遂行または管理するにあたって必要な範囲内で、当行または各提携証券会社が保有する利用者の
個人情報（証券取引に関する情報等を含みます。）を、適切な保護措置を講じた上で相互に提供す
るものとします。

（６）証券取引仲介サービスにかかるお取扱い内容・手数料
証券取引仲介サービスは、各提携証券会社のみでのお取扱い内容・手数料体系等とは異なる場
合があります。

（７）取引内容等の確認
①利用者が証券取引仲介サービスにおいて取引を行った場合、各提携証券会社から、取引の内
容に関する取引報告書や取引残高報告書等が、送付されまたは閲覧可能な状態に置かれます
ので、内容をご確認ください。
②前号①の書面の内容にご不明な点があるとき、またはこれらの書面が届かないもしくは閲覧できな
いときは、各提携証券会社のコールセンター等にご連絡ください。
③前号②の場合等において、利用者と当行・各提携証券会社との間で取引内容等に疑義が生じ
た場合は、当行・各提携証券会社の電磁的記録、その他の記録内容を正確なものとして取り扱
います。

１５．証券取引仲介サービスにかかる資金移転サービスの依頼・受付・成立
（１）資金移転サービスの依頼方法
証券取引仲介サービスにかかる資金移転サービスの依頼は、利用者がコンピュータ端末より入力し、
第８条における本人確認手続を経た後に、当行所定の方法で依頼する取引の内容を正確に入力
し、当行に伝達されることで行われるものとします。

（２）依頼内容の確認
当行が資金の移転サービスの依頼を受付けた場合、その依頼内容を画面上に表示しますので、利
用者は、その内容が正しい場合には、当行が画面上で指定する方法により確認した旨を当行に回
答してください。

（３）依頼内容の確定
①前項（２）の回答が当行に到達した時点で、その依頼内容が確定したものとします。
②（i）利用口座から証券取引口座への資金移転サービスについては、前項（２）の回答が当行に到

達した当日付で利用口座からの払戻しおよび証券取引口座への入金の手続きを行います。た
だし、当行所定の当日処理受付時限を過ぎて到達したときには、入金のみ翌営業日の手続き
となります。その場合、引き落とした資金には付利しません。

（ii）証券取引口座から利用口座への資金移転サービスについては前号①により確定した依頼内
容が提携証券会社に伝達された時点をもって、提携証券会社の受付とします。当行は、提携
証券会社からの利用口座への入金が確認されるまでの間は、かかる入金額に対して付利しな
いものとします。

③資金移転サービスについては、その依頼内容が確定した後に依頼の取消・変更はできません。当
行の処理前である場合に限り、依頼の取消が可能です。なお、資金移転サービスでは組戻手続
はできません。

（４）資金の引き落とし
①資金移転サービスにおいて、利用口座からの資金の引き落としは、払戻請求書・カード等の提出
を要することなく自動引き落としできるものとします。
②前号①における引き落としは、資金移転サービスの手続が翌営業日付で行われる場合において
も利用者が依頼した日に行ないます。

（５）資金の返却
資金移転サービスにおいて、理由の如何を問わず、証券取引口座への入金ができず資金が返却さ
れた場合には、当行は利用者より依頼を受けることなく、出金をした利用口座の円普通預金にその
資金を入金します。これにより利用者に生じた損害については、当行は責任を負いません。

１６．個人年金保険契約の申込・成立（個人年金保険募集サービスの利用）
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②レート照会
当行所定の外国為替相場、普通預金利率、定期預金利率等の照会
③投信残高照会
投資信託受益権および投資信託受益証券の振替決済口座残高および保護預り残高照会、投
信取引明細照会等の当行所定の各種照会

（２）資金移動取引
①振替取引
利用口座の円普通預金または外貨普通預金から資金を引き落として、同口座の円普通預金もし
くは外貨普通預金に入金する取引または当行内の利用口座以外の円普通預金に入金する取
引（ただし、外貨普通預金から他の外貨普通預金への振替は、当行所定の外貨間取引対象通
貨間の取引に限ります。）（以下「振替取引」といいます。）
②定期預金入金取引
利用口座の円普通預金または外貨普通預金から資金を引き落として、同口座の円貨定期預金
に入金する取引（以下「定期預金入金取引」といいます。）。
③振込取引
利用口座の円普通預金から資金を引き落として、国内の他の金融機関の口座に振込通知の発
信を行う取引（以下「振込取引」といいます。）
④特別預金振替取引
利用口座の円普通預金から資金を引き落として同口座の特別預金へ入金する取引または利用
口座の特別預金から資金を引き落として同口座の円普通預金に入金する取引（以下「特別預金
振替取引」といいます。）

（３）変更サービス
当行および提携先の現金自動預入払出兼用機および現金自動支払機による１日あたりの払戻限
度額の変更手続など当行所定の変更手続を行うサービス。

（４）カードローン取引
利用口座のカードローン専用口座から借入れ同口座の円普通預金に入金する取引（以下「カードロ
ーン借入取引」といいます。）、または利用口座の円普通預金から資金を引き落として同口座のカード
ローン専用口座に入金する取引（以下「カードローン返済取引」といいます。）

２．自己責任の原則
本サービスの利用にあたっては、この規定および関連する規定（取扱商品にかかる契約締結前交付
書面その他の書類等を含みます。）の内容を十分に理解し、利用者自らの判断と責任において取引を
行ってください。

３．使用できる機器
本サービスを利用するに際して使用できる携帯端末の種類は、当行所定の携帯電話機に限ります。

４．本サービスの利用時間
本サービスの利用時間は、当行所定の時間内とし、各サービス・取引により異なることがあります。た
だし、システムメンテナンス・障害等のやむをえない場合に、当行は、利用者に通知をすることなく、利
用時間を変更することがあります。

５．本サービスの利用手数料
本サービスを利用するには、当行所定の手数料をお支払いいただきます。この手数料は、払戻請求
書・カード等の提出を利用者に求めることなく、利用口座の円普通預金から、当行所定の日に自動的
に引き落とします。なお、当行は、利用者に通知をすることなく、この利用手数料を変更する場合があ
ります。

６．利用限度額および利用限度回数
１回あたりまたは１日あたりの取扱金額が当行所定の利用限度額または利用者の届け出た利用限度
額を超える取引ならびに一定期間あたりのサービス・取引の利用回数が当行所定の利用限度回数
を超える取引については、お取扱いできません。

７．本サービスの利用方法
（１）携帯端末の最大登録台数の入力
コンピュータ端末を利用し、当行の指示に従って、新生パワーダイレクトの「お客さまサポート」「モバイ
ルバンキング登録・解除」画面において、本サービスを利用するために必要とする携帯端末の最大登
録台数（当行所定の台数まで入力できるものとします。）など当行所定の事項を入力してください。な
お、第三者による不正利用等を回避するため、携帯端末の最大登録台数を入力するにあたっては、
必要最小限の数を入力するようにしてください。

（２）１台目の携帯端末の登録
新生パワーダイレクトにおいて入力された携帯端末の最大登録台数が１以上である場合には、携帯
端末を登録することができます。ただし、携帯端末の設定等によってユーザID（第②号に定義します。）
が当行に通知されない場合には、当該携帯端末を登録することができません。この場合、携帯電話
事業者所定の方法に従い、ユーザIDを通知するように携帯端末の設定等を変更したうえで、携帯端
末を登録してください。
①本サービスに利用する携帯端末の電話番号およびモバイルバンキングパスワードの登録
本サービスに利用する携帯端末を用いて本サービス専用画面にアクセスし、当行の指示に従って、
｢ログイン（初回設定）｣画面において、利用口座の口座番号、利用口座開設の際に利用者が登
録した暗証番号（以下「暗証番号」といいます。）、新生パワーダイレクトのために利用者が登録した
新生パワーダイレクト専用のパスワード（以下「パワーダイレクトパスワード」といいます。）および利用
口座開設の際に当行が発行し新生パワーダイレクトのために登録された所定のセキュリティ・カー
ド（以下「セキュリティ・カード」といいます。）裏面に記載された文字（番号あるいは英文字）のうち当
行がその都度指定する欄に記載された文字（以下「セキュリティ・カード指定記号」といいます。）など
当行所定の事項を入力し、本サービスに利用する携帯端末の電話番号および本サービスのため
の専用パスワード（以下｢モバイルバンキングパスワード｣といいます。）を登録してください。
②ユーザIDの登録
当行は、新生パワーダイレクトにおいて入力された携帯端末の最大登録台数の範囲内で、第①
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または支払の停止もしくは破産手続開始、民事再生手続開始、特別清算手続開始等の法的倒
産手続開始の申立てがあったことにより、投信取引が遅延しまたは不能になった場合
⑧証券取引所のシステム障害により投信取引が遅延しまたは不能になった場合

（２）利用者が住所変更の届出を怠る等の事由により、日本国外で本規定に基づく諸取引に係る取引
を行った場合、それらの行為はすべて日本国内において行ったものとし、日本法のみを準拠法としま
す。利用者が日本国外において、または日本国外から本契約に基づく諸取引を行ったことにより生じ
た損害について、当行は一切責任を負いません。

２０．解約等
（１）利用口座が解約された場合、本サービスも解約されたものとみなします。この場合、すみやかに利用
者においてセキュリティ・カードを破棄してください。

（２）利用者に以下の各号の事由が一つでも生じたときは、当行からの通知等がなくても、当行はいつで
も本サービスを停止できるものとします。
①支払いの停止または破産手続開始、民事再生手続開始の申立てがあったとき
②利用者の預金その他の当行に対する債権に対して仮差押通知、保全差押、または差押命令通
知が発送されたとき
③相続の開始があったとき
④住所変更の届出を怠るなどにより、当行において利用者の所在が明らかでなくなったとき
⑤利用者が海外に勤務することとなったとき、または海外へ半年以上出国することとなったとき
⑥その他当行が本サービスの停止を必要とする相当の事由が生じたとき

（３）次の場合には、本サービスの利用を停止することがあります。この場合、当行の窓口において当行
所定の本人確認書類の提示を受け、当行が本人であることを確認できたときに停止を解除します。
①セキュリティ・カードを譲渡、質入または貸与した場合
②セキュリティ・カードが盗難、紛失等により不正に使用されるおそれがあると当行が判断した場合

２１．規定の変更
（１）法令の変更、監督官庁の指示、金融情勢の変化その他の理由によりこの規定を変更する必要が
あるときは、当行は、変更内容について店頭掲示等適宜の方法で告知することにより、これを変更
できるものとします。

（２）前項にかかわらず、当行は、前項の方法で告知のうえ、第１１条の規定に基づく補てんの実施を任意
に廃止し、またはその補てんの内容を変更できるものとします。

２２．規定の準用
（１）この規定に定めのない事項のうち、届出事項の変更、免責事由、準拠法、管轄、規定の変更など
パワーフレックス取引共通の取扱いについては、当行の｢パワーフレックス取引共通規定｣により取
扱います。

（２）振替取引、定期預金入金取引、2週間満期預金入金取引および特別預金振替取引に関して、こ
の規定の定めのない事項については、当行の「パワーフレックス口座円貨預金規定」「パワーフレッ
クス口座外貨預金規定」により取扱います。

（３）振込取引に関して、この規定に定めのない事項については、当行の「振込規定（個人用）」により取
扱います。

（４）投信取引に関して、この規定に定めのない事項については、当行の「投資信託総合取引約款（パワ
ーフレックス用）」、「外国証券取引口座約款（パワーフレックス用）」および各投資信託の累積投資
約款により取扱います。

（５）カードローン取引に関して、この規定に定めのない事項については、当行の「スマートカードローン規
定」により取扱います。

（６）証券取引約款等の適用
証券取引仲介サービスにおいて利用者が行う証券取引（その前提となる口座開設、本人確認、資
金移転サービス、その他証券取引に付随する取引を含みます。）の申込、受注、執行、事後管理など
に関しては、本規定のほか、証券取引約款等の定めるところに従うものとします。

（７）個人年金保険契約約款等の適用
個人年金保険募集サービスにおいて利用者が締結する個人年金保険契約の申込、査定、承諾、
成立、保全・管理などに関しては、本規定のほか、当該個人年金保険商品の個人年金保険契約約
款等の定めるところに従うものとします。

以　上

新生モバイルバンキング取引規定

この規定は、パワーフレックス取引およびコンピュータ端末を用いた新生パワーダイレクトをご利用される
お客さま（以下「利用者」といいます。）が、携帯端末を利用してインターネットにより新生モバイルバンキング
を利用される場合の当行の取扱いを記載したものです。なお、新生モバイルバンキングは日本国内に居
住する個人の方のみがご利用できます。

１．新生モバイルバンキングのサービス内容
新生モバイルバンキング（以下「本サービス」といいます。）は、利用者ご本人が、携帯端末を用いた依
頼により、次のモバイルバンキングサービス・取引を行う場合に利用できるものとします。なお、新生パ
ワーダイレクトにおいてご利用いただけるサービス・取引のうち、本サービスではご利用いただけないもの
がありますので、ご注意ください。また、本サービスで提供するサービス・取引の変更等のため一時的に
当該サービス・取引の一部を制限することがあります。

（１）照会サービス
①口座照会
利用者のパワーフレックス口座（カードローン専用口座を含み、以下「利用口座」といいます。）に関
する残高照会、入出金明細照会等の当行所定の各種照会
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合）、または（b）使用する携帯端末のユーザIDと当行に登録してある登録携帯端末のユーザIDと
が一致したこと（第（３）項および第（４）項の場合）を当行にて確認し、かつ、当該携帯端末より入力
された（イ）利用口座の口座番号、暗証番号、パワーダイレクトパスワードおよびセキュリティ・カード
指定記号（第（１）項および第（４）項の場合）、（ロ）利用口座の口座番号、暗証番号、パワーダイレ
クトパスワード、モバイルバンキングパスワードおよびセキュリティ・カード指定記号（第（２）項の場合）、
または（ハ）モバイルバンキングパスワードおよびセキュリティ・カード指定記号（第（３）項の場合）と、
当行に登録してあるそれらの番号・文字とが各々一致したことを当行にて確認して取り扱いました
うえは、これらの携帯端末・番号・文字につき不正使用その他の事故があったとしても、そのために
生じた損害については、当行は責任を負いません。

②登録携帯端末、暗証番号、パワーダイレクトパスワード、モバイルバンキングパスワードおよびセキ
ュリティ・カードは利用者本人の責任において厳重に管理し、他人に教えたり、譲渡もしくは貸与し
たり、紛失・盗難に遭うことがないよう十分に注意してください。
③登録携帯端末、暗証番号、パワーダイレクトパスワード、モバイルバンキングパスワードまたはセキ
ュリティ・カードを紛失し、またはこれらが盗用された疑いがあるときは、直ちに当行が「新生パワーコ
ール」という名称で表記する電話番号により接続される電話センター（以下「当行コールセンター」
といいます。）にご連絡ください。

（６）モバイルバンキングパスワードの入力を当行所定の回数連続して間違えた場合には、本サービスの
利用を停止します。本サービスの利用を再開するためには、当行コールセンターに連絡のうえ、当行
所定の方法に従って、モバイルバンキングパスワードの利用停止解除手続を行ってください。

（７）セキュリティ・カード指定記号の入力を当行所定の回数連続して間違えた場合には、本サービスおよ
び新生パワーダイレクトのサービスの利用を停止します。本サービスおよび新生パワーダイレクトのサ
ービスの利用を再開するためには、当行コールセンターに連絡のうえ、当行所定の方法に従って、セ
キュリティ・カードの利用停止解除手続を行ってください。

（８）本サービスを利用する際に、利用口座の口座番号、暗証番号またはパワーダイレクトパスワードのい
ずれかを当行所定の回数連続して間違えた場合には、本サービスのうち、利用口座の口座番号、
暗証番号またはパワーダイレクトパスワードのいずれかの入力が必要となるサービスの利用を停止し
ます（ただし、新生パワーダイレクトのサービスの利用は停止されません。また、本サービスのうちこれ
らの番号・文字のいずれの入力も必要でないサービスの利用は停止されません。）。当該サービスの
利用を再開するためには、当行コールセンターに連絡のうえ、当行所定の方法に従って、本サービス
を利用する際の利用口座の口座番号、暗証番号およびパワーダイレクトパスワードの利用停止解
除手続を行ってください。

９．不正利用に対する補償
（１）第８条第（５）項第①号の規定にかかわらず、本サービス（第１条第（１）項第③号に規定するサービス
（投信残高照会）を除きます。）の不正利用により生じた払戻しまたは引き落としにより利用者に当該
払戻しまたは引き落としにかかる損害（手数料や利息を含みます。）が生じた場合には、当行は、利用
者からの請求により、当行所定の基準に従いその損害の全部または一部の額を補てんすることがあ
ります。

（２）前項にかかわらず、次のいずれかに該当する場合には、当行はいっさい補てんをしません。
①利用者が、不正利用に気づいた日から５０日（ただし、当行に通知することができないやむをえない事
情があることを利用者が証明した場合は、５０日にその事情が継続している期間を加えた日数としま
す。）を経過した日後に、当行に不正利用の事実についての通知を行った場合
②利用者の親族等による払戻しまたは引き落としの場合
③利用者が当行に虚偽の説明を行った場合
④戦争・暴動等の社会秩序の混乱に乗じてなされた場合

１０．資金移動取引の依頼・受付・成立
（１）資金移動取引の依頼方法
本サービスにおける資金移動取引（カードローン借入取引およびカードローン返済取引を含みます。
以下本条において同じ。）の依頼は、利用者がコンピュータ端末より入力し、第８条における本人確認
手続を経た後に、当行所定の方法で依頼する取引の内容を正確に入力し、当行に伝達されること
で行われるものとします。

（２）依頼内容の確認
当行が資金移動取引の依頼を受付けた場合、その依頼内容を画面上に表示しますので、利用者
は、その内容が正しい場合には、当行が画面上で指定する方法により確認した旨を当行に回答して
ください。

（３）依頼内容の確定
①第（２）項の回答が当行に到達した時点で、その依頼内容が確定したものとします。
②振替取引、定期預金入金取引、特別預金振替取引、カードローン借入取引およびカードローン
返済取引については、第（２）項の回答が到達した当日付で払戻および入金の手続を行います。た
だし、同一口座内の振替を除く振替取引においては当行所定の当日処理受付時限を過ぎて到
達したときには、入金のみ翌営業日（全銀内国為替システム稼働日に限ります。）の手続となります。
その場合、到達日に引き落とした資金には付利しません。
③振込取引については、第（２）項の回答が当行所定の当日処理受付時間内に当行に到達した場
合には、当日付で振込の手続を行います。また、第（２）項の回答が当行所定の当日処理受付時
限を過ぎて当行に到達した場合には、翌営業日（全銀内国為替システム稼動日に限ります。）付で
振込通知の発信を行います。その場合、到達日に引き落とした資金には付利しません。
④資金移動取引については、その依頼内容が確定した後に依頼の取消・変更はできません。ただし、
入金先が利用口座以外の当行内口座の場合、または振込取引において当行の送金処理前で
ある場合には、依頼の取消が可能です。なお、本サービスでは組戻手続はできません。

（４）資金および振込手数料の引落し
①資金移動取引において、利用口座からの資金および振込手数料の引落しは、払戻請求書・カー
ド等の提出を要することなく自動引落ができるものとします。
②前号における資金および振込手数料の引落しは、振込取引の手続が翌営業日付で行われる場
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号の手続の際に使用された携帯端末が本サービスに利用する携帯端末として登録されたものと
みなし、当該携帯端末のユーザID（携帯電話事業者によって携帯端末ごとに割り振られるID。以
下「ユーザID」といいます。）を第①号の情報と結び付けて自動的に登録します（かかる登録がなされ、
かつ登録解除がなされていない携帯端末を以下「登録携帯端末」といい、新生パワーダイレクトに
おいて入力された携帯端末の最大登録台数から登録携帯端末の台数を差し引いた数を以下
「携帯端末の空枠数」といいます。）。

（３）２台目以降の携帯端末の登録
第（２）項による登録携帯端末の登録後において、携帯端末の空枠数が１以上である場合には、携
帯端末の空枠数の範囲内で、２台目以降の携帯端末を登録することができます。ただし、携帯端末
の設定等によってユーザIDが当行に通知されない場合には、当該携帯端末を登録することができま
せん。この場合、携帯電話事業者所定の方法に従い、ユーザIDを通知するように携帯端末の設定
等を変更したうえで、携帯端末を登録してください。
①本サービスに利用する携帯端末の電話番号の登録
本サービスに利用する携帯端末を用いて本サービス専用画面にアクセスし、当行の指示に従って、
｢ログイン（初回設定）｣画面において、利用口座の口座番号、暗証番号、パワーダイレクトパスワ
ード、モバイルバンキングパスワードおよびセキュリティ・カード指定記号など当行所定の事項を入
力し、本サービスに利用する携帯端末の電話番号を登録してください。
②ユーザIDの登録
当行は、携帯端末の空枠数の範囲内で、第①号の手続の際に使用された携帯端末が本サービ
スに利用する携帯端末として登録されたものとみなし、当該携帯端末のユーザIDを第①号の情報
と結び付けて自動的に登録します。

（４）登録携帯端末による利用（通常ログイン）
①登録携帯端末を用いて本サービス専用画面にアクセスし、当行の指示に従って、「ログイン」画面
において、モバイルバンキングパスワードおよびセキュリティ・カード指定記号など当行所定の事項
を入力する（以下「通常ログイン」といいます。）ことにより、本サービスを利用できるものとします。ただ
し、携帯端末の設定等によってユーザIDが当行に通知されない場合には、本サービスを利用する
ことができません。
②モバイルバンキングパスワードを変更する場合には、通常ログイン後、当行の指示に従って、｢お客
さまサポート｣画面において、現在のモバイルバンキングパスワードおよび新しいモバイルバンキング
パスワードを入力し、新しいモバイルバンキングパスワードを登録してください。
③本サービスを利用して第１条に定めるサービス・取引のうち当行所定のサービス・取引を行う際に
は、その都度、当行の指示に従って、セキュリティ・カード指定記号など当行所定の事項を入力し
てください。

（５）モバイルバンキングパスワードを失念した場合の変更
モバイルバンキングパスワードを失念した場合には、登録携帯端末を用いて本サービス専用画面に
アクセスし、当行の指示に従って、｢ログイン｣画面の「パスワード再設定」画面において、利用口座の
口座番号、暗証番号、パワーダイレクトパスワードおよびセキュリティ・カード指定記号など当行所定
の事項を入力し、新しいモバイルバンキングパスワードを登録してください。ただし、携帯端末の設定
等によってユーザIDが当行に通知されない場合には、本サービスを利用することができません。

（６）登録携帯端末の登録解除および携帯端末の最大登録台数の変更
登録携帯端末を登録解除する場合には、コンピュータ端末を利用し、当行の指示に従って、新生パ
ワーダイレクトの「お客さまサポート」「モバイルバンキング登録・解除」画面において、登録解除の対
象となる登録携帯端末の電話番号を選択し登録を解除してください。また、本サービスを利用する携
帯端末の最大登録台数を変更する場合には、コンピュータ端末を利用し、当行の指示に従って、新
生パワーダイレクトの「お客さまサポート」「モバイルバンキング登録・解除」画面において、登録携帯
端末の台数を下回らない範囲内で最大登録台数を登録し直してください。

（７）登録携帯端末の電話番号の変更など、携帯電話事業者所定の事由が生じた場合には、ユーザID
が変更されることがあります。この場合、当該携帯端末を用いて本サービスを利用するためには、登
録携帯端末の登録解除および携帯端末の登録等の手続を行う必要があります。

８．本人確認手続
（１）１台目の携帯端末の登録時
携帯端末の空枠数が１以上であることを当行にて確認し、かつ、携帯端末より入力された利用口座
の口座番号、暗証番号、パワーダイレクトパスワードおよびセキュリティ・カード指定記号と当行に登
録してあるそれらの番号・文字とが各々一致したことを当行にて確認した場合は、入力した者を利用
者本人とみなし、本サービスの取扱いをいたします。

（２）２台目以降の携帯端末の登録時
携帯端末の空枠数が１以上であることを当行にて確認し、かつ、携帯端末より入力された利用口座
の口座番号、暗証番号、パワーダイレクトパスワード、モバイルバンキングパスワードおよびセキュリテ
ィ・カード指定記号と当行に登録してあるそれらの番号・文字とが各々一致したことを当行にて確認し
た場合は、入力した者を利用者本人とみなし、本サービスの取扱いをいたします。

（３）登録携帯端末による利用（通常ログイン）時
使用する携帯端末のユーザIDと当行に登録してある登録携帯端末のユーザIDとが一致したことを
当行にて確認し、かつ、当該携帯端末より入力されたモバイルバンキングパスワードおよびセキュリテ
ィ・カード指定記号と当行に登録してあるそれらの番号・文字とが各々一致したことを当行にて確認し
た場合は、入力した者を利用者本人とみなし、本サービスの取扱いをいたします。

（４）モバイルバンキングパスワードを失念した場合の変更時
使用する携帯端末のユーザIDと当行に登録してある登録携帯端末のユーザIDとが一致したことを
当行にて確認し、かつ、当該携帯端末より入力された利用口座の口座番号、暗証番号、パワーダ
イレクトパスワードおよびセキュリティ・カード指定記号と当行に登録してあるそれらの番号・文字とが
各々一致したことを当行にて確認した場合は、入力した者を利用者本人とみなし、本サービスの取
扱いをいたします。

（５）①当行所定の方法により、（ａ）携帯端末の空枠数が１以上であること（第（１）項および第（２）項の場
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います。
（２）振替取引、定期預金入金取引および特別預金振替取引に関して、この規定に定めのない事項に
ついては、当行の「パワーフレックス口座円貨預金規定」「パワーフレックス口座外貨預金規定」によ
り取扱います。

（３）振込取引に関して、この規定に定めのない事項については、当行の「振込規定（個人用）」により取
扱います。

（４）新生パワーダイレクトに関して、この規定に定めのない事項については、当行の「新生パワーダイレク
ト取引規定」により取扱います。

（５）カードローン取引に関して、この規定に定めのない事項については、当行の「スマートカードローン規
定」により取扱います。

以　上

パワーフレックスキャッシュカード規定

この規定は、当行が発行するキャッシュカード（以下「カード」といいます｡）によるパワーフレックス取引につ
いての当行の取扱いを記載したものです。
この規定では、パワーフレックス口座の円普通預金を「普通預金」といいます。

１．カードの利用
カードは、パワーフレックス口座（以下「この口座」といいます。）について、次の各号の場合に利用するこ
とができます。
①当行の現金自動預入払出兼用機（以下「ATM」といいます。）を使用して普通預金の預入れをする
場合。
②当行がATMおよび現金自動支払機（現金支払をする場合にはATMを含めて以下「支払機」とい
います。）による現金預入・支払業務を提携した金融機関等（以下「提携先」といいます。）のATMを
使用して普通預金の預入れをする場合。
③当行および提携先の支払機を使用して普通預金の払戻しをする場合。
④その他当行所定の取引をする場合。

２．ＡＴＭによる普通預金の預入れ
（１）ＡＴＭを使用して普通預金の預入れをする場合には、ＡＴＭの画面表示等の操作手順に従って、ＡＴ
Ｍにカードを挿入し、現金を投入して操作してください。

（２）前項の入金は、当行または提携先所定の紙幣に限ります。また、１回あたりの入金は、当行または提
携先所定の枚数による金額の範囲内とします。なお、一定期間あたりの入金の回数は当行または
提携先所定の回数以内とし、この制限を超える場合には、ATMおよび支払機におけるカードの利用
を停止することがあります。

３．支払機による普通預金の払戻し
（１）支払機を使用して普通預金の払戻しをする場合には、支払機の画面表示等の操作手順に従って、
支払機にカードを挿入し、届出の暗証番号および金額を正確に入力してください。この場合、払戻
請求書の提出は必要ありません。

（２）支払機による払戻しは、支払機の機種により当行または提携先所定の金額単位とし、１回あたりの
払戻しは、当行または提携先所定の金額の範囲内とします。また、１日あたりの払戻しは当行所定の
金額の範囲内とします。なお、一定期間あたりの払戻しの回数は当行所定の回数以内とし、この制
限を超える場合には、ATMおよび支払機におけるカードの利用を停止することがあります。

（３）支払機を使用して払戻しをする場合に、払戻請求金額と次条第１項に規定する自動機利用手数料
金額との合計額が払戻すことのできる金額をこえるときは、その払戻しはできません。

４．自動機利用手数料
（１）支払機を使用して普通預金の払戻しをする場合には、店頭表示の当行および提携先所定の支払
機の利用に関する手数料（以下「自動機利用手数料」といいます｡）をいただきます。

（２）自動機利用手数料は、普通預金の払戻し時に、払戻請求書なしで、この口座から自動的に引落し
ます。なお、提携先の自動機利用手数料は、当行から提携先に支払います。

５．ＡＴＭ･支払機故障時等の取扱い
（１）停電、故障等によりＡＴＭによる入金ができない場合には、窓口営業時間内にかぎり、当行国内本
支店の窓口でカードにより入金をすることができます。

（２）停電、故障等により当行の支払機による払戻しができない場合には、窓口営業時間内にかぎり、当
行が支払機故障時等の取扱いとして定めた金額を限度として当行国内店舗の窓口でカードにより
払戻しをすることができます。なお、提携先の窓口では、この取扱いはしません。

（３）前項による払戻しをする場合には、当行所定の払戻請求書に必要事項を記入し、記名・押印（また
は署名）のうえカードとともに提出してください。

６．カード・暗証番号の管理等
（１）当行は、支払機の操作の際に使用されたカードが、当行が本人に交付したカードであること、および
入力された暗証番号と届出の暗証番号とが一致することを当行所定の方法により確認のうえ普通
預金の払戻しを行います。

（２）カードは他人に使用されないよう保管してください。暗証番号は生年月日・電話番号等の他人に推
測されやすい番号の利用を避け、他人に知られないよう管理してください。カードが、偽造、盗難、紛
失等により他人に使用されるおそれが生じた場合もしくは他人に使用されたことを認知した場合、ま
たは支払機の設置場所において強迫によりカードを使用して現金を引き出すこと（以下「喝取」といい
ます。）による被害にあった場合には、当行が「新生パワーコール」という名称で表記する電話番号を
通じて接続される電話センターに申し出るなどすみやかに通知してください。この通知を受けたときは、
喝取の被害にあった場合を除き、直ちにパワーフレックス取引共通規定８（２）に定める普通預金の払
戻し停止などの措置を講じます。

（３）カードの盗難にあった場合または喝取の被害にあった場合には、第２項に定める通知のほか、当行所
定の届出書を当行に提出してください。
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合においても利用者が依頼した日に行います。
（５）資金の返却
振込取引において、送金先の銀行で受取人口座へ入金できず資金が返却された場合には、当行
は利用者より組戻しの依頼を受けることなく、返却された資金から組戻し手数料等を差し引いた後、
振込の出金をした利用口座の円普通預金にその資金を入金します。これにより利用者に生じた損
害については、当行は責任を負いません。また、当行より振込手数料等の返却はいたしません。

１１．照会サービスおよび変更サービスの依頼・受付・成立
（１）依頼方法
本サービスにおける照会サービスおよび変更サービスの依頼は、利用者が登録携帯端末より入力し、
第８条による本人確認手続を経た後に、当行所定の方法で照会内容または変更内容を正確に入
力し当行に伝達されることで、行われるものとします。

（２）依頼内容の確定
照会サービスおよび変更サービスでは、第（１）項により依頼内容が当行に伝達されたことをもって依
頼内容が確定したものとし、当行所定の方法により回答・案内をいたします。

１２．免責事項
当行は、登録携帯端末を通じて当行が受信した利用者の依頼についてのみ責任を負うものとします。
また、パワーフレックス取引共通規定および新生パワーダイレクト取引規定に定める免責事由のほか、
次に掲げる事由により生じた損害については、当行は責任を負いません。
①通信機器・回線の故障および電話不通等通信手段の障害により、または裁判所その他の公的
機関の措置等やむをえない事由により、本サービスが遅延しまたは不能になった場合あるいは当
行が送信した情報等に誤謬・脱漏等が生じた場合
②電話回線・専用電話回線などの通信経路において盗聴がなされたことにより、利用者のパスワー
ド、取引情報等が漏洩した場合
③アクセスプロバイダーや閲覧ソフトにより、本サービスが遅延しまたは不能になった場合あるいは当
行が送信した情報等に誤謬・脱漏等が生じた場合
④コンピュータウィルスおよびその関連の障害が生じた場合
⑤利用者の故意または過失による場合など、当行の責めに帰すべからざる事由により、利用者の携
帯端末、利用者が受信した情報・ソフトウェア等に障害が生じた場合
⑥利用者の携帯端末のユーザIDが、当行の責めに帰すべからざる事由により、利用者以外の第三
者の携帯端末のユーザIDとなった場合
⑦登録携帯端末の紛失・盗難等が生じた場合において、利用者がその旨および本サービスの利用
を停止する旨を当行コールセンターに連絡する前に損害が生じた場合
⑧利用者が日本国外でこの規定に基づく諸取引にかかる取引を行った場合、それらの行為はすべて
日本国内において行ったものとし、日本法のみを準拠法とします。利用者が日本国外において、ま
たは日本国外からこの規定に基づく諸取引を行ったことにより生じた損害について、当行はいっさ
い責任を負いません。

１３．解約等
（１）本サービスは、当事者の一方の都合でいつでも解約することができます。ただし、利用者が本サービ
スを解約する場合は、第７条第（６）項の規定に従って全ての登録携帯端末の登録を解除する方法
によるものとします。また、利用口座が解約された場合、本サービスも自動的に解約されたものとみな
します。

（２）利用者に以下の各号の事由が一つでも生じたときは、当行からの通知等がなくても、当行はいつで
も本サービスの利用を停止し、または本サービスを解約できるものとします。
①支払の停止または破産手続開始もしくは民事再生手続開始その他これらに類する国内外の法的
整理手続開始の申立があったとき
②利用者の預金その他の当行に対する債権に対して仮差押通知、保全差押、または差押命令通
知が発送されたとき
③相続の開始があったとき
④住所変更の届出を怠るなどにより、当行において利用者の所在が明らかでなくなったとき
⑤利用者が日本国外に勤務することとなったとき、または日本国外へ半年以上滞在することとなった
とき
⑥利用者が登録携帯端末を譲渡しもしくは質入その他第三者の権利を設定し、登録携帯端末を
第三者に利用させ、または登録携帯端末を紛失しもしくは盗難された等の事由により、登録携帯
端末が不正に使用されるおそれがあると当行が判断したとき
⑦本サービスの利用にかかる手数料等の支払を遅滞したとき
⑧その他当行が本サービスの停止を必要とする相当の事由が生じたとき

（３）次の場合には、本サービスの利用を停止することがあります。この場合、当行の窓口において利用
者から当行所定の本人確認書類の提示を受け、当行が利用者本人であることを確認できたときに
停止を解除します。
①セキュリティ・カードを譲渡、質入または貸与した場合
②セキュリティ・カードが盗難、紛失等により不正に使用されるおそれがあると当行が判断した場合

（４）本条の規定により本サービスの利用が停止され、または本サービスが解約されたことによって生じた
損害については、当行は一切の責任を負いません。

１４．規定の変更
（１）法令の変更、監督官庁の指示、金融情勢の変化その他の理由によりこの規定を変更する必要が
あるときは、当行は、変更内容について店頭掲示等適宜の方法で告知することにより、これを変更
できるものとします。

（２）前項にかかわらず、当行は、前項の方法で告知のうえ、第９条の規定に基づく補てんの実施を任意
に廃止し、またはその補てんの内容を変更できるものとします。

１５．規定の準用
（１）この規定に定めのない事項のうち、届出事項の変更、免責事由、準拠法、管轄、規定の変更な
どパワーフレックス取引共通の取扱いについては、当行の｢パワーフレックス取引共通規定｣に従
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あるときは、当行は、変更内容について店頭掲示等適宜の方法で告知することにより、これを変更
できるものとします。

（２）前項にかかわらず、当行は、前項の方法で告知のうえ、第９条の規定に基づく補てんの実施を任意
に廃止し、またはその補てんの内容を変更できるものとします。

１３．規定の準用
この規定に定めのない事項については、当行の「パワーフレックス取引共通規定」および「パワーフレ
ックス口座円貨預金規定」により取扱います。

以　上

パワーフレックスデビットカード取引規定

１．適用範囲　
次の各号のうちいずれかの者（以下「加盟店」といいます。）に対して、デビットカード（当行がパワーフレッ
クス取引共通規定およびパワーフレックスキャッシュカード規定にもとづいて発行するキャッシュカードの
うち円普通預金その他当行所定の預金のキャッシュカード。以下「カード」といいます。）を提示して、当
該加盟店が行う商品の販売または役務の提供等（以下「売買取引」といいます。）について当該加盟
店に対して負担する債務（以下「売買取引債務」といいます。）を当該カードの預金口座（以下「預金口
座」といいます。）から預金の引落しによって支払う取引（以下「デビットカード取引」といいます。）について
は、この規定により取扱います。

（１）日本デビットカード推進協議会（以下「協議会」といいます。）所定の加盟店規約（以下「規約」といい
ます。）を承認のうえ、協議会に直接加盟店として登録され、協議会の会員である一または複数の金
融機関（以下「加盟店銀行」といいます。）と規約所定の加盟店契約を締結した法人または個人（以
下「直接加盟店」といいます。）

（２）規約を承認のうえ、直接加盟店と規約所定の間接加盟店を締結した法人または個人
（３）規約を承認のうえ協議会に任意組合として登録され加盟店銀行と加盟店契約を締結した民法上
の組合の組合員であり、規約を承認した法人または個人

２．利用方法等
（１）カードをデビットカード取引に利用するときは、自らカードを加盟店に設置されたデビットカード取引にか
かる機能を備えた端末機（以下「端末機」といいます。）に読み取らせるかまたは加盟店にカードを引き
渡したうえ加盟店をしてカードを端末機に読み取らせ、端末機に表示された売買取引債務の金額を
確認したうえで、端末機にカードの暗証番号を第三者（加盟店の従業員を含みます。）に見られないよ
うに注意しつつ自ら入力してください。

（２）端末機を使用して、預金の払戻しによる現金の取得を目的として、カードを利用することはできません。
（３）次の場合には、デビットカード取引を行うことはできません。
①停電、故障等により端末機による取扱いができない場合
②1回あたりのカードの利用金額が、加盟店が定めた最高限度額を超え、または最低限度額に満た
ない場合
③購入する商品または提供を受ける役務等が、加盟店がデビットカード取引を行うことができないも
のと定めた商品または役務等に該当する場合

（４）次の場合には、カードをデビットカード取引に利用することはできません。
①1日あたりのデビットカード取引の利用金額が、当行が定めた範囲を超える場合
②当行所定の回数を超えてカードの暗証番号を誤って端末機に入力した場合
③カード（磁気ストライプの電磁的記録を含みます。）が破損している場合

（５）当行がデビットカード取引を行うことができないと定めている日または時間帯は、デビットカード取引を
行うことはできません。

３．デビットカード取引契約等
前条第１項により暗証番号の入力がされた時に、端末機に口座引落確認を表す電文が表示されない
ことを解除条件として、加盟店との間で売買取引債務を預金口座の引落しによって支払う旨の契約
（以下「デビットカード取引契約」といいます。）が成立し、かつ当行に対して売買取引債務相当額の預
金引落しの指図および当該指図にもとづいて引落された預金による売買取引債務の弁済の委託が
されたものとみなします。この預金引落しの指図については、払戻請求書の提出は必要ありません。

４．預金の復元等
（１）デビットカード取引により預金口座から預金の引落しがされたときは、デビットカード取引契約が解除
（合意解除を含みます。）、取消し等により適法に解消された場合（売買取引の解消によりデビットカー
ド取引契約が解消された場合を含みます。）であっても、加盟店以外の第三者（加盟店の特定承継
人および当行を含みます。）に対して引落された預金相当額の金銭の支払いを請求する権利を有しな
いものとし、また当行に対して引落された預金の復元を請求することもできないものとします。

（２）前項にかかわらず、デビットカード取引を行った加盟店にカードおよび加盟店が必要と認める本人確
認資料等を持参して、払戻された預金の復元を加盟店経由で請求し、加盟店がこれを受けて端末
機から当行に取消しの電文を送信し、当行が当該電文を当該デビットカード取引契約が成立した当
日中に受信した場合に限り、当行は引落された預金の復元をします。加盟店経由で引落された預金
の復元を請求するにあたっては、自らカードを端末機に読み取らせるかまたは加盟店にカードを引き渡
したうえ加盟店をしてカードを端末機に読み取らせてください。端末機から取消しの電文を送信するこ
とができないときは、引落された預金の復元はできません。

（３）第１項または前項において引落された預金の復元等ができないときは、加盟店から現金により返金
をうける等、加盟店との間で解決してください。

（４）デビットカード取引において金額等の誤入力があったにもかかわらずこれを看過して端末機にカード
の暗証番号を入力したためデビットカード取引契約が成立した場合についても、本条第１項から前項
に準じて取扱うものとします。

５．デビットカード取引の停止
カードによるデビットカード取引をご希望されない場合には、当行所定の方法によりデビットカード取引
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７．偽造カード等による払戻し等
偽造または変造カードによる払戻しについては、本人の故意による場合または当該払戻しについて当
行が善意かつ無過失であって本人に重大な過失があることを当行が証明した場合を除き、その効力を
生じないものとします。
この場合、当行所定の書類を提出し、カードおよび暗証番号の管理状況、被害状況、警察への通知
状況等について当行の調査に協力していただきます。

８．盗難カードによる払戻し等
（１）カードの盗難により、他人に当該カードを不正利用され生じた払戻しについては、次の各号のすべて
に該当する場合、当行に対して当該払戻しにかかる損害（手数料や利息を含みます。）の額に相当す
る金額の補てんを請求することができます。
①カードの盗難に気づいてからすみやかに、当行への通知が行われていること
②当行の調査に対し、本人より十分な説明が行われていること
③当行に対し、警察署に被害届を提出していることその他の盗難にあったことが推測される事実を確
認できるものを示していること

（２）前項の請求がなされた場合、当該払戻しが本人の故意による場合を除き、当行は、当行へ通知が
行われた日の120日（ただし､当行に通知することができないやむをえない事情があることを本人が証
明した場合には、120日にその事情が継続している期間を加えた日数とします。）前の日以降になされ
た払戻しにかかる損害（手数料や利息を含みます。）の額に相当する金額（以下「補てん対象額」とい
います。）を補てんするものとします。
ただし､当該払戻しが行われたことについて、当行が善意かつ無過失であり、かつ､本人に過失があ
ることを当行が証明した場合には、当行は補てん対象額の４分の３に相当する金額を補てんするもの
とします。

（３）前２項の規定は、第１項にかかる当行への通知が、盗難が行われた日（当該盗難が行われた日が明
らかでないときは、当該盗難にかかる盗難カード等を用いて行われた不正な普通預金払戻しが最初
に行われた日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。

（４）第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当行が証明した場合には、当行は本条に
よる補てん責任を負いません。
①当該払戻しが行われたことについて当行が善意かつ無過失であり、かつ次のいずれかに該当する
場合
Ａ 本人に重大な過失があることを当行が証明した場合
Ｂ 本人の配偶者、二親等内の親族、同居の親族、その他の同居人、または家事使用人（家事
全般を行っている家政婦など。）によって行われた場合

Ｃ 本人が、被害状況についての当行に対する説明において、重要な事項について偽りの説明
を行った場合

②戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随してカードが盗難にあった
場合

９．喝取による被害
（１）喝取により本人が被った損害については、次の各号のすべてに該当する場合、当行は、本人の請
求により、カード１枚あたり５０万円を限度として、その損害の額に相当する金額を補てんすることができ
るものとします。
①喝取の被害にあってからすみやかに、当行への通知が行われていること
②当行の調査に対し、本人より十分な説明が行われていること
③当行に対し、警察署に被害届を提出していることを確認できるものを示していること

（２）前項の規定は、前項にかかる当行への通知が、当該喝取が行われた日から３カ月を経過する日以後
に行われた場合には、適用されないものとします。

（３）第１項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当行が証明した場合には、当行は本条に
よる補てん責任を負いません。
①当該喝取が行われたことについて、次のいずれかに該当する場合
Ａ 本人に重大な過失があることを当行が証明した場合　　　
Ｂ 本人の配偶者、二親等内の親族、同居の親族、その他の同居人、または家事使用人（家事
全般を行っている家政婦など。）が行い、もしくは加担した場合

Ｃ 本人が、被害状況についての当行に対する説明において、重要な事項について偽りの説明
を行った場合

②戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して当該喝取が行われた
場合

１０．ＡＴＭ･支払機への誤入力等
ＡTM・支払機の使用に際し、金額等の誤入力により発生した損害については、当行は責任を負い
ません。なお、提携先のATM・支払機を使用した場合の提携先の責任についても同様とします。

１１．解約等
（１）この口座を解約する場合は、当行所定の書式にて当行に届出たうえで、カードを返却してください。な
お、パワーフレックス取引共通規定など別の規定により、この口座が解約された場合にも同様に返
却してください。

（２）カードの改ざん、不正使用など当行がカードの利用を不適当と認めた場合には、その利用をおこ
とわりすることがあります。この場合、当行からの請求がありしだいただちにカードを当行に返却し
てください。

（３）次の場合には、カードの利用を停止することがあります。この場合、当行の窓口において当行所定の
本人確認書類の提示を受け、当行が本人であることを確認できたときに停止を解除します。
①このカードを譲渡、質入または貸与した場合
②この口座に関し、最終の入金または払戻しから当行が別途表示する一定の期間が経過した場合
③カードが偽造、盗難、紛失等により不正に使用されるおそれがあると当行が判断した場合

１２．規定の変更
（１）法令の変更、監督官庁の指示、金融情勢の変化その他の理由によりこの規定を変更する必要が
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があります。
６．海外ＡＴＭ利用手数料
（１）利用者が当カードにより海外ＡＴＭを利用して払戻しを行った場合には、払戻しまたは照会時に払戻
請求書なしで当行所定の手数料を当カード普通預金口座から自動的に引き落とします。

（２）海外ＡＴＭを管理する海外提携機関が別に所定の手数料を徴求するときは、その手数料引き落とし
についても前項と同様とします。この場合、手数料は当行所定の方法により海外提携機関に支払
います。

７．カード・暗証番号の管理等
（１）当行は、支払機の操作の際に使用された当カードが、当行が利用者に交付した当カードであること、
および入力された暗証番号と届出の暗証番号とが一致することを当行所定の方法により確認のう
え普通預金の払戻しを行います。

（２）当カードは他人に使用されないよう保管してください。暗証番号は生年月日・電話番号等の他人に推
測されやすい番号の利用を避け、他人に知られないよう管理してください。当カードが、偽造、盗難、
紛失等により他人に使用されるおそれが生じた場合または他人に使用されたことを認知した場合に
は、当行が「新生パワーコール」という名称で表記する電話番号を通じて接続される電話センターに
申し出るなどすみやかに通知してください。この通知を受けたときは、直ちにパワーフレックス取引共通
規定８（２）に定める普通預金の払戻し停止などの措置を講じます。

（３）当カードの盗難にあった場合には、第２項に定める通知のほか、当行所定の届出書を当行に提出し
てください。

８．偽造カード等による払戻し等
偽造または変造カードによる払戻しについては、利用者の故意による場合または当該払戻しについて
当行が善意かつ無過失であって利用者に重大な過失があることを当行が証明した場合を除き、その
効力を生じないものとします。
この場合、当行所定の書類を提出し、当カードおよび暗証番号の管理状況、被害状況、警察への通
知状況等について当行の調査に協力していただきます。

９．盗難カードによる払戻し等
（１）当カードの盗難により、他人に当該カードを不正利用され生じた払戻しについては、次の各号のすべ
てに該当する場合、当行に対して当該払戻しにかかる損害（手数料や利息を含みます。）の額に相当
する金額の補てんを請求することができます。
①当カードの盗難に気づいてからすみやかに、当行への通知が行われていること
②当行の調査に対し、利用者より十分な説明が行われていること
③当行に対し、警察署に被害届を提出していることその他の盗難にあったことが推測される事実を確
認できるものを示していること

（２）前項の請求がなされた場合、当該払戻しが本人の故意による場合を除き、当行は、当行へ通知が
行われた日の120日（ただし､当行に通知することができないやむをえない事情があることを本人が証
明した場合には、120日にその事情が継続している期間を加えた日数とします。）前の日以降になされ
た払戻しにかかる損害（手数料や利息を含みます。）の額に相当する金額（以下「補てん対象額」とい
います。）を補てんするものとします。
ただし､当該払戻しが行われたことについて、当行が善意かつ無過失であり、かつ､本人に過失があ
ることを当行が証明した場合には、当行は補てん対象額の４分の３に相当する金額を補てんするもの
とします。

（３）前２項の規定は、第１項にかかる当行への通知が、盗難が行われた日（当該盗難が行われた日が明
らかでないときは、当該盗難にかかる盗難カード等を用いて行われた不正な普通預金払戻しが最初
に行われた日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないものとします。

（４）第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当行が証明した場合には、当行は補てん
責任を負いません。
①当該払戻しが行われたことについて当行が善意かつ無過失であり、かつ次のいずれかに該当する
場合
Ａ 利用者に重大な過失があることを当行が証明した場合
Ｂ 利用者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族、その他の同居人、または家事使用人（家
事全般を行っている家政婦など。）によって行われた場合

Ｃ 利用者が、被害状況についての当行に対する説明において、重要な事項について偽りの説
明を行った場合

②戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して当カードが盗難にあった
場合

１０．外国為替等に関する諸法令等の適用
海外で当カードを利用するため、現に適用されている、または今後適用される外国為替等に関する諸
法令等により許可書、証明書その他の書類を必要とする場合には、当行の請求に応じてこれを提出
してください。請求された書類が提出されない場合、または諸法令・諸規則等の遵守のため当行が
必要と認める場合、もしくは法律上規制が行われた場合には、海外での当カードの利用が制限され
または停止されることがあります。

１１．取引情報の開示等
当行は、利用者が当カードを利用するために必要な範囲において、海外提携機関に対して顧客情報、
払戻金額、預金残高等の顧客口座情報を提供し、またはこれらの海外提携機関に顧客口座情報
の管理を委ねることができるものとします。

１２．免責等
（１）通信システムまたは通信回線の故障、災害、事変等のやむをえない事由により当カードが利用不能
となった場合、これによって生じた損害については、当行は責任を負いません。

（２）海外提携機関のシステム、ネットワーク等の障害、特性および変更等当行が直接対処できない事
由により当カードが利用不能となった場合、これによって生じた損害については、当行は責任を負い
ません。

（３）ＢＰは、故意または重過失がある場合を除き、いっさい責任を負いません。
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の停止の手続を行ってください。この場合、当行はすみやかに預金口座に対しデビットカード取引停止
の措置を講じます。この手続の前に生じた損害については、当行は責任を負いません。

６．暗証照合、端末機への誤入力
（１）当行が、カードの電磁的記録によって、端末機の操作の際に使用されたカードを当行が交付したも
のとして処理し、入力された暗証番号と届出の暗証番号との一致を確認して預金の払戻しをしたう
えは、カードまたは暗証番号につき偽造、変造、盗用その他の事故があっても、そのために生じた損
害については、当行は責任を負いません。ただし、この払戻しが偽造カードによるものであり、カードお
よび暗証番号の管理について預金者の責に帰すべき事由がなかったことを当行が確認できた場合
の当行の責任については、このかぎりではありません。

（２）端末機の使用に際し、金額等の誤入力により発生した損害については、当行は責任を負いません。
以　上

インターナショナルキャッシュカード規定

この規定は、パワーフレックス取引を利用されるお客さま（以下「利用者」といいます。）がインターナショナル
キャッシュカードを利用される場合の当行の取扱いを記載したものです。

１．インターナショナルキャッシュカード
（１）インターナショナルキャッシュカード（以下、｢当カード｣といいます。）とは、当行が加盟するVISA
INTERNATIONAL ASSOCIATION（以下、｢ビザ・インターナショナル｣といいます。）の運営するＡ
ＴＭネットワーク（PLUS）を利用して次の取引および照会を行うことができるカードをいいます。
①ビザ・インターナショナルが運営する国際ＡＴＭネットワークに加盟し、ビザ・インターナショナルと現
金支払業務および残高照会業務のいずれか一方または双方について提携する外国金融機関等
（以下、｢海外提携機関｣といいます。）のＡＴＭ（以下、｢海外ＡＴＭ｣といいます。）を使用して、パワー
フレックス口座円普通預金（以下「普通預金」といいます。）を払い戻す場合。
②海外ＡＴＭを使用して普通預金の残高を照会する場合。

（２）当カードは当行が利用者に貸与するものです。利用者は、交付を受けたカードについて改造、破壊、
破棄その他カードを損なうようなことは行わないものとします。当行から請求があった場合には速やか
にカードを返却してください。

（３）パワーフレックス取引をお申込みの利用者には、当カードの機能を付与したパワーフレックスキャッシ
ュカードを発行し交付します。

２．ＢＰとの提携
（１）利用者は、株式会社バンカーズパートナー（以下、｢ＢＰ｣といいます。）またはその関連会社の提供する
以下のサービスを受けることができます。
①海外における当カードのご利用に関するご照会の受付
②当行への当カードのご利用に関するご照会の取次ぎ
③海外提携機関および海外ＡＴＭに関するご案内
なお、第３号のサービスについては、ＢＰが一定時点で独自に行った調査に基づいて参考情報とし
て提供するものであり、当カードのご利用時点において内容に相違がある場合でも、ＢＰおよびＢＰ
の関連会社ならびに当行は責任を負いかねます。

（２）利用者は、前項のサービスを受けるために、当行がＢＰまたはその関連会社に利用者の氏名、住所、
電話番号、口座番号（当カード口座番号、精算時等のご入金先普通預金口座番号）、生年月日等
を提供することに同意するものとします。

３．海外ＡＴＭによる預金の払戻し
（１）当カードは、払戻しに使用する海外ＡＴＭを管理する海外提携金融機関が定めた現地通貨による
普通預金の払戻しに利用できます。
この場合、当行は払戻金額と海外提携機関手数料の合計金額を当行が定める計算方法で円貨
に換算した金額および後記第６条で定める当行所定の手数料の合計金額を当カード普通預金口
座から引き落とします。

（２）前項により払戻す現地通貨の使途は、｢外国為替及び外国貿易管理法｣およびその関係法令上
の許可・届出を要しない範囲の滞在費、生活費または物品の購入等に限るものとします。

（３）前項による普通預金の払戻しに際しては、海外ＡＴＭに当カードを挿入し、当行に届け出た暗証番
号と金額等を海外提携機関が定めた操作手順に従ってボタン等により操作してください。

（４）海外ＡＴＭによる現地通貨での預金の払戻しは、海外提携機関が定める現地通貨の単位によるも
のとし、その１回あたりの払戻金額は海外提携機関が定めた範囲内とします。また、１日あたりの払戻
金額は当行が定めた範囲内とします。この場合の１日とは、当行所定の日本時間帯とします。なお、
一定期間あたりの払戻しの回数は当行所定の回数以内とし、この制限を越える場合には、海外Ａ
ＴＭにおけるカードの利用を停止することがあります。

（５）払戻金額と海外提携機関手数料の合計金額を当行が定める計算方法で円貨に換算した金額、
および後記第６条で定める当行所定の手数料の合計金額が普通預金の払戻可能額を超えるとき
は、前記第１項による普通預金の払戻しはできません。

４．海外ＡＴＭによる残高照会
（１）当カードは、ビザ・インターナショナルと残高照会業務を提携した海外提携機関の海外ＡＴＭを使用
した普通預金の残高の照会に利用できます。この場合、表示される残高は、当行の定める計算方
法により、残高照会に使用する海外ＡＴＭを管理する海外提携機関が定める現地通貨に換算した
金額となります。

（２）前項による普通預金の残高照会に際しては、海外ＡＴＭに当カードを挿入し、当行に届け出た暗証
番号を海外提携機関が定めた操作手順に従ってボタン等により操作してください。

５．海外ＡＴＭの利用時間
海外ＡＴＭを利用することができる利用時間は、その海外ＡＴＭを管理する海外提携機関の定める時
間帯とします。ただし、当行のシステムメインテナンス等によりその時間帯でも一部利用ができない場合
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投資信託受益権および投資信託受益証券の累積投資約款

１．趣旨
（１）この約款は、当行を通じて取引する、投資信託受益権および投資信託受益証券について、その受
益者と当行との間の累積投資に関するとりきめです。
当行は、別途個別に投資信託受益権または投資信託受益証券の累積投資約款を定める場合を
除き、この約款にしたがって取扱います。
以下、投資信託受益権および投資信託受益証券のことを「このファンド」、このファンドの受益者の
ことを「お客さま」、このファンドを設定する投資信託委託会社のことを「投信委託会社」といいます。

（２）この約款に別段の定めがないときには、このファンドの信託約款および目論見書（以下これらを「目論
見書等」といいます。）ならびに「投資信託総合取引約款」（以下「総合取引約款」といいます。）等にし
たがって取扱います。

２．累積投資の申込方法
この累積投資を開始するときは、当行所定の手続きにしたがって投資信託総合取引申込書を当行に
提出したのち、このファンドの第１回払込金の払込みが行われたときにこのファンドに関する累積投資
契約の申込が行われたものとします。

３．設定単位
このファンドの設定注文については、金額指定の方法によるものとし、目論見書等に定める単位の金
額で指定するものとします。

４．設定注文の取次時期と適用価額
（１）当行は、お客さまからの設定注文があったときは、総合取引約款の定める時期および方法にしたが
いこのファンドの設定注文の取次ぎを行います。なお、当行が受付時限後の受付を承諾した場合
でも、設定代金額は受付日に受け入れたうえ、注文は翌営業日に取次を行います。

（２）お客さまが前記（1）の設定注文の際に指定する金額は、目論見書等の定める価額に設定口数を乗
じ所定の手数料および消費税を加えた金額とします。

５．振替口座簿への記載又は記録、または保護預り
（１）この契約に基づきお客さまが取得した受益権は、総合取引約款の定めにしたがい、振替決済口座
に記載または記録します。

（２）この契約に基づきお客さまが取得した受益証券は、総合取引約款の定めにしたがい、他のお客さま
のこのファンドの受益証券と混蔵のうえ大券をもって当行または当行の再寄託先において保護預り
します。

６．果実の再投資
（１）前記５の定めにしたがって振替決済口座に記載または記録された受益権または保護預りされた受
益証券の収益分配金等の果実については、当行がお客さまに代わって受領のうえ、その全額より
税金等を差し引いた金額をもってただちに設定注文の取次ぎを行い、同日に投信委託会社によっ
てこのファンドの設定が行われます。なお、この場合の設定注文の仲介にかかる手数料等は、不
要とします。

（２）この場合の最低設定単位については、前記３にかかわらず１円以上（１円単位）とします。
（３）この場合の設定代金の計算については、目論見書等に定める計算期間終了日における所定の価
額を適用します。

７．果実の再投資の停止
（１）前項にかかわらず、お客さまは所定の手続きにより、収益分配金等の果実の再投資を停止し、返還
を受ける契約を当行と締結することができます。ただし、目論見書等に停止を不可とする定めがある
場合および当行が別途停止不可と定める商品については、この限りではありません。

（２）収益分配金等の果実の返還を請求する場合は、投信委託会社よりお客さまに代わって受領した収
益分配金等の果実から、税金等を差し引いた金額をお客さまの預金決済口座に入金します。

８．解約単位
このファンドの解約注文については、目論見書等に定める方法により単位を指定するものとします。

９．解約注文の取次ぎ時期と適用価額等
（１）当行は、お客さまからの解約注文があったときは、総合取引約款の定めるところにしたがいこのファ
ンドの解約注文の取次ぎを行います。（以下、お客さまが解約注文を行う日を「解約注文日」といい
ます。）

（２）当行は、お客さまに代わって投信委託会社より受領した解約代金（解約のための目論見書等所
定の価額に解約口数を乗じた金額）より当該解約にかかる所定の手数料、税金および諸費用
等を差し引いた金額を、目論見書等に定める所定の日数経過後にお客さまの預金決済口座に
入金します。
ただし、このファンドについて全口数の解約注文が行われ、解約代金の計算に目論見書等所定の
計算期間終了日における所定の価額が適用される場合は、当行は、お客さまに代わって投信委託
会社より受領した収益分配金等の果実より税金等を差し引き、解約代金より当該解約にかかる所
定の手数料および諸費用等を差し引いた金額とともに、目論見書等に定める所定の日数経過後に
お客さまの預金決済口座に入金します。

（３）前記（２）の解約代金の計算については、解約注文日における目論見書等に定める所定の価額を適
用します。

（４）同一日に既に設定注文の申込みが行われている場合、新たな解約注文をお受けしない場合があり
ます。

１０．受益権の振替請求、受益証券の返還請求
お客さまは、このファンドの受益権の当行以外の口座管理機関への振替を請求するとき、または受
益証券の返還を請求するときは、このファンドについて解約の注文を行うものとします。当行は、前記
８および９にしたがって、当該解約注文を取り次ぎ、投信委託会社よりお客さまに代わって受領した果
実および解約代金から手数料、税金および諸費用等を差し引いた残額を、お客さまの預金決済口
座に入金します。
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（４）海外ＡＴＭでの当カードの利用に関して、当行が認知するのは海外提携機関から当行が受信したデ
ータのみであり、当該データのみに基づき当行は処理します。

（５）当行は、不正使用など海外のＡＴＭでの当カードの利用を不適当と認めた場合には、その利用を通
知なしに停止しまたは当カード口座を催告なしに解約することができ、その停止または解約により利用
者に損害が生じても責任を負いません。

（６）海外ＡＴＭの使用に際し、金額等の誤入力により発生した損害については、当行は責任を負い
ません。

１３．解約等
（１）普通預金を含むパワーフレックス口座を解約する場合は、当行所定の書式にて当行に届出たうえで、
当カードを返却してください。なお、パワーフレックス取引共通規定など別の規定により、この口座が
解約された場合にも同様に返却してください。

（２）当カードの改ざん、不正使用など当行が当カードの利用を不適当と認めた場合には、その利用をお
ことわりすることがあります。この場合、当行からの請求がありしだいただちに当カードを当行に返却し
てください。

（３）次の場合には、当カードの利用を停止することがあります。この場合、当行の窓口において当行所
定の本人確認書類の提示を受け、当行が利用者であることを確認できたときに停止を解除します。
①当カードを譲渡、質入または貸与した場合
②この口座に関し、最終の入金または払戻しから当行が別途表示する一定の期間が経過した場合
③当カードが偽造、盗難、紛失等により不正に使用されるおそれがあると当行が判断した場合

１４．規定の適用
（１）当カードの利用に関して、この規定に定めのない事項については、「パワーフレックス口座円貨預金
規定」により取扱います。

（２）この規定に定めのない事項のうち、届出事項の変更、譲渡・質入れ等の禁止、免責事項、規定の
変更、準拠法および管轄などパワーフレックス取引共通の取扱いについては、「パワーフレックス取引
共通規定」により取扱います。

以　上

仕組預金規定（パワーフレックス口座用）

この規定は、パワーフレックス口座をお持ちのお客さまが当行所定の仕組預金を行う場合の当行の取扱
いを記載したものです。

１．仕組預金
（１）仕組預金とは、先物外国為替取引、金融等デリバティブ取引など銀行法施行規則第1３条の３第１
項第５号各号に掲げるものと預金との組み合わせによる預金商品をいいます。

（２）仕組預金の商品性については、当行所定の商品説明書をご覧のうえ、行員の説明等を受けてくだ
さい。

２．自己責任の原則
仕組預金は元利金の変動などのリスクがありますので、商品内容を十分に理解し、自己の判断と責任
において申し込んでください。

３．預入方法
仕組預金は、預入れの都度、当行所定の方法により申し込んでください。預入れの可否については
当行の判断に従うものとします。

４．確認書
（１）当行は、申込みを受けた仕組預金が成立した場合、すみやかにその預金の条件が記載された取引
確認書をお客さまに交付します。

（２）当行は交付した取引確認書にお客さまの署名・捺印を求めることがあります。また、前項の取引確
認書の記載内容に疑義がある場合には、受領した日の翌日までに当行にお問い合わせください。

５．中途解約
（１）仕組預金は原則として満期日前の中途解約ができません。
（２）前項にかかわらず、お客さまから中途解約の申出があり、当行がやむをえない事由と認めた場合およ
び当行の「パワーフレックス取引共通規定」第１０条第２項から第４項により当行が解約する場合には
中途解約を行うことがあります。この場合、中途解約に伴い発生する解約日から満期日までの当該
仕組預金の再構築額およびそれに伴う諸費用を当行所定の計算により算出し、その算出額を損害
金として当該預金元本より差し引いて払戻します。

６．決定事項
仕組預金の条件として用いられる利率、レート、通貨、指標、市場価格などは、当行が市場実勢に基
づき合理的に決定するものとし、お客さまはあらかじめこれに同意するものとします。

７．免責等
（１）災害、事変、市場の停止・混乱など不可抗力な事由または当行の責めによらない事由により、前記
６の条件等の決定が困難となった場合には、仕組預金の取引を停止することがあります。

（２）前記（１）と同様な事由により、満期における払戻しの条件が決定できない場合には、当行が客観的
に合理的と判断する条件により払戻します。

８．規定の準用
この規定に定めのない事項については、パワーフレックス取引共通規定、パワーフレックス口座円貨
預金規定またはパワーフレックス口座外貨預金規定により取扱います。

以　上
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（３）前２項における設定代金の計算については、設定日の前日の信託約款所定の価額を適用します。
７．解約単位
このファンドの解約注文については、すべて金額指定の方法によるものとし、１円以上１円単位で指定
するものとします。

８．解約注文の取次時期と適用価額等
（１）当行は、お客さまから解約注文の申込みがあったときは、総合取引約款の定めるところにしたがいこ
のファンドの解約注文の取次ぎを行います。（以下、お客さまが解約注文を行う日を「解約注文日」と
いいます。）

（２）当行は、お客さまに代わって投信委託会社より受領した解約代金（解約のための信託約款所定の
価額に解約口数を乗じた金額）より当該解約にかかる所定の手数料および諸費用等を差し引いた
金額を、解約注文日の翌営業日以降に、お客さまの預金決済口座に入金します。

（３）前項の解約代金の計算については、解約注文日の翌営業日の前日の信託約款所定の価額を適
用します。なお、当該解約代金に充当されるこのファンドの設定代金の設定日が、解約注文日の翌
営業日から遡って３０日以内の場合には、当行が投信委託会社に代わって、このファンド１万口あたり
１０円の信託財産留保額を当該解約代金から差し引きます。

（４）前３項の解約にかかるこのファンドについての、設定日（前月以前に設定された部分については前月
の最終営業日）から解約注文日の翌営業日の前日までの収益分配金等の果実は、当行がお客さま
に代わって投信委託会社より受領し、税金等を差し引き、解約代金から所定の手数料および諸費
用等を差し引いた金額とともに、お客さまの預金決済口座に入金します。

（５）同一日に既に設定注文の申込みまたは解約注文の申込みが行われている場合、新たな解約の注
文をお受けしない場合があります。

９．受益権の振替請求
お客さまは、このファンドの受益権の当行以外の口座管理機関への振替を請求するときは、このファ
ンドについて解約の注文を行うものとします。当行は、前記７および８にしたがって当該解約注文を取り
次ぎ、投信委託会社よりお客さまに代わって受領した収益分配金等の果実から税金等を差し引き、解
約代金から手数料および諸費用等を差し引いた金額とともにお客さまの預金決済口座に入金します。
この入金により、受益権の振替に代えるものとします。

１０．一日当り注文回数の上限
お客さまから同一日に受け付ける設定、解約および返還の合計回数について上限を設ける場合があ
ります。

１１．契約の解約
（１）この契約は、次のいずれかに該当したときは、解約されるものとします。
Ａ お客さまからこの契約の解約の申し出があったとき
Ｂ 総合取引約款に基づく総合取引契約が解約されたとき
Ｃ 当行が、このファンドにかかる累積投資業務を営むことができなくなったとき
Ｄ このファンドが償還されたとき

（２）前項Ａの場合は、振替口座簿に記載または記録しているすべてのこのファンドについて解約注文を
行うものとします。前項ＢおよびＣの場合は、お客さまから同様の解約注文があったものとして取り扱
います。

（３）前項の手続きののち、当行は遅滞なく前記８の定めに準じて解約注文の取次ぎを行います。振替口
座簿に記載または記録されていたこのファンドの受益権すべてについて、前記８に定める手続きが完
了したときに、この契約は解約されます。

１２．約款の変更
法令の変更、監督官庁の指示その他の理由によりこの約款を変更する必要が生じたときは、当行は、
店頭掲示その他適宜の方法でお客さまにお知らせすることにより、これを変更することができるものと
します。これにより約款が変更された場合は、その変更日以降は変更後の約款にしたがっていただき
ます。

以上

投信積立約款

１．約款の主旨
（１）この約款は、パワーフレックス取引をご利用になり、投資信託総合取引を行われるお客さまが
「投信積立購入サービス」（以下「本サービス」といいます。)を利用される場合のお客さまと当行
との間のとりきめです。

（2）お客さまは、本サービス内容を十分理解し、お客さまの判断と責任において本サービスを利用す
るものとします。

（３）この約款に別段の定めのない事項については、対象ファンドにかかる累積投資約款、目論見書
および投資信託総合取引約款（パワーフレックス用）その他当行所定の約款の規定により取り
扱います。

２．本サ－ビスの申込
（１）事前、または同時に当行のパワーフレックス取引において投資信託総合取引を申し込み、かつ

特定口座を開設したお客さまに限り、次の方法により本サービスの申込を行うことができます。
Ａ．コンピュータ端末を利用して、当行の指示に従って、新生パワーダイレクトの本サービスの画
面において、次の各事項その他当行所定の事項を指定して申込む方法。
①対象ファンドの中から、本サービスを利用して購入する投資信託を指定します（指定された
投資信託を以下「指定ファンド」といいます。）。
②積立開始年月日（以下「開始日」といいます。）を指定します。
③毎月の積立購入申込金額（以下「申込金額」といいます。）を指定します。

Ｂ．その他当行所定の方法。
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この入金により、受益権の振替または受益証券の返還に代えるものとします。
１１．一日当り注文回数の上限
お客さまから同一日に受け付ける設定、解約の合計回数について上限を設ける場合があります。

１２．契約の解約
（１）この契約は、次のいずれかに該当したときは、解約されるものとします。
Ａ お客さまからこの契約の解約の申し出があったとき
Ｂ 総合取引約款に基づく総合取引契約が解約されたとき
Ｃ 当行が、このファンドにかかる累積投資業務を営むことができなくなったとき
Ｄ このファンドが償還されたとき

（２）前記（１）Ａの場合は、すべてのこのファンドについて解約注文を行うものとします。前記（１）ＢおよびＣ
の場合は、お客さまから同様の解約注文があったものとして取り扱います。

（３）前記（２）の手続きののち、当行は遅滞なく前記１０の定めに準じて解約注文の取次ぎを行います。こ
のファンドの受益権および受益証券のすべてについて、前記１０に定める手続が完了したときに、この
契約は解約されます。

１３．約款の変更
この約款は、法令の変更または監督官庁の指示、その他その必要を生じたときに変更されることがあ
ります。

以　上

大同のMMF（マネー・マネージメント・ファンド）累積投資約款

１．趣旨
（１）この約款は、当行を通じて取引する、T&Dアセットマネジメント株式会社の設定する大同のMMF（マ
ネー・マネージメント・ファンド）について、その受益者と当行との間の累積投資に関するとりきめです。
以下、T&Dアセットマネジメント株式会社のことを「投信委託会社」、大同のMMF（マネー・マネージメ
ント・ファンド）のことを「このファンド」、このファンドの受益者のことを「お客さま」といいます。

（２）この約款に別段の定めがないときには、大同のMMF（マネー・マネージメント・ファンド）約款（以下「信
託約款」といいます。）および「投資信託総合取引約款」（以下「総合取引約款」といいます。）等にした
がって取り扱います。

２．累積投資の申込方法
この累積投資を開始するときは、当行所定の手続きにしたがって投資信託総合取引申込書を当行に
提出したのち、このファンドの第１回払込金の払込みが行なわれたときに、このファンドに関する累積投
資契約の申込みがあったものとします。

３．設定単位
このファンドの設定注文については、金額指定の方法によるものとし、１円以上１円単位で指定するも
のとします。

４．設定注文の取次時期と適用価額
（１）お客さまからの設定代金の払込みを当行が受入れ、設定注文の申込みの受付けが設定注文を受
けた当日の正午までに完了できた場合は、同日に投信委託会社によってこのファンドの設定が行わ
れます。（以下、このファンドの設定が行われる日を「設定日」といいます。）

（２）お客さまからの設定代金の払込みを当行が受入れ、設定注文の申込みの受付けが設定注文を受
けた当日の正午を超えた場合は、設定注文を受け付けた当日の翌営業日に投信委託会社によって
このファンドの設定が行われます。

（３）第１項にかかわらず、設定注文の申込みがあった日の前日の信託約款所定の価額が、このファンドの
当初設定時の１口の元本価額（１口＝１円）を下回っていた場合は、当行は設定注文の申込みを受
け付けません。

（４）第２項にかかわらず、設定注文を受け付けた日の翌営業日の前日の信託約款所定の価額が、このフ
ァンドの当初設定時の１口の元本価額（１口＝１円）を下回った場合は、設定注文を受け付けた翌営
業日以降最初に信託約款所定の価額（この場合の信託約款所定の価額は、営業日の前日の信
託約款所定の価額とします。）が１口＝１円に復した日の翌日に、投信委託会社によってこのファンド
の設定が行われます。

（５）第１項、第２項および前項における設定代金の計算については、設定日の前日の信託約款所定の
価額を適用します。

（６）このファンドの設定注文の当行による取次ぎにかかる手数料等は、不要とします。
（７）同一日に既に解約注文の申込みが行われている場合、新たな設定解約の注文をお受けしない場
合があります。

５．振替口座簿への記載または記録
この契約に基づきお客さまが取得した受益権は、総合取引約款の定めにしたがい、当行の振替口座
簿に記載または記録します。

６．果実の再投資
（１）前記５の定めにしたがって振替口座簿に記載または記録された受益権の収益分配金等の果実につ
いては、前月の最終営業日（その翌日以降に設定があり振替口座簿に記載または記録された受益
権の果実等については、当該設定日）から当月の最終営業日の前日までのものを、当行がお客さま
に代わって当月の最終営業日に受領のうえ、その全額より税金等を差し引いた金額をもってただちに
設定注文の取次ぎを行い、同日に投信委託会社によってこのファンドの設定が行われます。なお、
設定注文の当行による取次ぎにかかる手数料等は、不要とします。

（２）前項にかかわらず、当月の最終営業日の前日の信託約款所定の価額がこのファンドの当初設定時
の１口の元本価額（１口＝１円）を下回った場合は、最終営業日以降最初に信託約款所定の価額
（この場合の信託約款所定の価額は、営業日の前日の信託約款所定の価額とします。）が１口＝１円
に復した日の翌日に、投信委託会社によってこのファンドの設定が行われます。
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かったとき
Ｇ．当行が累積投資業務を営むことができなくなるなど、やむをえない事情があると当行が判断
したとき

８．免責事項
当行は、次の場合に生じた損害については、その責を負いません。
Ａ．災害、事変その他不可抗力、投信委託会社等の責に帰すべき事故、その他当行の責に帰
することのできない事由があるとき。

９．約款の変更
この約款は、法令の変更、監督官庁の指示、その他の必要が生じたときに変更されることがあ
ります。

以　上

スマートカードローン規定

本規定は、パワーフレックス口座をお持ちの個人のお客さま（以下「借入人」という。）が、株式会社アプラス
（以下「保証会社」という。）の保証により、株式会社新生銀行（以下「銀行」という。）とカードローン契約（以
下「本契約」という。）にもとづく当座貸越取引（以下「本取引」という。）を行う場合の、当行の取扱いを記載
したものです。
１．契約の成立
（１）本契約は、銀行所定の方法により借入人からの申込みを受け、銀行及び保証会社所定の審査を
経て銀行が審査結果を通知（借入人が銀行に届け出た電子メールアドレスに宛てて電子メールを
送信する方法その他電磁的方法による通知を含みます。以下同じ。）した後に、借入人がパワーフレ
ックス口座にかかる新生パワーダイレクトを用いて当該審査結果に基づく契約を銀行所定の期間内
に承諾し、かかる承諾が銀行に伝達されたときに成立します。銀行は、本契約が成立した場合、契
約内容確認書（以下「本確認書」という。）を銀行所定の方法により借入人に交付します。ただし、本
契約の成立後であっても、借入人が本取引を開始するために銀行所定の手続きが必要となる場合
があります。

（２）借入人は、本契約を重複して締結することはできないものとします。
２．本取引の方法
（１）本取引は本契約にもとづき銀行国内本支店に開設される「カードローン専用口座」（以下「ローン専
用口座」という。）を使用する当座貸越取引とします。なお、借入人のパワーフレックス口座円貨普通
預金にかかる口座が、本取引にかかる返済用預金口座となります（以下、この口座を「返済用普通
預金口座」という。）。

（２）借入人は第３条に定める契約期限内において、第４条に定める利用限度額を超えない範囲で、繰り
返し追加して当座貸越による借入ができるものとします。ただし、本規定にもとづいて、新規借入が
停止され、または本契約が終了・解約された場合は、新規の借入はできません。

（３）借入人は、以下の方法により、本取引を行うことができるものとします。なお、返済用普通預金口座
について、その残高を超えて払い戻しの請求または各種自動支払いの請求があった場合に、本契約
にもとづき自動的に貸越を行うことはありません。
①返済用普通預金口座にかかる新生パワーダイレクトを用いてローン専用口座と返済用普通預金
口座との間で振替取引を行う方法
②その他銀行所定の方法

（４）借入人が本契約にもとづいて銀行に対して負担する一切の債務を「本債務」といい、本契約にもと
づく未払利息、遅延損害金、および当座貸越元本の合計額を「借入債務」といいます。

（５）本取引の個別の借入・返済等の取引利用明細については、返済用普通預金口座にかかる銀行
所定の新生お取引レポートに記載し、借入人のお届けの住所に郵送または電磁的方法にて借入
人の閲覧に供することとします。

３．契約期限
（１）本契約の期限（以下「契約期限」という。）は、本契約成立日から１年後の応当日とします。
（２）契約期限の３０日以上前にいずれの当事者からも、契約期限を延長しない旨の申出がない場合、契
約期限はさらに１か年延長されるものとし、その後も同様とします。

（３）契約期限の３０日以上前に当事者の一方から銀行所定の方法により契約期限を延長しない旨の
申出がなされた場合は、本契約は契約期限に終了するものとし、この場合の取扱いは次の通り
とします。
①借入人は、契約期限までに本債務全額を本規定の各条項に従い返済するものとします。
②借入人は、契約期限の翌日以降、新規の借入はできないものとします。

（４）前各項にかかわらず、借入人が満６５歳に達した後最初に到来する契約期限をもって本契約は終了
するものとします。かかる事由により本契約が終了する場合には、前項各号の規定が準用されるもの
とします。ただし、銀行が特に認めてその旨を事前に書面で通知した場合には、前項各号の規定は
準用されず、借入人は第６条に定める返済方法に従い、引き続き返済を行うことができるものとします。

４．契約極度額および利用限度額
（１）本契約の契約極度額は、本確認書記載の通りとします。なお、銀行がやむをえないものと認めて契
約極度額を超えて当座貸越を行った場合にも、本規定の定めが適用されるものとします。

（２）銀行および保証会社は、借入人の信用状況に関する審査により、契約極度額を上限として利用限
度額を定めます。借入人は利用限度額の範囲内で繰り返し当座貸越による借入ができるものとし
ます。なお、銀行がこの利用限度額を超えて当座貸越を行った場合にも、本規定の定めが適用され
るものとします。

（３）銀行は、次の各号のいずれかにあたる事由が生じた場合、利用限度額を減額すること（利用限度額
をゼロにすることを含みます。）ができるものとします。なお、本条の規定により利用限度額が当座貸
越元本額を下回り、新規の借入が中止となった場合であっても、本規定に別段の定めがある場合を
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（２）本サービスの対象ファンドは、当行が指定販売会社となっている投資信託のうち、当行が別途
定めるものに限ります。

（３）指定された開始日の応当日（ただし、開始日が月末日の場合には、毎月の月末日）を、毎月の引落
指定日とし、その日が銀行休業日またはファンド休業日にあたる場合は、翌営業日を引落指定日
とします。当該月に応当日が無い場合は、月末日を引落指定日とし、その日が銀行休業日または
ファンド休業日にあたる場合は、翌営業日を引落指定日とします。

（４）前項の定めにかかわらず、引落指定日が指定ファンドの設定注文を行えない日に該当した場合、
または、指定ファンドの投信委託会社が設定注文の受付を一時中止した場合は、当該日以降
最初に設定注文が可能となった日を引落指定日として取扱います。

（５）本サ―ビスにより設定する指定ファンドにかかる手数料、申込金額の制限、設定日および適用
価額等は、当該指定ファンドの目論見書等の定めによるものとします。

３．自動積立
（１）当行は、毎月の引落指定日に指定ファンドの設定注文があったものとして、お客さまのパワーフレ
ックス口座円貨普通預金にかかる口座（以下「預金決済口座」といいます。）から申込金額を自動
引落ししたのち（この場合、パワーフレックス口座円貨預金規定等の定めにかかわらず、小切手
または払戻請求書等の提出を受けることなく引き落とします。）、お客さまに代わって、申込金額か
ら当行所定の手数料および消費税等の諸費用を差し引いた金額（以下「設定金額」といいます。）
をもって、投信委託会社に対して、指定ファンドの設定注文の取次ぎを行うと共に、その設定金
額を預託します。

（２）本サービスにより設定した指定ファンドは、特定口座においてのみ受け入れます。
４．残高不足時等の取扱い
（１）第3条第1項に基づき預金決済口座から自動引落しが行われる申込金額が、当該引落指定日

の当行所定の引落時限における預金決済口座の預金残高を超える場合には、第3条第1項の
定めにかかわらず、当該自動引落しにかかる指定ファンドの当該引落指定日における設定注文
はなかったものとし、本サービスに基づく自動引落しおよび設定注文の取次ぎを行いません。
また、第3条第1項に基づき預金決済口座から複数の自動引落しが同一の引落指定日に行わ
れる場合において、その申込金額の合計額が、当該引落指定日の当行所定の引落時限にお
ける預金決済口座の預金残高を超える場合には、いずれの自動引落しも行わないものとしま
す。（したがって、引落指定日の午前０時時点における預金決済口座の預金残高が、当該引落
指定日に自動引落しが行われる申込金額（複数の自動引落しが同一の引落指定日に行われる
場合はその申込金額の合計額とします。本項において、以下同じ。）に満たない場合、および当
該引落指定日に他の引落し等が行われる結果、預金残高が申込金額に満たなくなる場合に
は、当該引落指定日における本サービスに基づく自動引落しおよび設定注文の取次ぎが行わ
れないことがあります。）

（２）預金決済口座において、事由のいかんを問わず、預金の払戻しが停止されている場合は、本サ
ービスに基づく自動引落しおよび設定注文の取次ぎを行いません。

（３）当行は、前2項により、本サービスに基づく自動引落しおよび設定注文の取次ぎを行わなかっ
た場合に、お客さまに対して自動引落しおよび設定注文の取次ぎを行わなかったことの通知は
行いません。

５．本サービスのお客さまによる指定内容の変更・停止
お客さまによる本サービスの申込金額の変更、本サービスの全部または一部の停止、再開は、
コンピュータ端末を利用して、当行の指示に従って、新生パワーダイレクトの本サービスの画面に
おいて行うことができるものとします。

６．本サービスの停止等
（１）当行は、次のいずれかの事由に該当したときは、お客さまに通知をすることなく、本サービスの全

部または一部を停止し、または該当する投資信託を対象ファンドから除外することがあります。
Ａ．投信委託会社が当該投資信託の財産資金管理を円滑に行うため、その設定を停止したとき
Ｂ．投信委託会社の許認可取消もしくは営業譲渡等または受託会社の辞任等により、当該投
資信託の設定が停止されているとき

Ｃ．災害、事変その他不可抗力と認められる事由により、当行が本サービスを停止し、または該当
する投資信託を対象ファンドから除外せざるを得ないと判断したとき

Ｄ．その他やむをえない事情により、当行が本サービスを停止し、または該当する投資信託を対象
ファンドから除外せざるを得ないと判断したとき

（２）前条または前項により本サービスを停止した場合、本サービスを停止している間、当行は本サー
ビスに基づく自動引落しおよび設定注文の取次ぎを行いません。また、前項により該当する投資
信託を対象ファンドから除外した場合、除外された以降、当行は当該投資信託については本サ
ービスに基づく自動引落しおよび設定注文の取次ぎを行いません。これらの場合、当行はお客
さまに対して自動引落しおよび設定注文の取次ぎを行わなかったことの通知は行いません。

７．本サービスの解約
（１）お客さまが本サービスの全部または一部を解約する場合は、コンピュータ端末を利用して、当

行の指示に従って、新生パワーダイレクトの本サービスの画面において本サービスの全部また
は一部を解約するものとします。

（２）本サービスは、以下のいずれかに該当するときは、当行からの通知等がなくても解約されるも
のとします。
Ａ．お客さまが、当行所定の方法により本サービスの解約依頼を行った場合
Ｂ．お客さまが預金決済口座、投信総合取引口座または特定口座を解約したとき
Ｃ．お客さままたは当行が投資信託総合取引約款（パワーフレックス用）に基づき投資信託総
合取引を解約したとき

Ｄ．お客さまについて相続の開始があったとき
Ｅ．指定ファンドが償還され、または対象ファンドから除外された場合で、他の対象ファンドに
かかる本サービスの申込がされていないとき

Ｆ．第3条第1項に基づく預金決済口座からの自動引落しが当行所定の期間にわたってできな
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除き、即時に支払をなすことを要さず、借入人は第６条に定める返済方法に従い、引き続き返済を行
うものとします。
①借入人が本規定その他本契約に関するいずれかの約定に違反したとき、または債務不履行があ
ったとき
②借入人の信用状況に関する審査等により、銀行または保証会社が利用限度額の減額が必要と
判断したとき

（４）前項により利用限度額が減額となった場合であっても、銀行および保証会社は、借入人の信用状
況に関する審査等により相当と認めた場合、契約極度額を上限として利用限度額を増額することが
できるものとします。

（５）利用限度額の変更に関しては、銀行所定の方法により、銀行から借入人あてに変更後すみやかに
通知するものとします。

５．貸越利率等
（１）本契約の貸越利率は、契約極度額に応じて定める銀行所定の利率（１年を３６５日とする日割計算）
を適用するものとし、本確認書にて借入人に通知します。銀行は、金融情勢の変化その他相当の
事由があると認められる場合には、銀行のホームページへの表示その他の方法で公表することにより
契約極度額に応じて定める貸越利率を相当の範囲で変更が出来るものとします。この変更は、公
表の際に定める相当な期間を経過した日から適用されるものとします。

（２）本契約による当座貸越元本に対する利息は、付利単位を１円とし、平年うるう年に関係なく次の算
式によって計算し、約定返済日に第６条の規定に従って支払うものとします。
当座貸越元本×貸越利率×借入日数÷３６５

（３）銀行は、銀行所定の基準により、借入人に対し貸越利率を優遇して適用することができるものとしま
す。ただし、銀行はいつでもその優遇を中止し、または優遇幅を変更することができるものとします。

（４）銀行は、銀行および保証会社による借入人の信用状況に関する審査により、借入人の事前の承
諾を得て、契約極度額を減額することができるものとします。この場合、契約極度額の減額に伴い、
貸越利率が上がることがあります。

（５）銀行に対する本債務の履行をしなかった場合には、借入人は、履行を遅延した本債務について、平
年うるう年に関係なく年利率１９.９%（1年を３６５日とする日割計算）を乗じて算出した遅延損害金を支
払うものとします。

６．約定返済
（１）借入人は本契約にかかる審査申込時に毎月の一定日を約定返済日（当日が銀行休業日の場合は
翌営業日）として指定するものとします。なお、借入人は、かかる指定の後は約定返済日を変更するこ
とはできないものとします。

（２）銀行は、約定返済日の銀行所定の時間（以下「約定返済処理時」という。）に、第７条に規定する約
定返済金額を、返済用普通預金口座にかかる払戻請求書の提出その他借入人からの個別の指
示を要さずに、返済用普通預金口座から払戻しの上、本債務の返済に充当します（以下かかる返
済を「約定返済」という。）。借入人は、約定返済日前日までに約定返済金額以上の預金残高を返
済用普通預金口座に確保するものとします。

（３）約定返済処理時において、返済用普通預金口座の預金残高が約定返済金額に満たない場合に
は、銀行はその一部の返済にあてる取扱いを行なう義務を負わないものとします。

（４）約定返済日以前に、本条に定める返済方法によらずに当該約定返済日における約定返済金額
以上の金額を返済したとしても、当該返済を約定返済とはみなさず、第８条に基づく追加返済と
みなします。

（５）借入人が約定返済を遅延している間は、新規借入は当然に停止されるものとします。
（６）借入人は、約定返済を遅延した場合には、直ちに、（i）当該約定返済日における約定返済金額、ま
たは（ii）当該約定返済日に期限が到来した未払利息（当該約定返済日より前に期限が到来した未
払利息を除く。）および返済日までの遅延損害金の合計額のいずれか大きい方の金額以上の預金
残高を返済用普通預金口座に確保するものとします。この場合、銀行は、当該預金残高が確保さ
れた後いつでも第２項と同様の処理を行うことができるものとし、銀行がかかる処理を行った日を返済
日とします。

（７）前項の規定にもかかわらず、約定返済を遅延した場合の返済方法について、別途銀行の指示があ
る場合にはそれに従うものとします。

７．約定返済金額
（１）約定返済日における「約定返済金額」は、当該約定返済日前日の最終当座貸越元本額に応じ、次
の通りとします。

約定返済日前日の最終当座貸越元本額　　　　　　　 約定返済金額

1万円未満の場合 約定返済日前日の最終当座貸越元本額
および約定返済日までの未払利息の合計金額

１万円以上50万円未満　　　　　　 10,000円
50万円以上100万円未満 20,000円
100万円以上150万円未満 25,000円
150万円以上200万円未満 30,000円
200万円以上250万円未満 35,000円
250万円以上300万円未満 40,000円
300万円以上350万円未満 45,000円
350万円以上400万円未満 50,000円
400万円以上450万円未満 55,000円

450万円以上　　　　　　　　　　 60,000円

（２）約定返済日に期限が到来した未払利息（当該約定返済日より前に期限が到来した未払利息を除
く。）の金額が前項に規定する約定返済金額を超える場合は、前項にかかわらず、その未払利息の
金額を約定返済金額とします。

８．追加返済
（１）借入人は、返済を遅延している場合を除き、第２条第３項に定める方法により、当座貸越元本額の範
囲内で、任意の金額を第６条第２項による約定返済に追加して随時追加返済することができます。な
お、本項に基づき、未払利息、遅延損害金等の当座貸越元本以外の本債務を追加返済することは
できません。本項に基づき、当座貸越元本額を超える金額をローン専用口座に入金しようとした場合
には、当座貸越元本額との差額は返済用普通預金口座に自動的に振り替えられるものとします。

（２）借入人は、銀行所定の方法で事前に銀行に通知したうえで、銀行所定の方法により、本債務全額
を随時返済することができます。

９．返済金の充当順位
（１）返済金の充当順位は、① 本規定上借入人が負担すべきものとされる費用等のうち、銀行が借入
人に代わって負担しているもの、②遅延損害金、③未払利息、④当座貸越元本とします。

（２）前項にかかわらず、（i）第６条第２項に基づく約定返済金は、未払利息および当座貸越元本のみ
に充当するものとし、また、（ii）前条第１項に基づく追加返済金は当座貸越元本のみに充当する
ものとします。

１０．期限前の全額返済義務および即時支払
（１）次の各号の事由が一つでも生じた場合には、借入人は本債務全額について期限の利益を失い、
直ちに本債務全額を銀行所定の方法により返済するものとします。
①借入人が第６条に規定する約定返済を遅延し、相当な期間を定めて返済を書面で催告されたに
もかかわらず、その期間内に返済しなかったとき。
②借入人が支払を停止したとき。
③借入人について、破産手続開始、民事再生手続開始もしくは特定調停その他国内外の法令に
基づく倒産手続開始の申立てがあったとき。
④借入人が手形交換所の取引停止処分を受けたとき。
⑤借入人の預金その他銀行に対する債権について仮差押、保全差押または差押の命令、通知が
発送されたとき。
⑥借入人について相続の開始があったとき。
⑦借入人が保証会社と締結した「保証委託約款」その他の契約にもとづき、保証会社から保証の
取消、解約または解除等の通知があったとき。
⑧住所変更の届出を怠るなど借入人の責めに帰すべき事由によって、銀行に借入人の所在が不明
となったとき。

（２）次の各号の事由が一つでも生じた場合には、借入人は、銀行からの請求によって、本債務全額に
ついて期限の利益を失い、直ちに本債務全額を銀行所定の方法により返済するものとします。
①本債務に限らず、借入人の銀行に対する債務の一つでも返済が遅れているとき。
②借入人が銀行取引上の他の債務について期限の利益を失い、または即時支払義務を負担した
とき。
③借入人が本規定その他本契約に関するいずれかの約定に違反したとき。
④借入人が銀行に届け出た内容に虚偽の申告があったことが判明したとき。
⑤本取引が法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのおそれがあると銀行が判断し
たとき。
⑥借入人が日本国外に転出することとなったとき（ただし、一時的な渡航を除く。）。
⑦前各号のほか、銀行または保証会社が、借入人についての信用状態に著しい変化が生じるなど
債権保全を必要とする相当の事由があると判断したとき。

（３）借入人が住所変更の届出を怠るなど借入人の責めに帰すべき事由により、前項の請求が延着しま
たは到達しなかった場合には、通常到達すべきときに期限の利益が失われたものとします。

（４）銀行は、借入人が本条または次条の規定により期限の利益を失った場合、借入人が銀行に開設
している預金口座（返済用普通預金口座を含みますが、これに限りません。）の入出金を禁止する等、
取引を制限することができるものとします。

１０-２. 反社会的勢力の排除
（1）借入人は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団
準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、
その他これらに準じる者（以下、これらを「暴力団員等」という。）に該当しないこと、および次の各
号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約します。
①暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること
②暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること
③自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもっ
てするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること
④暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認めら
れる関係を有すること
⑤役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を
有すること

（2）借入人は、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為を行わないことを確約します。
①暴力的な要求行為
②法的な責任を超えた不当な要求行為
③取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
④風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて銀行の信用を毀損し、または銀行の業務を妨害す
る行為
⑤その他前各号に準ずる行為

（3）借入人が暴力団員等もしくは第１項各号のいずれかに該当し、もしくは前項各号のいずれかに該当
する行為をし、または第１項の規定にもとづく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場
合には、銀行からの請求によって、借入人は本債務全額について期限の利益を失い、直ちに本債
務全額を銀行所定の方法により返済するものとします。この場合において、借入人への請求が延着
しまたは到着しなかった場合には、前条第３項の規定を準用します。
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指定することができるものとします。
（４）前項によって銀行が指定する借入人の債務については、その期限が到来したものとします。
１６．債権の譲渡等
（１）借入人は、銀行が将来本契約による債権を他の金融機関等に譲渡または信託その他の処分（以
下「譲渡等」という。）を行うこと、当該他の金融機関等から他の第三者（銀行を含む）へ譲渡等する
ことおよびその他順次に譲渡等がなされることにつき予め承諾するものとします。

（２）前項により債権が譲渡等された場合、銀行から借入人に対する書面による別段の指示がない限り、
銀行は譲渡等された債権に関し、譲受人または受託者等の代理人になるものとします。この場合、
借入人は銀行に対して、従来どおり本規定に定める方法によって債務を支払い、銀行は譲受人また
は受託者等にこれを交付するものとします。

１７．管理・回収業務の委託
（１）借入人は、本債務に関して、銀行が指定する、「債権管理回収業に関する特別措置法」にもとづき
法務大臣より営業許可を受けた債権管理回収会社（以下｢サービサー会社｣という。）に対して、本債
務の管理・回収業務を委託し、サービサー会社が銀行に代わり借入人に請求し、取立てを行うこと
に同意するものとします。

（２）借入人は、銀行がサービサー会社に対して、前項に従い債権の管理・回収業務を委託するに際し、
必要な範囲内において、銀行とサービサー会社との間で、借入人の個人情報、信用情報、取引履
歴、日次の普通預金残高情報、その他本取引に関する一切の情報を相互に提供・利用することに
同意するものとします。

１８．届出事項の変更
（１）氏名、住所、届出印鑑または届出の署名、電話番号、勤務先等その他銀行に届け出た事項に変
更があったときは、借入人は直ちに銀行所定の方法により、銀行に届け出るものとします。

（２）借入人が前項の届出を怠ったため、銀行が借入人から最後に届出のあった氏名、住所にあてて通
知または送付書類を発送した場合には、延着しまたは借入人に到達しなかったときでも通常到達す
べき時に到達したものとします。

１９．成年後見人等の届出
（１）借入人について家庭裁判所の審判により補助、保佐、後見が開始された場合には、直ちに成年後
見人等の氏名その他必要な事項を書面をもって銀行に届け出ます。

（２）借入人について家庭裁判所の審判により任意後見監督人の選任がされた場合には、直ちに任意
後見人の氏名その他必要な事項を書面をもって銀行に届け出ます。

（３）借入人がすでに補助、保佐、後見開始の審判を受けている場合、もしくは任意後見監督人の選任
がされている場合にも前２項と同様に銀行に届け出ます。

（４）前３項の届出事項に取消、または変更等が生じた場合にも同様に届け出ます。
（５）前４項の届出の前に生じた損害については、銀行はいかなる責任も負わないものとします。
２０．住民票等の取得同意
債権保全等の理由で銀行が必要と認めた場合、借入人は銀行または銀行が委託するサービサー会
社が借入人の住民票の写し等を取得することに同意します。

２１．印鑑および署名照合
銀行が、本契約にかかる諸届けその他の書類に使用された印影または署名を、本契約申込時の借
入人の署名、または返済用普通預金口座の届出印鑑もしくは署名鑑と相当の注意をもって照合し、
相違ないと認めて取り扱ったときは、それらの書類について偽造、変造、その他の事故があっても、そ
のために生じた損害については、銀行は責任を負わないものとします。

２２．危険負担、免責条項
（１）借入人は、借入人が銀行に差入れた契約書等が、事変・災害等銀行の責めに帰すことのできない
事情によって紛失・滅失または損傷した場合には、銀行の帳簿・伝票等の記録に基づいて債務を弁
済することに同意します。なお銀行からの請求があれば代りの契約証書等を差入れるものとします。

（２）「新生パワーコール規定」および「新生パワーダイレクト取引規定」に規定する本人確認方法に
従い、新生パワーコールまたは新生パワーダイレクトを利用した取引等がなされたときは、銀行は
借入人本人による取引等として取り扱い、そのために生じた損害については、銀行は責任を負わない
ものとします。

（３）銀行は、次の場合に生じた損害等についてはその責めを負わないものとします。
①銀行の営業時間内であると否とを問わず、機械の故障、停電、災害、事変、輸送途中の事故、
不可抗力による通信機器または回線等の障害、裁判所等公的機関の措置等の不可抗力的な
事由もしくは銀行の責めによらない事由により、本取引における取引、サービスの提供が遅延、停
止または不能となった場合。
②銀行以外の金融機関、提携先等など銀行以外の第三者の責めに帰すべき事由があった場合。
③電信または郵便の誤謬、遅滞等、銀行の責めに帰することのできない場合。

２３．費用の負担
借入人に対する権利の行使または保全に要した費用その他本契約に関するいっさいの費用（ただし、
本取引に関して銀行が借入人に対して交付する書面に課される印紙税は含まれないものとします。）
は、法令に抵触しない範囲内で、借入人が負担するものとします。

２４．報告および調査
（１）借入人は、銀行が債権保全上必要と認めて請求した場合には、借入人の信用状態について直ち
に報告し、また調査に必要な便益を提供するものとします。

（２）借入人は、借入人の信用状態について重大な変化を生じたとき、または生じるおそれのあるときは、
銀行から請求がなくても遅滞なく銀行に報告するものとします。

２５．本契約の各条項の変更
本取引に適用される各条項または本取引にかかる諸条件を変更する場合、本規定に別途定める場
合を除き、変更内容および変更日を銀行のホームページへの表示その他相当の方法で公表すること
により、変更できるものとします。

２６．規定の準用
本規定に定めのない事項については、パワーフレックス取引共通規定、新生パワーコール規定（パワ
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（4）前項の規定により、借入人に損害が生じた場合にも、借入人は銀行になんらの請求もしないも
のとします。また、銀行に損害が生じたときは、借入人がその責任を負うものとします。

１１．新規借入の停止、契約の解約
（１）本規定に別途規定する場合のほか、第１０条第２項各号の事由が一つでも生じたとき、借入人が暴
力団員等もしくは前条第１項各号のいずれかに該当し、もしくは同条第２項各号のいずれかに該当
する行為をし、もしくは同条第１項の規定にもとづく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明
したとき、またはその他銀行が必要と認める相当の事由が生じたときは、銀行は、借入人への通知・
催告等なしに新規借入を停止することができるものとします。この新規借入停止により借入人に損
害が生じた場合にも、借入人は銀行になんらの請求もしないものとします。また、銀行に損害が
生じたときは、借入人がその責任を負うものとします。

（２）第１０条第２項各号の事由が一つでも生じたとき、または借入人が前条第１項各号のいずれかに該
当し、もしくは同条第２項各号のいずれかに該当する行為をし、もしくは同条第１項の規定にもとづく
表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明したときは、銀行は、借入人への通知により、本契
約を直ちに解約することができるものとします。この場合において、借入人への通知が延着しまたは
到着しなかった場合には、第１０条第３項の規定を準用します。

（３）次の各号の事由が一つでも生じたときは、本契約はその時点で当然に解約されるものとします。ただ
し、銀行が特に認めた場合はこの限りではありません。
①契約期限が到来したとき。
②借入人が本債務全額について期限の利益を喪失したとき。
③返済用普通預金口座が解約されたとき。
④本取引の名義人が存在しないことが明らかになったときまたは本取引の名義人の意思によらずに
本取引が開始されたことが明らかになったとき。
⑤本債務が継続して３年間存在しないとき。

（４）借入人は、銀行所定の手続きに従い、本契約を解約することができます。
（５）前各項により本契約が解約された場合には、借入人は、直ちに本債務全額を銀行所定の方法に
より返済するものとします。なお、本契約の解約後も、借入人が本債務の履行を完了するまでは、か
かる債務の履行に関する限り、本契約の関連条項（ただし、約定返済にかかる条項を除きます。）は
有効に存続するものとします。

（６）銀行は、本条第２項ないし第５項により本契約が解約された場合には、借入人への通知・催告等な
しに、ローン専用口座をいつでも解約することができるものとします。

１２．保証会社への保証債務履行請求
（１）借入人が本債務について期限の利益を失う等の事由により本債務全額の返済義務が生じた場合
には、銀行は保証会社に対して保証債務の履行を請求し、本債務全額の弁済を受けることができ
るものとします。

（２）保証会社が借入人に代わって本債務全額を銀行に返済した場合は、借入人は保証会社に保証会
社との契約に基づき保証会社に対して支払うべき金銭を支払うものとします。

１３．銀行からの相殺
（１）銀行は、期限が到来した本債務と、借入人の銀行に対する預金その他の債権とを、その債権の期
限のいかんにかかわらず相殺することができます。

（２）前項によって相殺をする場合には、銀行は事前の通知および所定の手続を省略し、借入人に代わ
りその債権の払戻しを受け、本債務の弁済に充当することができるものとします。また、当該債権が
外貨預金の場合、銀行が合理的に決定する計算実行時の外国為替相場を適用して円貨に換算
したうえで、本債務の一部または全部弁済にあてることができるものとします。また、仕組預金につい
ては、相殺のために行われる満期前解約に伴い発生する解約日から最終満期日までの当該仕組預
金の再構築額およびそれに伴う費用が当該元利金から差し引かれて計算されるものとします。

（３）債券については、その償還期日前でも、期限が到来した本債務と相殺できるものとします。また、相
殺する場合には、銀行は事前の通知および所定の手続を省略し、その債券を一般に適当と認めら
れる方法、時期、価額等によって処分のうえ、その取得金から諸費用を差し引いた残額を本債務の
一部または全部の弁済にあて、またはこれを銀行所定の方式により評価額を算定のうえ、本債務の
一部または全部の弁済に代えて取得することもできるものとします。

（４）前各項によって相殺をする場合、債権債務の利息、損害金等の計算については、その期間を相殺
計算実行の日までとして、利率、料率等は銀行の定めによるものとし、また外国為替相場については
銀行の計算実行時の相場を適用するものとします。

１４．借入人からの相殺
（１）借入人は、本債務と期限の到来している借入人の銀行に対する預金その他の債権とを、本債務の
期限が未到来であっても、相殺することができます。

（２）前項によって相殺する場合には、相殺計算を実行する日の３営業日前までに銀行へ書面により相殺
の通知をするものとし、相殺した預金その他の債権の証書、通帳は届出印（または届出の署名）を押
印（または署名）して、直ちに銀行に提出するものとします。

（３）借入人が相殺した場合における債権債務の利息、損害金等の計算については、その期間を相殺
通知の到達の日までとして、利率、料率等は銀行の定めによるものとし、また外国為替相場について
は銀行の計算実行時の相場を適用するものとします。

１５．債務の返済等にあてる順序
（１）銀行から相殺または払戻充当をする場合に、本債務のほかに銀行取引上の他の債務があるときは、
銀行は債権保全上等の事由により、どの債務との相殺または払戻充当にあてるかを指定することが
でき、借入人は、その指定に対して異議を述べないものとします。

（２）借入人から返済または相殺をする場合に、本債務のほかに銀行取引上の他の債務があるときは、借
入人はどの債務の返済または相殺にあてるかを指定することができます。

（３）前項の場合において、借入人がどの債務の返済または相殺にあてるかを指定しなかったときは、銀行
が指定することができ、借入人は、その指定に対して異議を述べないものとします。また、前項の借入
人の指定により、銀行の債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、銀行は遅滞なく異議を
述べ、担保・保証の状況、弁済期間の長短等を考慮して、どの債務の返済または相殺にあてるかを
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７．（依頼内容の変更）
（１）振込契約の成立後にその依頼内容を変更する場合には、取扱店の窓口において次の訂正の手続
により取扱います。ただし、振込先の金融機関・店舗名および振込金額を変更する場合には、第８
条第１項に規定する組戻しの手続により取扱います。
訂正の依頼にあたっては、当行所定の訂正依頼書に記名押印のうえ、振込金受取書等とともに提
出してください。この場合、当行所定の本人確認資料または保証人を求めることがあります。
当行は、訂正依頼書に従って、訂正依頼電文を振込先の金融機関に発信します。

（２）前項の訂正の取扱いについては、第５条第５項の規定を準用します。
（３）第１項の場合において、振込先の金融機関がすでに振込通知を受信しているときは、訂正ができな
いことがあります。この場合には、受取人との間で協議してください。

８．（組戻し）
（１）振込契約の成立後にその依頼を取りやめる場合には、取扱店の窓口において次の組戻しの手続
により取扱います。
組戻しの依頼にあたっては、当行所定の組戻依頼書に記名押印のうえ、振込受取書等とともに提
出してください。この場合、当行所定の本人確認資料または保証人を求めることがあります。
当行は、組戻依頼書に従って、組戻依頼電文を振込先の金融機関に発信します。
組戻しされた振込資金は、組戻依頼書に指定された方法により返却します。現金で返却を受けると
きは、当行所定の受取書に記名押印のうえ、振込受取書等とともに提出してください。この場合、当
行所定の本人確認資料または保証人を求めることがあります。

（２）前項の組戻しの取扱いおよび組戻しされた振込資金の返却については、第５条第５項の規定を準
用します。

（３）第1項の場合において、振込先の金融機関がすでに振込通知を受信しているときは、組戻しができ
ないことがあります。この場合には、受取人の間で協議してください。

９．（通知・照会の連絡先）
（１）この取引について依頼人に通知・照会をする場合には、振込の依頼にあたって記載された住所・電
話番号または振込資金等を振替えた預金口座について届出のあった住所・電話番号を連絡先とし
ます。

（２）前項において、連絡先の記載の不備または電話の不通等によって通知・照会をすることができなくて
も、これによって生じた損害については、当行は責任を負いません。

１０．（手数料）
（１）振込の受付にあたっては、店頭表示の振込手数料をいただきます。
（２）組戻しの受付にあたっては、当行所定の組戻手数料をいただきます。この場合、前項の振込手数
料は返却しません。また、組戻しができなかったときについても組戻し手数料は返却しません。

（３）組戻しされた振込資金を返却せずに改めてその資金による振込みの受付をするときも、店頭表示の
振込手数料をいただきます。この場合、組戻手数料は返却しません。

（４）この取引について、特別の依頼により要した費用は、別途にいただきます。

１１．（災害等による免責）
次の各号の事由により振込金の入金不能、入金遅延等があっても、これによって生じた損害につい
ては、当行は責任を負いません。
①災害・事変、輸送途中の事故、裁判所等公的機関の措置等をやむをえない事由があったとき
②当行または金融機関の共同システムの運営体が相当の安全対策を講じたにもかかわらず、端末
機、通信回線またはコンピューター等に障害が生じたとき
③当行以外の金融機関の責に帰すべき事由があったとき

１２．（譲渡、質入れの禁止）
振込金受取書およびこの取引にもとづく依頼人の権利は、譲渡、質入れすることはできません。

１３．（預金規定等の適用）
振込資金等を預金口座または債券保護預り口座から振替えて振込の依頼をする場合における預
金・債券等の払戻しについては、関係する預金規定および債券保護預り規定等により取扱います。

以　上

外国送金取引規定（パワーフレックス用）

１．（適用取囲）
外国送金依頼書による次の各号に定める外国送金については、この規定により取扱います。
①外国向送金取引
②国内にある当行の本支店または他の金融機関にある受取人の預金口座への外貨建送金取引
③外国為替法規上の（非）居住者と非居住者との間における国内にある当行の本支店または他の
金融機関にある受取人の預金口座への円貨建送金取引
④その他前各号に準ずる取引

２．（定義）
この規定における用語の定義は、次のとおりとします。
①外国向送金取引
送金依頼人の委託にもとづき、当行が行う次のことをいう。
ａ．送金依頼人の指定する外国にある当行の支店または他の金融機関にある受取人の預金口
座に一定額を入金することを委託するための支払指図を、関係銀行に対して発信すること（口
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ーフレックス用）および新生パワーダイレクト取引規定のほか、銀行の他の規定の定めるところによる
ものとします。ただし、これらの規定と本規定との間に齟齬が生じた場合には、本規定が優先するも
のとします。

２７．合意管轄
本契約にもとづく取引には、日本の法律、諸規則（金融および外国為替管理等に関する政省令、行
政指導等を含みます。）が適用されます。本契約にもとづく取引に関して訴訟の必要を生じた場合には、
銀行の本店または取扱店の所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とすることに合意します。

以　上

〈振込関連規約〉
振込規定（個人用）

１．（適用範囲）
振込依頼書による当行または他の金融機関の国内本支店にある受取人の預金口座あての振込に
ついては、この規定により取扱います。

２．（振込の依頼）
（１）振込依頼書による振込の依頼は、次により取扱います。
①振込の依頼は当行所定の時間内に受付けます。なお、当行本支店窓口で受け付ける場合とそれ
以外の場合では、営業日および営業時間が異なるのでご注意ください。
②振込依頼書は、当行所定の振込依頼書を使用し、振込先の金融機関・店舗名、預金種目・口
座番号、受取人名、振込金額、依頼人名、依頼人の住所・電話番号その他の所定の事項を正
確に記入してください。
なお、預金種目・口座番号が不明な場合には、窓口に相談してください。

③当行は振込依頼書に記載された事項を依頼内容とします。
（２）前項に定める依頼内容について、振込依頼書の記載の不備があったとしても、これによって生じた損
害については、当行は責任を負いません。

（３）振込の依頼にあたっては、振込資金、振込手数料その他この取引に関連して必要となる手数料（以
下「振込資金等」といいます。）を支払ってください。（ただし、当行が認めたものに限り、振込手数料等
の関連手数料については、これと異なる取扱いをすることができるものとします。）

３．（振込契約の成立）
（１）振込依頼書による場合には、振込契約は、当行が振込の依頼を承諾し振込資金等を受領した時
に成立するものとします。

（２）前項により振込契約が成立したときは、当行は、依頼内容を記載した振込金受取書または振込受
付書等（以下「振込金受取書等」といいます。）を交付しますので、依頼内容を確認してください。この
振込金受取書等は、契約の成立を証明する書類となりますので、大切に保管してください。

４．（振込通知の発信）
振込契約が成立したときは、当行は、依頼内容にもとづいて、依頼日当日に振込先の金融機関あてに
電信扱いにより振込通知を発信します。ただし、所定の受付時間終了後または終了間際ならびに振
込事務の繁忙日等やむをえない事由がある場合には、依頼日の翌営業日（全銀内国為替システム稼
動日に限ります。）に振込通知を発信することがあります。

５．（証券類による振込）
（１）当行以外の金融機関にある受取人の預金口座への振込の依頼を受ける場合には、小切手その他
の証券類による振込資金等の受入れはしません。

（２）当行の国内本支店にある受取人の預金口座への振込の依頼を受ける場合に、当行が振込資金
等とするために小切手その他の証券類の受入れを認めたときは、その旨を表示した振込受取書等を
交付するとともに、証券類受入れの旨を表示した振込通知をその決済確認前に発信します。
なお、証券類の決済を確認した後に振込通知を発信することもあります。

（３）前項により受入れた証券類が不渡りとなった場合には、直ちにその旨を通知するとともに、決済確認
前に振込通知を発信しているときは、それを取消します。この場合には、あらかじめ書面による依頼を
受けたものにかぎり、その証券類について権利保全の手続をします。

（４）不渡りとなった証券類は、取扱店で返却しますので、当行所定の受取書に記名押印のうえ、振込
金受取書等とともに提出してください。この場合、当行所定の本人確認資料または保証人を求める
ことがあります。

（５）提出された振込金受取書等を当行が交付したものであると相当の注意をもって認めたうえ、その証
券類を返却したときは、これによって生じた損害については、当行は責任を負いません。

６．（取引内容の照会等）
（１）受取人の預金口座に振込金の入金が行われていない場合には、すみやかに取扱店に照会してくだ
さい。この場合には、振込先の金融機関に照会するなどの調査をし、その結果を報告します。

（２）当行が発信した振込通知について振込先の金融機関から照会があった場合には、依頼内容につ
いて照会することがあります。この場合には、すみやかに回答してください。当行からの照会に対して、
相当の期間内に回答がなかった場合または不適切な回答があった場合には、これによって生じた損
害については、当行は責任を負いません。

（３）入金口座なし等の事由により振込資金が返却された場合には、すみやかに通知しますので、第８条
に規定する組戻しの手続に準じて、振込資金の受領等の手続をとってください。
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（４）前２項の取扱いによって生じた損害については、当行は責任を負いません。

６．（手数料・諸費用）
（１）送金の受付にあたっては、当行所定の送金手数料その他この取引に関連して必要となる手数料・
諸費用をいただきます。

（２）照会、変更、組戻しの受付にあたっては、次の各号に定める当行および関係銀行の所定の手数
料・諸費用をいただきます。この場合、前項に規定する手数料等は返却しません。なお、この他に、
関係銀行に係る手数料・諸費用を後日いただくこともあります。
①照会手数料
②変更手数料
③組戻手数料
④電信料、郵便料
⑤その他照会、変更、組戻しに関して生じた手数料・諸費用

（３）海外送金では、当行所定の送金手数料以外に、経由銀行および支払銀行が送金金額から手数
料を差し引く場合があります。

７．（為替相場）
（１）送金の受付にあたり、送金資金を送金通貨と異なる通貨により受領する場合に適用する為替相場
は、先物外国為替取引契約が締結されている場合を除き、当行の計算実行時における所定の為
替相場とします。

（２）第４条第４項、第９条第３項、第１１条第１項第３号の規定による送金資金等または返戻金の返却に
あたり、当行が送金依頼人にそれらの資金を送金通貨と異なる通貨により返却する場合に適用す
る為替相場は、先物外国為替取引契約が締結されている場合を除き、当行の計算実行時におけ
る所定の為替相場とします。

８．（受取人に対する支払通貨）
送金依頼人が次の各号に定める通貨を送金通貨として送金を依頼した場合には、受取人に対する支
払通貨は送金依頼人が指定した通貨と異なる通貨となることもあります。この場合の支払通貨、為替
相場および手数料等については、関係各国の法令、慣習および関係銀行所定の手続きに従うことと
します。
①支払銀行の所在国の通貨と異なる通貨
②受取人の預金口座の通貨と異なる通貨

９．（取引内容の照会等）
（１）送金依頼人は、送金依頼後に受取人に送金資金が支払われていない場合など、送金取引につい
て疑義のあるときは、すみやかに取扱店に照会してください。この場合には、当行は、関係銀行に照
会するなどの調査をし、その結果を送金依頼人に報告します。なお、照会等の受付にあたっては、当
行所定の依頼書の提出を求めることもあります。

（２）当行が発信した支払指図または交付した送金小切手について、関係銀行から照会があった場合に
は、送金の依頼内容について送金依頼人に照会することがあります。この場合には、すみやかに回
答してください。当行からの照会に対して、相当の期間内に回答がなかった場合または不適切な回
答があった場合には、これによって生じた損害については、当行は責任を負いません。

（３）当行が発信した支払指図または交付した送金小切手について、関係銀行による支払指図の拒絶
等により送金ができないことが判明した場合には、当行は送金依頼人にすみやかに通知します。この
場合当行が関係銀行から送金に係る返戻金を受領したときには、直ちに返却しますので、第１１条に
規定する組戻しの手続きに準じて、当行所定の手続きをしてください。

１０．（依頼内容の変更）
（１）送金委託契約の成立後にその依頼内容を変更する場合には、取扱店の窓口において、次の変更
の手続きにより取扱います。ただし、送金金額を変更する場合には、次条に規定する組戻しの手続
きにより取扱います。
①変更の依頼にあたっては、当行所定の内容変更依頼書に、外国送金依頼書に使用した署名ま
たは印章により署名または記名押印のうえ、第４条第２項に規定する外国送金依頼書控等ととも
に提出してください。この場合、当行所定の本人確認資料または保証人を求めることがあります。
なお、送金小切手が送金依頼人または受取人に対して交付されている場合には、その送金小切
手も提出してください。
②当行が変更依頼を受けたときは、当行が適当と認める関係銀行および伝送手段により、内容変
更依頼書の内容に従って、変更の指図を発信するなど、遅滞なく変更に必要な手続きをとります。

（２）前項の依頼内容の変更にあたっての内容変更依頼書の取扱いについては、第４条第５項の規定を
準用します。また、前第２号の取扱いによって生じた損害については、当行は責任を負いません。

（３）本条に規定する変更は、関係銀行による変更の拒絶、法令による制限、政府または裁判所等の公
的機関の措置等により、その取扱いができない場合があります。変更ができず組戻しを行う場合に
は、次条に規定する組戻しの手続きにより取扱います。

１１．（組戻し）
（１）送金委託契約の成立後にその依頼を取りやめる場合には、取扱店の窓口において、次の組戻しの
手続きにより取扱います。
①組戻しの依頼にあたっては、当行所定の組戻依頼書に、外国送金依頼書に使用した署名または
印章により署名または記名押印のうえ、第４条第２項に規定する外国送金依頼書控等とともに提
出してください。この場合当行所定の本人確認資料または保証人を求めることがあります。なお、
送金小切手が送金依頼人または受取人に対して交付されている場合には、その送金小切手も提
出してください。
②当行が組戻しの依頼を受けたときは、当行が適当と認める関係銀行および伝送手段により、
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座振替）
ｂ．外国にある受取人に対して一定額の支払いを行うことを委託するための支払指図を、関係銀
行に対して発信すること（通知払・請求払）

ｃ．外国にある当行の支店または他の金融機関を支払人として、送金依頼人が指定する者を受取
人とする送金小切手を送金依頼人または受取人に対して交付すること

②支払指図
送金依頼人の委託にもとづき、当行が、一定額を受取人の処分可能にすることを委託するために
関係銀行に対して発信する指示をいう。
③支払銀行
受取人の預金口座への送金資金の入金または受取人に対する送金資金の支払いを行う金融
機関をいう。
④関係銀行
支払銀行および送金のため以下のことを行う当行の本支店または他の金融機関をいう。
ａ．支払指図の仲介
ｂ．銀行間における送金資金の決済
⑤支払銀行手数料
関係銀行に対して支払う手数料をいう。

３．（送金の依頼）
（１）送金の依頼は、次により取扱います。
①送金の依頼は、窓口営業時間内に受付けます。
②送金の依頼にあたっては、当行所定の外国送金依頼書を使用し、送金の種類、支払方法、支払
銀行名、店舗名、受取人名、受取人口座番号または受取人の住所・電話番号、送金金額、依
頼人名など当行所定の事項を正確に記入し、署名または記名押印のうえ、提出してください。
③当行は前号により外国送金依頼書に記載された事項を依頼内容とします。

（２）送金の依頼を受付けるにあたっては、外国為替関連法規上所定の確認が必要ですので、次の手続
きをしてください。
①外国送金依頼書に、送金目的その他所定の事項を記入してください。
②送金資金については、当行に開設された本人確認済みの送金依頼人の預金口座から振替える
こととします。また、許可等が必要とされる取引については取り扱わないものとします。

（３）送金の依頼にあたっては、送金依頼人は当行に、送金資金の他に、当行所定の送金手数料その
他この取引に関連して必要となる手数料・諸費用（以下「送金資金等」といいます。）を支払ってくだ
さい。送金資金等を引き落とす預金口座の預金残高が送金資金等の金額に満たない場合には、
送金の依頼を受付けません。なお、小切手その他の証券類による送金資金の受入れはしません。

（４）外国送金特有の複雑さや、相手国の事情等から到着が遅延する場合も考えられますので、時間的
に余裕を見込んでお申し込みくださるようお願いします。

（５）外国送金は外国の事情、慣習その他の事由から送金の取扱・銀行の責任等について国内送金と
異なる点がありますのでご留意ください。

４．（送金委託契約の成立と解除等）
（１）送金委託契約は、当行が送金の依頼を承諾し、送金資金等を受領したときに成立するものとし
ます。

（２）前項により送金委託契約が成立したときは、当行はその契約内容に関して、外国送金依頼書控等
を交付し、送金小切手の場合には、併せて送金小切手を送金依頼人または受取人に対して交付し
ます。なお、この外国送金依頼書控等は、解除や組戻しの場合など、後日提出していただくことがあ
りますので、大切に保管してください。

（３）第１項により送金委託契約が成立した後においても、当行が関係銀行に対して支払指図を発信す
る前または送金依頼人に対して送金小切手を交付する前に次の各号の事由の一にでも該当すると
認めたときは、当行から送金委託契約の解除ができるものとします。この場合、解除によって生じた
損害については当行は責任を負いません。
①取引等の非常停止に該当するなど送金が外国為替関連法規に違反するとき
②戦争、内乱、もしくは関係銀行の資産凍結、支払停止などが発生し、またはそのおそれがあるとき
③送金が犯罪に係るものであるなど相当の事由があるとき

（４）前項による解除の場合には、送金依頼人から受取った送金資金等を返却しますので、当行所定の
受取書等に、外国送金依頼書に使用した署名または印章により署名または記名押印のうえ、第２
項に規定する外国送金依頼書控等とともに提出してください。この場合、当行所定の本人確認資
料または保証人を求めることがあります。

（５）受取書等に使用された署名または印影を、外国送金依頼書に使用された署名または印影と相当の
注意をもって照合し、相違ないものと認めたうえ、送金資金を返却したときは、これによって生じた損
害については、当行は責任を負いません。

５．（支払指図の発信等）
（１）当行は、送金委託契約が成立したときは、前項第３条により解除した場合を除き、送金の依頼内容
にもとづいて、遅滞なく関係銀行に対して支払指図を発信し、または送金小切手を送金依頼人また
は受取人に対して交付します。

（２）支払指図の伝達手段は、当行が適当と認めるものを利用します。また、関係銀行についても、送金
依頼人が特に指定した場合を除き、同様とします。

（３）次の各号のいずれかに該当するときには、当行は、送金依頼人が指定した関係銀行を利用せず、当
行が適当と認める関係銀行によることができるものとします。
①当行が送金依頼人の指定に従うことが不可能と認めたとき
②送金依頼人の指定に従うことによって、送金依頼人に過大な費用負担または送金に遅延が生じ
た場合などで、他に適当な関係銀行があると当行が認めたとき
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組戻依頼書の内容に従って、組戻しの指図を発信するなど、遅滞なく組戻しに必要な手続きを
とります。
③組戻しを承諾した関係銀行から当行が送金に係る返戻金を受領した場合には、その返戻金を直
ちに返却しますので、当行所定の受取書等に、外国送金依頼書に使用した署名または印章によ
り署名または記名押印のうえ、提出してください。この場合、当行所定の本人確認資料または保
証人を求めることがあります。

（２）前項の組戻しの依頼にあたっての組戻依頼書の取扱いおよび返戻金の返却にあたっての受取書
等の取扱いについては、第４条第５項の規定を準用します。また、前項第２号の取扱いによって生じ
た損害については、当行は責任を負いません。

（３）本条に規定する組戻しは、関係銀行による組戻しの拒絶、法令による制限、政府または裁判所等
の公的機関の措置等により、その取扱いができない場合があります。

１２．（通知・照会の連絡先）
（１）当行がこの取引について送金依頼人に通知・照会をする場合には、当行に開設された預金口座に
関して届出済みの住所・電話番号を連絡先とします。

（２）前項において、連絡先の記載の不備または電話の不通等によって照会・通知をすることができなくて
も、これによって生じた損害については、当行は責任を負いません。

１３．（災害等による免責）
次の各号に定める損害については、当行は責任を負いません。
①災害・事変・戦争、輸送途中の事故、法令による制限、政府または裁判所等の公的機関の措置
等のやむをえない事由により生じた損害
②当行が相応の安全対策を講じたにもかかわらず発生した、端末機、通信回線、コンピュータ等の
障害、またはそれによる電信の字くずれ、誤謬、脱漏等により生じた損害
③関係銀行が所在国の慣習もしくは関係銀行所定の手続きに従って取扱ったことにより生じた損
害、または当行の本支店を除いた関係銀行の責に帰すべき事由により生じた損害
④受取人名相違等の送金依頼人の責に帰すべき事由により生じた損害
⑤送金依頼人から受取人宛支払明細に関して生じた損害
⑥送金依頼人と受取人または第三者との間における送金の原因関係に係る損害
⑦その他当行の責に帰すべき事由以外の事由により生じた損害

１４．（譲渡、質入れの禁止）
本規定による取引にもとづく送金依頼人の権利は、譲渡、質入れすることはできません。

１５．（預金規定の適用）
送金依頼人が、送金資金等を預金口座から振替えて送金の依頼をする場合における預金の払戻し
については、関係する預金規定により取扱います。

１６．（法令、規則等の遵守）
本規定に定めのない事項については、日本および関係各国の法令、慣習および関係銀行所定の
手続きに従うこととします。
なお、FATF（マネー・ローンダリングに関する金融活動作業部会）の「テロ資金供与に関する特別勧
告」に基づきテロ資金対策として電信送金依頼者のトレースを可能とするため、支払指図上に次の
情報を付記いたします。
①送金依頼人の名前
②送金依頼人の口座番号または当行所定の番号
③送金依頼人の住所

以　上

〈金融商品勧誘方針〉
私たちは、金融商品の勧誘・販売にあたり、お客さまの立場に立った説明を第一とし、次の勧誘方針を遵
守します。

（１）私たちは、お客さまの資産の状況・運用経験・お取引を契約される目的などを十分把握したうえ、お
客さまの意向と実状に適合した商品を、お客さまの立場に立った適切な説明により、勧誘することに
努めます。

（２）私たちは、お客さまご自身の判断でお取引が行われるよう、商品のメリットだけではなくリスクや手数
料などについても適切な情報提供に努めます。

（３）私たちは、勧誘にあたり、法令・諸規則を遵守し、お客さまの立場に立って、販売の方法・場所・時間
帯に配慮するよう努めます。

（４）私たちは、断定的判断に基づく情報や、事実でない情報を提供したり、取引に係る損失の危険を告
知しないなどお客さまに誤解を招くような説明は行いません。

（５）私たちは、不適切な勧誘が行われないよう、役職員に対し十分な行内研修を行い、正しい商品知
識の維持・向上に努めるとともに、適切な勧誘が行われるよう内部管理体制の強化に努めます。
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〈個人のお客さまの個人情報のお取扱いについて〉
当行は、個人情報の保護に関する法律（平成15年5月30日法律第57号）に基づき、収集した個人情報
を、下記業務に関し、下記利用目的の達成に必要な範囲で利用いたします。

業務内容
○預金業務、為替業務、両替業務、融資業務、外国為替業務およびこれらに付随する業務
○投信販売業務、保険販売業務、証券仲介業務、信託業務、社債業務等、法律により銀行が営
むことのできる業務およびこれらに付随する業務
○その他当行が営むことができる業務およびこれらに付随する業務（今後取り扱いが認められる業
務を含む）

利用目的
当行および当行の関連会社や提携会社の金融商品やサービスに関し、下記利用目的で利用いたし
ます。
○各種金融商品の口座開設等、金融商品やサービスの申込の受付のため
○犯罪収益移転防止法に基づくご本人さまの確認等や、金融サービスをご利用いただく資格等の
確認のため
○預金取引や融資取引等における期日管理等、継続的なお取引における管理のため
○適合性の原則等に照らした判断等、金融商品やサービスの提供にかかる妥当性の判断のため
○他の事業者等から個人情報の処理の全部または一部について委託された場合等において、委託
された当該業務を適切に遂行するため
○契約（当行とお客さまとの間の契約および当行の業務に直接的または間接的に関連する契約を
いいます。）や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため
○市場調査、ならびにデータ分析やアンケートの実施等による金融商品やサービスの研究や開発
のため
○ダイレクトメールの発送等、金融商品やサービスに関する各種提案のため
○提携会社等の商品やサービスの各種提案のため
○各種お取引の解約やお取引解約後の事後管理のため
○その他、当行が提供する金融商品やサービスを適切かつ円滑に履行するため

機微（センシティブ）情報について
銀行法施行規則等により、機微（センシティブ）情報（人種、信条、門地、本籍地、保健医療または犯
罪履歴についての情報等の特別の非公開情報）は、適切な業務運営その他の必要と認められる目的
以外の目的に利用・第三者提供いたしません。

保険商品の募集にあたって
保険商品の募集にあたって、前記の利用目的以外に下記の利用目的の達成に必要な範囲で利用い
たします。
○保険会社から委託を受けた業務を適切に遂行するため

住宅ローンのお取引にあたって
住宅ローンのお取引にあたって、前記の利用目的以外に下記の利用目的の達成に必要な範囲で利
用いたします。
○融資のお申込や継続的なご利用等に際しての判断のため
○与信事業に際して個人情報を加盟する個人信用情報機関に提供する場合等、適切な業務の遂
行に必要な範囲で第三者に提供するため
○団体信用生命保険のお申込に際して事務手続きに必要な範囲で引受保険会社に対して第三
者提供するため
○火災保険のお申込に際して保険会社から委託を受けた業務を適切に遂行するため

また、銀行法施行規則等により、個人信用情報機関から提供を受けた資金需要者の借入金返
済能力に関する情報は、資金需要者の返済 能力の調査以外の目的に利用・第三者提供いた
しません。

当行は、与信事業に際して下記に記載する個人信用情報機関に対し、当該機関の会員資格規
定にもとづき適切な業務の遂行に必要な範囲で情報を提供いたします。

●全国銀行個人信用情報センター（以下「KSC」という）
TEL：03－3214－5020
ホームページ：http://www.zenginkyo.or.jp/pcic/index.html
●株式会社日本信用情報機構（以下「JICC」という）
TEL：0120－441－481
ホームページ：http://www.jicc.co.jp

なお、KSCならびに JICCに提供された情報は、同機関と提携する下記の個人信用情報機関に
より利用される場合があります。

●株式会社シー・アイ・シー
TEL：0120－810－414
ホームページ：http://www.cic.co.jp



新生アメリカン・エキスプレスカードをご利用のお客さまへ
当行は、新生アメリカン・エキスプレスカードのお申込にあたって知りえたお客さまの個人情報について、下
記項目を下記利用目的の達成に必要な範囲でアメリカン・エキスプレス・インターナショナル, Inc.と共同利
用しております。詳細につきましては、アメリカン・エキスプレス・インターナショナル, Inc.のホームページをご
覧ください。

共同利用する項目
カード会員の属性情報（カード申込書等に記入された氏名、住所、生年月日、住所、電話番号等）、引落
口座情報、カード利用情報

利用目的
カードの募集、発行、維持、基本的・付帯サービスの提供、および営業案内等のマーケティング活動
のため

・共同利用する個人情報の管理について第一次的な責任を有する者
アメリカン･エキスプレス･インターナショナル, Inc.

●アメリカン･エキスプレス･インターナショナル, Inc.
メンバーシップ・サービス･センター: 0120-020-120
ホームページ：http: //www.americanexpress.com/japan

〈新生銀行　保険募集指針〉
当行は、保険募集に関し、次の保険募集指針を定め、これを遵守いたします。

１．保険募集にあたって

・当行は、保険募集に際しては、関係法令等を遵守し、お客さまの利便性の向上や利益の保護を図る
ため、必要な措置を講じ、公正な保険募集の実施に努めて参ります。
・当行は、お客さまにご案内する保険商品の引受保険会社名を明示いたします。
・当行は、お客さまがその自主的な意思および判断により、お客さまご自身のニーズに合致した保険
商品をご選択いただくため、ご提案する保険商品以外の保険商品に関する情報をお客さまのニーズ
に応じて提供するなど、お客さまに対して常に適切な情報の提供を行います｡
・当行は、お客さまがご契約された保険契約を引き受けるのは当行ではなく保険会社であること、お客
さまへの保険金等の支払は当行ではなく保険会社が行うこと、ならびにお客さまがご契約された保険
契約の引受保険会社が経営破綻した場合の取扱いその他保険契約に係るリスクの所在について、
お客さまに十分にご理解いただけるよう適切な説明を行います。

２．お客さまからのお問い合わせ・ご相談等への対応について

・当行の役職員が法令に違反する行為により、保険募集につきお客さまに損害を与えた場合には、当
行は、募集代理店としての販売責任を負い、誠実にこれに対応いたします｡
・当行は、お客さまからのお問い合わせ・ご相談に適切に対応するため、保険募集の際のお客さまへ
の説明内容やご契約後におけるお客さまとの面談記録等を、お客さまがご契約された保険契約の
保険期間が終了するまで、適切に管理・保存いたします。
・当行が保険募集を行った保険契約に係るお客さまからのお問い合わせ・ご相談等については、保険
契約の締結後も適切に対応いたします｡
・当行が実施した保険募集等について、苦情・ご相談等ございましたら、お客様サービス室（03-6880-
7777）までご連絡ください。

以　上
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